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序章 
  
1 はじめに 
本研究は、「社会的企業（ソーシャル・エンタープライズ）」の本質について、その
起源から考察を行い、明らかにすることを目的とする。そのため、社会的企業がどの
ように現代社会に登場してきたのか、その形成のプロセスも同時に描出することにな
る。したがって、社会的企業の形成史という歴史研究の立場を取ることになる。 
社会的企業とは、一般に社会問題の解決を目的として活動する民間の事業組織であ
るが、非営利組織（わが国であれば社会福祉法人や公益財団・社団法人、NPO法人な
ど）のように寄附金や補助金に頼らずに自主事業で収益を上げ、事業の継続をはかる
組織とされる。つまり、社会貢献活動とビジネス活動の両立を試みる事業体というこ
とになる。しかし、社会貢献活動は一般に非営利性が高い。他方、ビジネス活動それ
自体は営利、非営利のいずれの事業体も行うものであるが、一般に営利企業が収益を
上げるために行う活動というイメージが強い。そのため、社会的企業は非営利組織あ
るいは営利企業の新種なのか、それともそのいずれにも分類できないまったく新しい
事業体なのか、多くの研究者による定義が並立している状況である1。さらに、「社会
的」あるいは「ソーシャル」という表現の含意に着目すれば、社会的企業と一般の営
利企業が「社会性」という点でどれほど異なるのか、あるいは「社会性」そのものの
意味は何かといった議論にも発展する［橋本, 2009b］。 
このような「広範な領域を抱合したかたちで」議論が進められているのである。こ
れは、研究が進んだ 2010年代以降においても、大きく変化したとは考えられない。事
実、「社会的企業が実際のところどのような意義を持っているのか、その本質とは何な
のかについてはいまだ十分な検討がなされてはいない」という根本的な疑問が提起さ
れている［橋本, 2013, 192］。本研究は、上記の疑問を解くためのひとつの試みである。 
現在のところ、社会的企業の本質は非営利にあるのか、それとも営利性か、研究者
間において統一的な見解があるわけではない。最大の原因としては、この研究に取り
組む研究者がどの学問分野に属するかで着眼点が異なることが考えられる。たとえば、
社会的企業のマネジメントの実態や事業性を中心に考察をするのか、社会問題との関
係性に力点を置くのかなどである。前者の立場の代表例が経営学やビジネススクール
系の研究であり、後者は社会学系の研究が該当するであろう。「各論者のアプローチの
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仕方と密接に関連しているということ」になっているのである［同上, 203］。もちろ
ん、新しい研究分野が生まれた場合、研究対象に学際的にアプローチすることは不自
然ではない。それゆえ、このような見解の相違が生じることはやむを得ない面はある。
さらに、学派による解釈に違いがあっても、社会的企業の実際の活動が社会貢献を果
たしているのであれば、本質に拘泥する必要はないという見解もありえる。 
しかし、どのような新しい事象であっても、社会科学の研究対象が無から突然生じ
るわけではない。これは社会的企業研究も例外ではない。かりに社会的企業が新しい
組織形態であるとしても、その基盤が以前から存在しているのは当然である。それが
何であるのか、登場した時期はいつなのか。社会的企業の本質を論じるには、これら
の点こそが重要ではないか、というのが本研究の主張である。したがって、冒頭でも
述べたように本研究では歴史分析により社会的企業の本質の解明を試みる。 
社会科学における研究手法としては、一般に数量的な分析や質的調査が強調される。
調査分析から得られたデータをもとに、理論化あるいは事象の本質の解明が行われる。
とりわけ特定の事業体を取り上げることが多い社会的企業研究であれば、質的調査の
手法を用いることが好ましい場合が多い。しかし、あえて歴史分析の手法を利用する
のは、目の前にある事象の分析に限定することで見落としがちな点にこそ、社会的企
業の本質が隠れているのではないかと考えるからである。このような部分を解明する
には、歴史分析の手法が合致している。たとえば、比較政治学者のピアソンが述べる
ように、理論自体はある特定の瞬間から生じた現象から構築されたものであり、いわ
ば「静止画」である。しかし、上述のように事象の本質の解明にはその歴史性を無視
することはできない。これを検証するには動態的な分析、ピアソンの言葉であれば「動
画」として描く必要がある。理論化や事象の本質の解明に歴史分析が必要な理由はこ
こにある［Pierson, 2004＝2010］。 
また、最初にこの本質論における本研究の立場を明確にする必要がある。仮説の提
示である。上述のように、社会的企業の本質は非営利か営利か、あるいはそのハイブ
リッドなのか、という点である。端的に述べるならば、社会的企業の本質は非営利性
にあると考える。先行研究などから、実際の活動がハイブリッドな性格を持つことは
否定できない。しかし、その起源をたどるならば、非営利組織、あるいは「ミューチ
ュアル」と呼ばれる協同組合や共済といった一般市民の生活防衛のための相互扶助組
織といった営利企業とは異なる民間セクターの歴史に根差したものであること間違い
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ないからである。時代の経過とともに変化する部分はあるだろうが、本質まで変わる
ことはないはずである。 
実際、橋本は「社会的企業論が扱う内容は非営利組織研究と重なり合う部分多い」
とし、「非営利組織研究の延長線上に社会的企業を位置づけることは 1つの潮流となっ
ている」と分析している［橋本, 2013, 191-192］。本研究も基本的にこの見解に立ち、
上述の仮説の解明を試みる。本研究では、協同組合や共済、非営利組織を抱合する「社
会的経済」2、あるいは第 2章の用語で言えば「ボランタリー・アクション」に基づく
組織（いわゆる「サードセクター」3）、とりわけ非営利組織（後述するが、具体的には
チャリティやボランタリー団体）の側を中心に行う。ただし、活動の根幹にかかわる
動機に相違もあるため、非営利組織とミューチュアル組織は適宜区別して論じる。 
なお、本研究における「非営利」の定義であるが、利益の分配をまったくしない厳
格な解釈（non-profit）と、利益が出た場合に一定の制限内で分配を認める緩やかな解
釈（not-for-profit）のうち、前者とする。「他者への便益供与（公益）のみを目的に掲
げた」事業が非営利ということになる。しかし、営利を目的としない活動の中には、
「相互便益=相互扶助（互恵的）目的の経済活動」もありえるため、これをミューチュ
アル（協同組合・共済）とする4［向井, 2015, 4-6］。したがって、本研究ではヨーロッ
パで中心的な「サードセクター」をイギリスの歴史に根ざした「ボランタリー・アク
ション」と交換可能な用語として利用する。 
ところで、社会的企業研究に限らず、研究の対象の理論化や本質の析出には国際比
較が好ましいことは否定しがたい。実際、社会的企業の国際比較研究は数多く行われ
ており、ヨーロッパの研究者間のネットワーク（EMESグループ）は著名である5。こ
れらの研究が社会的企業の本質の解明に多大な貢献を残してきたのは事実である。し
かし、本研究は個人研究であり、詳細な国際比較には限界がある。また、歴史分析の
場合、特定の国や地域に対象を限定した方が詳細な記述が可能となる。そこで本研究
ではイギリスに焦点を絞る。その理由は次の通りである6。 
まず、イギリスでは社会問題に取り組む民間の非営利組織が近代に大きく発展した
歴史があることがあげられる。具体的にはボランタリー団体、コミュニティ団体、チ
ャリティである。社会的企業を民間非営利組織の発展のひとつの形態として捉える場
合、イギリスの非営利組織の発展史を除外することはできない。さらに、イギリスで
は上記の非営利組織が事業活動を行いやすくするために、CIO（Charitable 
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Incorporated Organisation, 公益法人あるいはチャリティ法人）や CIC（Community 
Interest Company, コミュニティ利益会社）といった法人格が 2000 年代以降相次い
で創設されている7。これは、社会的企業の発展のための基盤がどこにあるかについて、
イギリス政府の認識を示すものでもあろう。 
2点目としては、協同組合や共済組織の直接的な起源がイギリスにあるからである。
さらに、これらのミューチュアル組織は先行研究、とりわけ上述の EMES において
は、社会的企業の基盤となる組織として詳細に検証されてきた。イギリスにおいても、
社会的企業の発展にミューチュアル組織が大きな役割を果たしてきた。たとえば、イ
ギリスにおける社会的企業の全国規模の中間支援組織 Social Enterprise UKの前身の
ひとつである Social Enterprise London は、1997年に始まった協同組合の中間支援
組織間の協議から1998年に創設された組織である［Ridley-Duff et al., 2015, 56-57］。
イギリスにおける社会的企業の直接的な起源を象徴的に表していると言える。また、
2010 年代以降は公共サービスの提供部門の「スピンアウト」［自治体のコントロール
から切り離し、部門の独立あるいは他の組織にサービス提供を委託すること］に伴う
「ミューチュアル化」も政府主導で進められている8。いわば公共セクターの社会的企
業化の現象が生じているわけで、政府側も社会的企業の組織形態として認めているの
である。このように、社会的企業をその起源から本質を解明しようとするならば、イ
ギリスの歴史はまさにうってつけの事例なのである。 
もちろん、サードセクターと社会的企業の関係については、上述の EMESの研究以
外にも多くの研究者が、民間非営利組織が社会的企業の発展の土台であったことを認
めている。たとえば、カーリン［2008］はアメリカにおいて過去にも社会的企業とい
う言葉が用いられなかっただけで、サードセクターが同様の活動を行ってきたことを
指摘している。 
イギリスに絞った場合、サードセクターと関連付ける初期の研究としては、たとえ
ば上述の EMES の研究書に寄稿したスピアの論稿をあげることができる。協同組合、
共済組織、ボランタリー組織から成り立つサードセクターあるいは社会的経済が、イ
ギリスの社会的企業の基盤であると指摘した。従来のサードセクターが「伝統的な社
会的企業」、1990 年代以降に登場したものが「新しい社会的企業」とし、両者を区別
することで現代の社会的企業の新奇さ強調した。その背景には、公共サービス改革に
対するサードセクター側の変化があったとした［Spear, 2001=2004］。また、テイラー
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［2004=2007］はサードセクターと福祉政策の関係の歴史的展開を描いた論文におい
て、その一連の流れから 21 世紀に社会的企業が台頭した様子を記述している。ただ
し、スピアは歴史的展開を重視しているわけではないし、テイラーもサードセクター
と福祉政策の関係の変容に焦点を絞っており、社会的企業は議論の一部でしかない。 
その他では、エイケンも協同組合、ボランタリー組織、ソーシャル・ファーム（障
がい者を構成員に加えている事業組織）、コミュニティ・ビジネスが社会的企業の基盤
としている［Aiken, 2006, 60］。また、ピアースはサードセクター内でも協同組合運動
の歴史をルーツとして強調していた［Pearce, 2003, 60-61］。わが国では、塚本［2008］
がミューチュアル組織の歴史と現代における再生という観点で解説をしている。 
本研究は、上記の先行研究の成果を踏まえているが、それらと比較した場合、より
歴史的および思想的観点から社会的企業を論じることになる。この歴史性の重視が本
研究の独自性であり、この点で先行研究との差異化が図れると考える。 
 
 
2 構成 
本研究の構成であるが、次の第 1章では社会的企業の定義一般を簡潔にまとめる。
本研究が社会的企業をどのように捉えているかを明確にするためである。第 2章から
第 5章にかけてイギリスにおける社会的企業の歴史的起源の考察を行う。第 2章は、
イギリスの民間非営利組織が第 2次世界大戦以降の福祉国家形成期においてどのよう
に評価されていたか、福祉国家の構築に大きな影響を与えたベヴァリッジの著作を通
じて読み解く。社会問題と社会的企業の関連性を考慮する場合、社会的企業の淵源と
しての「ボランタリー・アクション」を再評価する必要があると考えるからである9。 
第 3章では、近世から現代にかけてのチャリティの歴史的展開を紹介する。イギリ
ス史におけるチャリティの登場の背景、近世から近代にかけての貧民の救済事業にお
ける公私の役割分担、近代チャリティの特徴と興味深い事例といった点をおもに触れ
る。福祉国家成立後の 1960 年に成立したチャリティ法も、社会的企業と関連する部
分を紹介する。現在の社会的企業の有力な基盤となったチャリティの歴史的意義を確
認することは、本研究にとってきわめて重要であると考える。 
第 4章では、1970年代末の福祉国家の再編期において、協同組合研究から提唱され
た最初期の「社会的企業」論の解説、および福祉国家の変容によって生じた民間非営
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利組織の市場化の受容という現象について考察する。この時期は社会的企業の胎動期
であり、直接的な起源として検証することは不可欠である。第 5章では、歴史的展開
を踏まえて本研究における独自の社会的企業の定義を提示することとする。繰り返し
になるが、その根底にあるのは「ボランタリー・アクション」の発想である。 
第 6章では、イギリス政府の社会的企業の振興策に関して考察を行う。ブレア労働
党政権、いわゆる「ニューレイバー」の第 1期（1997-2001年）に相当する時期に焦
点を当てる。イギリス政府が、「社会的企業」セクターの育成に取り組む下準備を行っ
ていた期間を検証する。この時期に取り組まれた 3つの政策（行政とボランタリー・
セクターによる「コンパクト」、地域再生政策、社会的排除対策）が、後の社会的企業
振興策にどのような影響を与えたか、そして民間非営利組織（ボランタリー・セクタ
ー）の社会的企業化とどのように関係しているかを中心に考察することとする。 
第 7章では、ニューレイバー政権の第 2期（2001-2005年）について、社会的企業
振興策と関係の深い政策文書を中心に検証する。具体的には、貿易産業省の『社会的
企業――その成功戦略』、内閣府の『民間活動と公益』、最後に財務省の『公共サービ
ス供給におけるボランタリー・コミュニティ・セクターの役割』である。また、社会
的企業振興策以前の事例、および振興策実施後に登場した社会的企業の活動について
も検証を行う。これにより、政府がイメージしていた社会的企業の姿が確認できる。 
また第 7章では、2010年の政権交代後も継続している社会的企業振興策について、
党派性とイデオロギーの観点からも分析を行う。保守党と自由民主党によるキャメロ
ン連立政権の政治スローガン「ビッグ・ソサエティ」と社会的企業振興策の関係、お
よび前労働党政権の政策との連続性あるいは非連続性について検証を行うこととする。
最後に、チャリティなどボランタリー・セクターの「企業化」あるいは「商業化」の
現象も検証し、上記のイデオロギーの影響力の程度を確認する。 
終章では、本研究の仮説、社会的企業の本質が「ボランタリー・アクション」の精
神にあるという点について、論文全体の分析の成果から解明できたかどうかを改めて
検証する。他国の社会的企業の傾向との比較、そして、イギリスの特徴を明らかにす
る。最後に、イギリスに焦点を絞った研究ではあるものの、そこから学び取れる普遍
性を浮き彫りにし、本研究の独自性を明確にする。 
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第 1章 社会的企業の定義 
 
1 定義の多様さ：営利性と社会性の両立 
一般に社会的企業は、社会問題にビジネスの手法を用いて取り組む新しいアクター
とされる。その社会問題とは、貧困や社会福祉一般、環境保全のような公共セクター
や非営利組織が取り組んできたものから、長期失業者や就業経験のない若者などへの
就労・起業支援、生活困窮世帯の子どものへの学習・生活支援といった比較的近年注
目を集めるようになった問題まで多岐にわたる。さらには、地域コミュニティの維持
や再生といった特定の地域に限定されるものから、国際貿易における商取引に変化を
促そうとするフェアトレード10のような先進国と発展途上国間の南北問題といったグ
ローバルな問題も対象とされる。いわば「何でもあり」なのである。 
このように社会的企業が取り組むとされる社会問題自体は広範だが、問題の解決に
向けて取り組む主体、つまり社会的企業自体はどのように捉えられているであろうか。
研究者によって多様な定義が存在しているが、少なくとも以下の 3点は一致している。 
 
① 政府・自治体や公的機関ではない民間の組織 
② 社会問題の解決に取り組むことを目的とする組織 
③ 補助金や寄附金だけでなく事業収益も重視する組織 
 
つまり、通常の営利企業とは②の点から、また従前の補助金頼りの非営利組織とは
③の点から区別されるということである。とはいえ、地域コミュニティの生活防衛に
積極的に取り組み、自主事業で運営されている協同組合、あるいは営利企業による倫
理的な観点から社会貢献事業を積極的に展開する活動、いわゆる「企業の社会的責任
（CSR）」11など、上記の 3点からだけでは社会的企業と区別しにくい場合がある。そ
のため、先行研究では純粋に慈善的な組織から純粋に営利な組織のスペクトラム（連
続体）に存在するハイブリッドな組織と定義される（図表 1参照）。 
また、純粋な非営利組織と一般的な営利企業を除き、左端に社会的活動に従事する
営利組織、中央にハイブリッド型組織（利益を得る活動と社会的目的の遂行を平等に
扱うような組織）、右端に商業活動に従事する非営利組織を配置するといったものもあ
る［カーリン, 2008, 4］。あるいは、社会貢献と事業継続性を両立させつつ社会問題の
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解決に革新的な手法を導入する、いわゆる「ソーシャル・イノベーション」を推進で
きる組織であるとするなど［谷本, 2006a］、各自の視点で差異化を図っている。 
 
図表 1 社会的企業のスペクトラム 
       純粋に慈善的                 純粋に営利的 
動機・方法・目
標 
善意へのアピー
ル 
ミッション重視 
社会的価値 
動機の混合 
ミッションと市場の重
視 
社会経済的価値 
自己利益へのアピール 
市場重視 
経済的価値 
重
要
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー 
受益者 無償 補助金、あるいは全額
払いと無償の組み合わ
せ 
相場の料金 
 
資本 寄附と補助金 相場以下の資本、あるい
は寄附と相場の資本の
組み合わせ 
相場の資本 
労働者 ボランティア 相場以下の賃金、あるい
はボランティアと正規
有給職員の組み合わせ 
相場の給与 
供給者 現物寄附 特別割引、あるいは現物
寄附と全額寄附の組み
合わせ 
相場の料金 
出所：Dees ［1998］, p. 60. 
 
2 定義の多様さ：社会的経済からの見解 
社会的企業について、前節で取り上げた営利性と社会性の両立といった立場とは異
なる視点で社会的企業を定義付ける見解も有力である。EMESの場合、非営利組織と
協同組合の特徴の重なり合う組織が社会的企業を定義した（図表 2参照）。これは、序
章で触れた「社会的経済」を研究分野とする論者の立場である。社会的企業は、社会
的経済に分類される組織が中心となって発展した組織形態とする。 
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図表 2 協同組合と非営利組織の交差空間に存在する社会的企業のイメージ 
協同組合                                    非営利組織 
 
 
      ワーカーズ               生産指向の 
       コープ                 NPO 
                 社会的 
                  企業 
         利用者             アドボカシー 
         協同組合             のNPO 
 
出所：Defourny ［2001=2004］, p. 35. 
 
さらにこの立場では、社会的企業は社会目的の堅持と収益性重視、協同組合型の民
主的な意思決定という 3つの次元を持つ企業組織と提唱し、その 3つの次元にそれぞ
れ 3つ、合計 9つ特徴があるとした［Defourny et al., 2014, 48］。次の通りである。 
 
経済的次元 
ⅰ 財・サービスの生産・供給の継続的活動 
ⅱ 経済的リスクの高さ 
ⅲ 最少量の有償労働 
社会的次元 
ⅳ コミュニティへの貢献という明確な目的 
ⅴ 市民グループが設立する組織 
ⅵ 利潤分配の制限 
民主的次元 
ⅶ 高度の自律性 
ⅷ 資本所有に基づかない決定 
ⅸ 活動によって影響を受ける人々による参加  
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 つまり、この定義では社会的企業には協同組合や共済といった相互扶助組織の要素
が中心にあると主張するのである。「社会的経済」そのものは非営利組織も含むが、社
会的企業の組織原則は協同組合的なものとしたのである。 
 なお、この学派では社会的企業の典型例として、「労働統合型社会的企業（Work 
Integration Social Enterprise, 以下WISEと略す）」の概念を提唱した。社会的企業
の「雇用の創出」という観点を重視し、従業員の雇用形態あるいは主要な収入源が政
府補助金か事業収益なのか、どのような分野あるいは社会問題に取り組んでいるかと
いった点から社会的企業を捉えようとしたものである。ドゥフルニとニッセンは、以
下のように大きく 4タイプに分類している［Defourny and Nyssens, 2006 : 13-16］。 
 
① 恒久的な「助成金」に支えられて雇用を提供するタイプ（具体的には障がい者への
保護雇用を提供） 
② 労働市場で不利な立場の人たちに中期的に安定した職を提供するタイプ（英国の
コミュニティ・ビジネスやソーシャル・ファームが具体例で、他のタイプよりも採
算性の圧力が強いもの） 
③ 生産活動を通じて人々を（再）社会化することを目的とするタイプ（精神的、社会
的に深刻な問題を抱える労働者や障がい者を対象とし、ボランティア活動も重要） 
④ 過渡的雇用を提供するタイプ（WISE 最大のグループであり、フランスの職業参
入企業など主流の労働市場へ労働者を早期に再統合することを目的）。 
 
もちろん、複数のタイプの特徴を持つ企業もあるため、あくまで一定の目安ではあ
る。とはいえ、どのような層に対して、どのようなサービスを提供する事業組織であ
るかを検証し、その有力例を提示した点は重要である。 
 
 
3 定義の多様さ：公共セクターとの関係 
上記 2つの見解は、社会的企業を営利、非営利を問わず民間組織の範疇で捉えたも
のである。一方、社会的企業の中には、行政の事業を継承するために設立された組織
も存在する。かつては行政が提供するのが当然と思われていた事業を引き継ぎ、地域
住民にその後もサービスを提供しようというものである。たとえば、イギリスではグ
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リニッジ・レジャー社がその好例として紹介される［Pearce, 2003, 63］。同社は、公
共支出削減により地域のレジャー施設の運営が厳しくなった自治体（ロンドンのグリ
ニッジ特別区）から、それらを引き継ぐために 1993年に設立された組織である12。ま
た、上述したように自治体の部局そのものがスピンアウトして独立するケースもある。 
これらの事例からは、公共セクターとの関係を視野に入れた社会的企業の定義も求
められるということが言える。実際、営利企業とボランタリー・セクターの 2つのセ
クターの関係だけに限定せず、公共セクター（公的機関）も含めた 3つのセクターの
関係から定義付ける研究も早い段階から存在した（図表 3参照）。セクター間の重複部
分が社会的企業に該当するとした見解である。つまり、各セクターの活動の境界線が
曖昧な、あるいは曖昧になった領域に社会的企業が出現したとするものである。 
 
図表 3 セクター横断型の社会的企業のイメージ 
 
 
 
これらの見解は、社会的企業は純粋な営利企業と純粋な慈善組織の中間領域に存在
する混合的な組織だけでなく、公共セクター的な要素を持つ組織もあることを主張す
るものである。実際、前章で触れたようにイギリスでは地方自治体の公共サービス部
門のスピンアウトが進められ、ミューチュアル組織が生まれている。上述の①で除外
される組織が純粋な公共セクターに限定されるのであれば、公共セクターからのスピ
ンアウト型ミューチュアル組織は社会的企業の一形態として扱うことも可能となる。 
さらに、このようなセクター横断型の定義の中には、各セクターの背景にある行動
原理を組み込み、社会的企業の類型化をより明確に行ったものがある（図表 4）。 
ボランタリー・
セクター
民間企業セ
クター
公共セク
ター
※重複部分が社会的企業 
出所：Leadbeater ［1997］, p.10.（一部改編） 
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図表 4 セクター横断型の社会的企業の類型図 
 
                 
  
再分配                            市場交換 
                
 
 
 
                                   
                                
                                （事業活動） 
                                                                 社会的経済 
                           非営利組織・チャリティ 
                        （補助金・ファンドレイジング） 
    フィランソロピー               ミューチュアル性 
               互酬性 
          
                    
出所：Ridley-Duff et al. ［2015］, p. 77.（一部改変） 
 
公共セクター、民間企業セクター、サードセクターの重なり合う部分を社会的企業
とし、どのセクターと重なり合っているかで社会的企業をタイプ分けしたものである。
タイプ Aを非営利モデル、タイプ Bを企業の社会的責任（CSR）モデル、タイプ Cを
利益活用モデル、タイプ D をマルチステークホルダー（複数の利害関係者）・モデル
とする。タイプ Aにはチャリティ系の事業組織や民間企業に資産譲渡を行わない組織
などが該当する。タイプ Bはフェアトレードや公民パートナーシップなど、タイプ C
は企業とサードセクターのパートナーシップや社会的目的に利益を再投資する事業組
織などとされる。最後にタイプ Dは、マルチステークホルダー型の企業や社会経済的
な利益の分配を民主的なコントロール化に置く組織など、所有と分配における新しい
公共セクター 民間企業セクター 
サードセクター 
タイプ B 
CSRモデル 
タイプ C  
利益活用モデル 
タイプ A  
非営利モデル 
タイプD  
マルチステークホルダー・タイプ 
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タイプの事業組織とする。ただし、これは理念型とする［Ridley-Duff et al., 2015, 78］。 
 
 
4 小括 
このように社会的企業の定義は、スペクトラムを用いるもの、セクター間の重なり
から判断するものなど多様である。もちろん、活動領域や形態において多様な事業体
をすべて「社会的企業」と定義することには一定の危険性があるとの指摘は忘れては
ならない［橋本, 2009a, 142-143］。実際、基準次第で「社会的企業」の市場規模や数
は大きく異なる結果も出ており、研究にあたっては何らかの基準にしたがって定義し
ておくことが重要になると考える13。本研究の場合、現在の社会的企業の規模や数を示
すことが目的ではないため、学術的な定義に限定して検証することとする。 
そこで重要となるのは、社会的企業のミッションであろう。社会問題の解決という
目的は、社会的企業だけでなく公共セクターも取り組む必要がある問題である。この
点を考慮すれば、セクター横断型の定義がより包括なものになると考えられる。実際、
イギリスでは公共サービスのスピンアウト型ミューチュアル組織が登場しており、公
共セクターとの関係は無視できない。また、リドリー＝ダフら定義では、公共セクタ
ーでは再分配、民間企業セクターは市場交換、サードセクターは互酬性14といった原理
に基づく点を指摘している。さらに、サードセクターにはフィランソロピー（非営利
組織）とミューチュアル（協同組合・共済組織）の原理がある点も組み込んでいる。
本研究では、彼らの定義の包括性を重視し、この立場から論じることとする。ただし、
序章で触れたように、本研究はイギリスの「ボランタリー・アクション」に焦点を当
て、その組織の歴史的起源を探ることを目的としたものである。したがって、社会的
企業の包括的な定義は公共セクターも含むセクター横断型の先行研究に従うが、社会
的企業の組織形態そのものの定義については、第 5章で改めて論じることとする。 
本研究は社会的企業の定義を主題にしたものではない。主題は社会的企業の本質と
起源である。じつは、その点についてはリドリー＝ダフらの定義からもヒントが得ら
れる。サードセクターの原理、フィランソロピーとミューチュアルである。前章でも
触れたように非営利組織と協同組合・共済組織が社会的企業の発展の基盤となったか
らである。そこで次章では、イギリスにおける民間非営利組織について、福祉国家形
成期における中心人物の見解を読み解くところから現代との関係性を考察する。 
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第 2章 起源としての「ボランタリー・アクション」 
 
1 ベヴァリッジの『ボランタリー・アクション』の評価 
2015年 8月、筆者はロンドン市内にある社会的企業パーティシプル（Participle）
を訪問し、彼らが掲げる理念や活動などについてヒアリングを行った。パーティシプ
ルは地域の多様な問題に取り組む組織であり、とりわけ子どもの反社会的行動や不登
校、親の虐待、失業に伴う貧困など、多様な問題を抱える家族への支援プログラム（Life 
Programme）を開発、実践していた［Participle, 2014］。そのほか、ロンドンのある
特別区内の高齢者を主に対象とした助け合いサークル（Southwark Circle）の運営に
携わるなど［たとえば、00, 2012=2014を参照］、社会サービスに深くかかわる社会的
企業であった15。しかし、調査において対応者が繰り返し強調したのは、同団体が提唱
した新しい福祉国家の理念、「ベヴァリッジ 4.0」であった［Participle, 2008］。 
 彼らが挙げた「ベヴァリッジ」とは、1942年に公表された『社会保険および関連サ
ービス』、いわゆる『ベヴァリッジ報告』の著者ウィリアム・ベヴァリッジ（ベヴァリ
ッジ卿）のことである16。現代福祉国家のデザインを示したものとして不朽の名声を得
ている報告書である。パーティシプルは、時代の制約があったとはいえ、そのベヴァ
リッジのデザインにはミスがあったと指摘し、現代において彼の思想をアップデート
したと主張したのである。それが「ベヴァリッジ 4.0」の名称の意味である。 
 ベヴァリッジの名で公刊された報告書は、上述のものを含めて 3 つある。2 つ目の
報告書が、『自由社会における完全雇用』（1944年）である。パーティシプルは、1948
年公表の 3つ目の報告書を「ベヴァリッジ 3.0」と呼んだ。それが『ボランタリー・ア
クション――社会進歩の方法に関する報告（Voluntary Action: A Report on Methods 
of Social Advance）』である。『ベヴァリッジ報告』は、社会保障における国家の責任
を強調し、「社会保険」が同時代の人びとが協力するものとはいえ、強制的な性格であ
ることを主張するものである［Beveridge, 1942=2014, 17］。とはいえ、「社会保障は
国家と個人との協力によって達成されるべき」ものとし、「国家は、保障を組織化する
に当たって、個人の意欲、機会、責任感を怯ませるようなことがあってはならない」
ともした［ibid., 5］。個人の最低限の自助努力は当然のこととしたのである。この点に
ついて、同報告書の翻訳の解説において、監訳者の一圓はベヴァリッジの社会保障の
特徴を「自立した市民の社会保障」としている［ibid., 281-282］。 
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『ベヴァリッジ報告』では、人びとが社会の何らかの問題に対して自発的に行動す
るような行為、これが「ボランタリー・アクション」であるが、とくに触れているわ
けではない。あくまで国民生活を保障する国家の責任と市民の自立が強調されている。
しかし、『ベヴァリッジ報告』においても既存の保険制度の成立や発展には、ボランタ
リー・アクションに基づく団体の力が大きかったことは認めており、市民側の活動の
意義を評価していた。パーティシプルは、ベヴァリッジ自身が以前の報告書では市民
の潜在的な力を見逃し、制限を課していたことを認め、『ボランタリー・アクション』
で懸念を表したと指摘したのである［Participle, 2008, 3］。彼らの「ベヴァリッジ 4.0」
とは、『ボランタリー・アクション』に流れるベヴァリッジの思想の批判的継承を表明
したものだったと言える。社会的企業の活動理念の根幹には、市民による自発的な社
会貢献の精神、いわゆるボランタリーな精神があると主張したのである。 
しかし、この報告書は同時代には高く評価されたわけではなかった。オッペンハイ
マーらは、「『ボランタリー・アクション』は、あまり関心を呼び起こさず、すぐに視
界から消えた」と指摘する［Oppenheimar et al., 2011, 1］。以前の 2つの報告書とは
異なり、「忘れ去られたテキスト」という扱いを受けることとなったのである［Deakin, 
2011, 32］。アカデミズムでの評価は概して低いものであった［Oppenheimar et al., 
2011, 3-4］。もっとも、『ボランタリー・アクション』が「忘れ去られた」最大の理由
は、内容面よりも当時の時代状況だった。ベヴァリッジは、自伝『ベヴァリッジ回顧
録――強制と説得（Power and Influence）』において、『ベヴァリッジ報告』の公表後、
自身に対して大衆からの「ブーム」が巻き起こったことを記している［Beveridge, 
1953=1975, 403-404］。このブーム自体は一過性であったが、国家が一般市民の生活を
支え、その困難の解決を手助けすることが当然という風潮を生み出すことにつながっ
た。そして、チャリティなどは、彼らの伝統的な役割を国家に譲るべきだという世論
を醸成するに至った17。 
そのような時代状況で執筆されたのが、『ボランタリー・アクション』であった。福
祉国家構築期において、政府と民間団体のそれまでの関係、とりわけ友愛組合との協
調関係は大きく変化した18。最大の理由は、1946年国民保険法（National Insurance 
Act 1946）の制定であった。1911年国民保険法の成立による初めての社会保険制度の
導入時には、友愛組合は労働者の相互扶助組織の立場を危うくするものとして反発し、
政府との交渉の結果、「認可組合」として制度に組み込まれた。制度導入は「ボランタ
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リズムの敗北」とも評されたが、運営に協力する形で影響力を保持、組合員数の増加
や基金の増大に成功した19［たとえば、四谷, 2011, 1］。  
しかし、1946年の新法による新制度では、友愛組合の協力は不要とされた。国家が
責任を持つこととされたからである。当然友愛組合側は反発したが、覆せなかった。
背景には、世論調査において友愛組合による保険運営の評判が悪かった点があげられ
る。ベヴァリッジも相互扶助組織だった友愛組合が保険団体に特化した点を指摘して
いたとされる［Weinbren, 2011, 54-55］。 
新制度でそれまでの役割を失ったことで、友愛組合は衰退する。ベヴァリッジは、
改革に取り組めば生き残れるかもしれないとしつつも、全体で収益が年間 200万ポン
ド減少し、組合の新規加入者の減少と脱退者の増加を予想した［Beveridge, 1948, 83; 
Weinbren, 2011, 52］。実態は彼の望ましくない予想通りとなった。19 世紀前半にマ
ンチェスターで設立された有力な友愛組合である IOOFMU（Independent Order of 
Oddfellows, Manchester Unity Friendly Society）は、1945年の段階では 100万人の
会員を維持していたが、1940年代後半には組合員数が急落した［Weinbren, 2011, 61］。
同組合自体は 21世紀の現在でも存続しているが、かつての影響力は失ったのである。 
イギリスにおける市民の自発的社会貢献活動である「ボランタリー・アクション」
が、19世紀の古典的自由主義の社会的風潮の中で取り残された人たちに対し、さまざ
まな活動を通じて彼らの救済に大きく貢献していたことは間違いない［たとえば、岡
村ほか, 2012］。その代表的組織が、チャリティや友愛組合だった。ベヴァリッジは「福
祉国家の父」とも称揚されるが［Oppenheimer et. al., 1］、国家が社会問題に積極的に
対処しようとしなかった時代において、市民自らが取り組んでいたことを彼は再評価
すべきと考えていたのである。その精神が現代（20世紀半ば）にも必要であることを
訴えるために、『ボランタリー・アクション』を著したのである。これが、「福祉国家
の父」が「ボランタリー・アクション」をあえて主張した理由なのである。 
この報告書自体は、さほど注目を浴びることもなく忘れられた。しかし、周知のよ
うに福祉国家体制は、1980年代以降大きく変容した。国家による社会保障関係サービ
スの提供は、民間にふたたび委ねられることが正当化されたのである。いわゆる「民
営化」である。1990年代後半からは、非営利組織だけでなく新しいアクターとしての
「社会的企業」による公共サービスの提供の推奨というところまで行きついたのであ
る。ディーキンは、ブレア政権の政策テーマであった「シティズンシップとその責任
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というものは、…「ボランタリー・アクション」の強調とすぐにわかる」と指摘する
［Deakin, 2011, 33］。そのまま 21世紀の時代に当てはめるわけにはいかないが、そ
の基本精神に普遍性があるからこそ、ふたたび取り上げられたとも言える。 
『ボランタリー・アクション』の見直しは、パーティシプルだけでなく、アカデミ
ズム側からも高まっていた。というのも、パーティシプルが「ベヴァリッジ 4.0」を発
行した 2008 年は、『ボランタリー・アクション』の公刊 60 周年であり、ロンドンで
記念シンポジウムも開催されていた。そのシンポジウムから派生して公刊に至ったの
が、前述のオッペンハイマーらの研究であった［Oppenheimar et al., 2011, ⅷ］。つ
まり、2000年代後半の政策展開と「福祉国家の父」があえて称揚した「ボランタリー・
アクション」をどのように関係づけ、再評価すべきか、という機運が節目の年をきっ
かけに高まっていたのである。 
わが国では、イギリスの近代以降の福祉サービスと「ボランタリズム」の関係を検
証する研究において、岡村らが「完全雇用と国家福祉を結合した福祉国家体制を構想
していただけでなく、その体制の上に展開される自発的福祉行為の存在を不可欠な要
素として当初から重視していた」とする［岡村ほか, 2012, 6-7］。そして、近代のボラ
ンタリズムには 21 世紀の社会的企業にも通底する部分があったとした。ベヴァリッ
ジの「ボランタリー・アクション」を検証しているわけではないが、社会的企業の歴
史的起源のひとつに「ボランタリズム」もあるのではないかとしている。 
繰り返すが、ベヴァリッジの『ボランタリー・アクション』の同時代評価は、必ず
しも高いものではなかった。しかし、20 世紀後半からの福祉国家体制の変化により、
国家と民間非営利組織の関係は大きく揺らいだ。これをどのように解釈するのか、今
後はどうすべきか、研究者や非営利組織などの利害関係者は、その指針としてこの報
告書に改めて着目し、その知見から新たな示唆を得ようとしたと言える。これが、『ボ
ランタリー・アクション』の再評価の意義であろう。 
 
 
2 「ボランタリー・アクション」の思想形成の背景 
 では、ベヴァリッジが強調し、パーティシプルが継承したとする「ボランタリー・
アクション」とはどのようなものなのか。そしてこれがどのように現代の社会的企業
につながっているのであろうか。この点を論じる前に、まずはベヴァリッジ自身の経
18 
 
歴とボランタリー・アクションとの関係を簡単に以下で見てみる。 
 ベヴァリッジは「福祉国家の父」とされるが、単なる国家主義者ではなかった。デ
ィーキンは『ボランタリー・アクション』の最後の一節を引用し、ベヴァリッジの思
考にはつねに国家権力の濫用への警戒があったことを主張している［Deakin, 2011］。 
 
 「最後に、人間社会は思いやりのある社会［a friendly society］になるかもしれな
い。…（中略）…他者に対して、際限なく無慈悲に権力を振るうといった常軌を逸し
た妄想は消さねばならない。その時、同胞愛に満ちた人間が戻ってくるだろう。」
［Beveridge, 1948, 324］ 
 
 このように、「権力」への懐疑の眼差しと人間の本性は同胞愛と言明し、『ボランタ
リー・アクション』を締めくくったのである。ベヴァリッジのこの信条は、彼の人生
経験に負うところが大きい。ボランタリー・アクションの経験、国家権力に翻弄され
た人たちに対する救済活動、これらがその思想形成の背景にあったからである。 
具体的に見てみる。ベヴァリッジは、若き日に世界初のセツルメントであるトイン
ビー・ホール（Toynbee Hall）の副館長を務めている。1903年、24歳の時である。
法曹界に進むか否か悩んでいた彼は、オックスフォードで自身の進路を周囲に相談す
る中で上述のポストを勧められ、転進を決意した。この決断は人生で最も困難なもの
であったとまで述懐している［Beveridge, 1953=1975, 13-23］。 
しかし、この決定は結果的にベヴァリッジの将来を拓くこととなった。セツルメン
トの運営にかかわることにより、当時の貧困層の生活に間近で接し、この問題にどう
取り組むべきかヒントを得たからである。失業対策の理論化はその代表であった20。さ
らに、慈善組織協会（Charity Organization Society）に足繁く通うことでチャリティ
そのものを学び、大きな影響を受けた。たとえば、方針なき慈善活動は生活の安定を
もたらさないと批判していたが、同協会の活動は管理されたものであり、「他人を本当
の援助できる」ものと評価していた。慈善組織協会の活動は、「人間以下の生活様式を
生む臨時雇用と、思いつくままに慈善を施すという中途半端な手段に反対していた」
ため、社会主義者とも協力できるとまで述べていた［同上, 33-34］。 
また、人間関係においても大きな出会いがあった。それが、シドニー・ウェッブと
ビアトリス・ウェッブの夫妻との出会いであろう。夫妻側の初めて出会った際の印象
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は良くなかったものの、再度会った際には見直したようであり、ベヴァリッジは自伝
の中でわざわざそのエピソードを紹介している。そしで夫妻が 40 年間自分の人生の
物語に登場し続けるとまで書き記したのであった［同上, 44-45］。その後も 1906年に
「救貧法および失業者対策に関する王立委員会」が設置されると、主要メンバーとな
ったビアトリス・ウェッブに協力した。この関係から政治家に近づく機会も得たので
あった［同上、78-90］。ベヴァリッジの将来を変えた出会いであったと言える。 
トインビー・ホールの副館長は 1905年 11月に辞職しており、そこでの活動は 2年
ほどの期間であった。しかし、チャリティと社会主義の双方の思想と実践を学ぶ機会
を得たこの時期が、彼の「ボランタリー・アクション」の思想形成に大きな影響を与
えたことは間違いないであろう。 
もうひとつ重要な点に触れておく必要がある。それは、国家権力への態度である。
ベヴァリッジは「福祉国家の父」とされるだけに、市民側の能力に懐疑的で国家のサ
ービス供給能力だけに期待していたと誤解されかねない面がある。しかし、上述した
ように、彼自身のボランタリー・アクションの思想形成には、非営利活動の経験が生
きていることは疑いようがない。また、ベヴァリッジはナチス政権が成立して以降の
ドイツにおいて、ユダヤ人研究者の窮地を救うべく奔走している。亡命の受け入れ、
彼らへの経済面での支援（新しいポストの斡旋）などである。実際に救援活動に取り
組んでこそ、意味があるとした［Deakin, 2011, 26］。それゆえ、ディーキンはこのナ
チス・ドイツの圧政およびユダヤ人研究者の救援活動が、彼の国家権力観や戦後の「ボ
ランタリー・アクション」を著す背景にあったとした［ibid., 24-29］。  
 ベヴァリッジは、国家権力あるいは権力について、「強制［powerのこと。邦訳に従
った］とは、他人に法令、罰則あるいは報酬によって有無を言わせず命令を与える能
力」とする［Beveridge, 1953=1975, 1］。「強制（権力）」と対比させるかたちで、「説
得」については、「…説得［influence のこと。邦訳に従った］という言葉は、説得―
―恐怖や欲望ではなく理性や感情に対する訴え――によって、他人の行為を変えさせ
ること」とする［同上］。彼は、世界で起きている事象は強制か説得のいずれかの方法
で処理されているとした。ディーキンは、国家官僚（商務省）、知識人（LSE学長など）
といった多彩なキャリアを積んできたベヴァリッジは、その双方を相当経験したと指
摘している［Deakin, 2011, 22］。しかし、その経験があるからこそ、彼は権力（強制）
というものの本質を、さらにはナチス・ドイツの「常軌を逸した妄想」を見せつけら
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れたことで、制限しなければならないものと判断したと言える。国家権力の濫用を恐
れていたということである。そして、自伝の最後に以下のように記している。 
 
「権力は、物事を達成するためには、人が動物と共有するもの、恐怖と貪欲に訴え
るのである。権力は、これを行使する人をそれ自体のため、それが与えるサービスの
ためではなく、権力を自分の手に持ちつづけるため、求めさせるようになる。説得は、
人を動物から区別するものに訴える。世界のトラブルから抜け出す途は、人を人とし
て扱い、説得を権力の上におき、権力を廃止するようにすることにある。」［Beveridge, 
1953=1970, 454］ 
 
 「説得」に対するここまでの期待は、言葉と論理に人が人たるゆえん、社会を力に
よらず運営するために必要なものという認識が根底にあったからであろう。強制力で
成り立つ国家よりも、自立した理性的な市民で構成された「市民社会」に信頼を寄せ
ていたのである。ベヴァリッジは、自身の『報告書』で福祉国家建設への道筋を示し
たが、人間社会を支える原理として、自立した理性的な市民の存在が不可欠という認
識をつねに持ちつづけていたと言える。その思想を昇華させようと試みたのが、『ボラ
ンタリー・アクション』という解釈が本研究の立場なのである。次節において、同報
告書の内容を検証し、後年の社会的企業に通底する部分を描出することとする。 
 
 
3 ベヴァリッジの「ボランタリー・アクション」 
本節では、上述の『ボランタリー・アクション』から、ベヴァリッジの思想のうち、
とりわけ後世の社会的企業につながる部分を検証する。 
まずベヴァリッジは、ボランタリ ・ーアクションを相互扶助動機（Mutual Aid motive）
と博愛主義的動機（Philanthropic motive）の 2つの動機から構成されるものとした。
相互扶助動機に基づく組織として市民によるアソシエーション（結社）をあげ、これ
まで何度も取り上げた友愛組合、労働組合や協同組合などといった相互扶助組織が代
表例とした。博愛主義的動機の場合、多種多様な組織があるが、なかでも社会問題の
解決に人道的な観点から取り組む公益信託（ charitable trust）を取り上げた
［Beveridge, 1948, 7-9］。前章でも述べたように、社会的企業の発展の土台にあるの
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はサードセクターの原理、フィランソロピーとミューチュアルである。ベヴァリッジ
も、ボランタリー・アクションの呼称ではあるが、これらが社会問題の解決あるいは
市民の生活防衛を目的とする組織の原理であることを指摘していたのである。 
とはいえ、『ボランタリー・アクション』は 1948年に公表されたものである。状況
が現在と異なるのは自明である。当時は福祉国家の黎明期であり、社会サービスの主
たる担い手は、ボランタリー・アクションを担う組織から国家へと移行する過渡期で
あった。したがって、ベヴァリッジにとって関心事は国家の役割と市民（ボランタリ
ー・アクション）の役割の峻別であった。彼は、福祉国家が発展するとしても、ボラ
ンタリー・アクションは「自由社会の徴表」であり、「イギリス社会の顕著な特徴」な
のだから、その「活力と豊かさ」を維持すべきとし、その方策をこの報告書で検討す
るとしたのである［ibid., 10］。そして、（とりわけ博愛主義的動機に基づく）ボランタ
リー・アクションでは、「国家がすべきでないこと」、「国家が行いそうもないこと」、
「国家に先駆けて動き、実験すること」、また「金銭では得られないサービス」を行う
よう求められるとしたのである［ibid., 301-302］。 
国家が提供しうるものは国家が提供し、それ以外のサービス、とりわけ新しい問題
については 従来通りボランタリー・アクション側が担うべきということである。その
代表的な事例が、友愛組合が発展させた相互保険であろう。19世紀を通じて友愛組合
を中心にボランタリー組織は疾病保険などを開発、発展させたが、社会保険の重要性
に気付いたイギリス政府が 1911 年に国民保険制度を導入することで両者の関係が変
化した。前節で触れたように、認可組合制度21を導入することで友愛組合との協調関係
を築くこととなったからである［ibid., 74-75］。 
また『ベヴァリッジ報告』においても、認可組合制度を利用することで「偉大な友
愛組合運動の経験と組織とを社会のより広い分野に行き渡らせることを可能とした」
とする［Beveridge, 1942=2014, 44］。相互扶助動機に基づく「友愛組合の偉大な開拓
者的な働きが、この分野で最大限生かされた」わけであり［同上, 51］、一般市民や労
働者の生活防衛のしくみを政府に認めさせたのである。現代においても、社会問題の
解決や生活防衛のための取り組みが、単体の社会的企業や非営利組織、あるいは利害
関係者だけの運動で終わってしまっては社会に大きな影響を残せない。公共政策の変
更につながることで、社会的企業やサードセクターの実践家および研究者が唱える「ソ
ーシャル・イノベーション」22が実現できる。この事例は、その先駆であったともいえ
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る。ただし、政府と密接になりすぎたことで友愛組合側が公的性格を強め、本来持っ
ていた社会性を低下させたことは指摘されている［Beveridge, 1948, 78-79］。 
しかし、ベヴァリッジが比喩的に「結婚」と表現した 1911年からの国家と友愛組合
の蜜月は、1946年には「離婚」に至った［ibid., 80-81］。『ベヴァリッジ報告』の正式
なタイトルの通り、福祉国家の建設に向けて社会保険制度の整備を進めるためには、
友愛組合といった民間組織との関係を改める必要があったからである。それゆえ、上
述のように国家とボランタリー・アクションの活動を明確に線引きすることが求めら
れたのである。 
もちろん、国家が社会保障制度により再分配を行い、社会サービスを提供するよう
になっても、すべてのニーズに応えることはできない。ベヴァリッジもボランタリ ・ー
アクションで取り組むべき領域が残されているとしたのである。高齢者、子ども、障
がい者、未婚の母とその子、元受刑者など特別なニーズのある人たちの場合には、物
質的なリソース（たとえば住宅、病院、職業訓練校など）に資金が使われるべきであ
るし、ボランタリー・アクションも十分に活用すべきとしたのである［ibid., 266］。そ
のほか、レジャーなどあらゆる立場の人に関係するニーズについても、行政は物質面
で支援することはあっても、市民側が主導すべきであり、そこにボランタリー・アク
ションの役割があるとも指摘した［ibid., 286-287］。 
じつはこれらのニーズは、第 7章でも紹介するように、21世紀の現代社会において
社会的企業の活躍が望まれている分野でもある。もちろん、ベヴァリッジの指摘は基
礎的なサービスは国家が提供し、それ以外の部分をボランタリー・アクションが提供
することで利用者を支えることを意味しており、社会的企業の役割が増大している現
代とは異なる。とはいえ、求められる役割が時代によって変化しようとも、社会的企
業やその起源たるボランタリー・アクションの活躍が期待される分野に大きな違いは
ないということである。違いがあるとすれば、同じ問題であっても社会の変化に伴う
新しい問題への対処の仕方であろう。 
たとえば、上述したようにパーティシプルは独自のプログラム（Life Programme）
を用いて多様な問題を抱える家族へのサポートを実践していた。これらの家族は貧困、
薬物依存、家庭内暴力、ネグレクトなどさまざまな問題を抱えるが、行政側は問題に
個別に対処するためサービス提供が非効率となる限界があった。また家族側も行政に
対する不信感があるという状況であった。そこで、パーティシプルが両者の間に入り、
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家族と信頼関係を築き、包括的なサービスプログラムを作成、家族の生活の改善をサ
ポートするよう取り組んだのである［Participle, 2014］。彼らは、時代の変化に伴って
登場、あるいは可視化された社会問題について、福祉行政の限界（たとえば縦割りの
問題）を乗り越える新しい手法を提言し、実践していたのであった。 
しかし、家族の抱える問題自体は、『ボランタリー・アクション』の時点でもはっき
りと指摘されている。子どもが一般的な家庭生活を送れていない問題が、たとえば子
どもをネグレクトする母親、妻子を見捨てる父親、離婚や家庭崩壊といった現代にお
いても生じているものがあげられていた。そしてこれらの問題におけるボランタリ ・ー
アクションの重要性を指摘していた［Beveridge., 1948, 239-243］。もちろん、この時
代では、基礎的な給付やサービスは行政が提供、それ以外の付随的なサービスを非営
利組織側が提供するよう期待されたのであった。繰り返しになるが、ベヴァリッジは
当時構築されたばかりの福祉国家のあり方として、行政とボランタリー・アクション
の役割分担を明示したのである。 
たしかに、パーティシプルはベヴァリッジが当初、市民の潜在能力を過小評価して
いた点を批判していた。また、ベヴァリッジが福祉国家のボランタリー・アクション
に及ぼす負の影響に触れた点、あるいはボランタリー・アクションの将来について悲
観主義的な見解を持っていた点については、他の研究者も指摘している［たとえば、
Kendall et al., 1996, 53: Hilton et al., 2013, 28］。とはいえ、上述のようにベヴァリ
ッジは後に自身の見解を修正しており、『ボランタリー・アクション』は市民社会と国
家との関係の修正を試みたものとも言える［Deakin et al., 2011, 83］。彼の展開した
議論は、福祉国家の黎明期におけるボランタリー・アクションの変化を象徴的に表し
たものという評価が妥当であろう。 
このように考えるならば、『ボランタリー・アクション』は、福祉国家における民間
非営利セクターの限界と可能性を検証したものであり、それゆえ福祉国家の変容後の
現代において、社会的企業側がその思想を継承したと表明することは何ら不自然では
なかったと言える。 
では、社会的企業の「事業性」と「社会性」の両立という点とどのようにつながる
であろうか。『ボランタリー・アクション』は、「ビジネスではなく人間に奉仕」し、
「利益のためではなく社会的良心に突き動かされる民間事業者（private enterprise）」
に関する報告書とする ［Beveridge, 1948, 322］。とはいえ、そのような民間事業者も
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事業継続には事業の安定性が必要となる。そのためには、顧客を引き付ける商品やサ
ービスの開発が求められる。事業動機（Business motive）の重要性である。ベヴァリ
ッジは保険業務の事業拡大やサッカーくじなど一般市民へのレジャーの提供により、
ボランタリー・アクションが市民への貢献と事業面での成功を収めた点を評価する。
その一方で、事業動機は「博愛主義的動機と絶えず、あるいは繰り返し対立」するも
のであり、「うまくいくことが多い」が、ことわざに例えて「よき召使であるが、悪し
き主人でもある」、つまり役にも立つが害にもなるものとアンビバレントな評価を下し
ていた。そして、事業動機が優勢な社会は「悪しき社会」とまで断じたのである［ibid.］。 
ベヴァリッジの指摘は、あくまでボランタリー・アクションに限定したものである
が、社会貢献と事業性の両立の課題をつねに抱える社会的企業の本質にもつながる点
であろう。この点について、彼は「イギリスの 19世紀は、利益追求だけでなく、社会
改良においても民間事業者の時代であった」とし、この時代に見られた「利益と奉仕
の 2つの動機の相互作用」は報告書のテーマのひとつとしている［ibid., 13］。第 5章
では、上流階級などだけでなく、中産階級や宗教家、時には労働者階級の出身者など、
数多くの先駆者が社会改良のために活動したことを取り上げた［ibid., Ch.Ⅴ］。彼らを
博愛主義的動機に基づくボランタリー・アクションの典型例として描いたのである。 
じつは、利益と奉仕の関係で注目すべき点は、宗教（キリスト教）との関係である。
ベヴァリッジは、キリスト教に基づく信仰が上述の利益と奉仕のバランスを取り持つ
ものと見ており、それが 19世紀と比べて弱体化していた点を危惧していた。そして善
を求める信仰の力、またそれに代替しうるものが必要であるとも強調していた［ibid., 
322］。つまり、相互扶助動機と博愛主義的動機に支えられたボランタリー・アクショ
ンには、その基底にキリスト教的価値観があるとし、さらに時代の変化によって信仰
心が衰えたのなら、それに代わるものによって支えなければならないと主張したので
ある。ベヴァリッジにとって、ボランタリー・アクションの研究は、市民の宗教や社
会とのかかわり方にまで及ぶものだったのである。 
とはいえ、この段階では何が代替となるかは誰にもわからなかった。何より、ベヴ
ァリッジ自身は楽観視していなかった。それゆえ、『ボランタリー・アクション』を著
すことで、イギリス市民に警鐘を鳴らし、過去から学ぶことで現代（1940 年代後半）
への示唆を得ようとしたのであろう。その狙いはすぐには成功しなかったことは間違
いない。しかし、1960年代には新しいタイプの社会問題に取り組む動きが、ボランタ
25 
 
リー・アクションの系譜を継ぐ団体から起こる。半世紀後には、自ら『ボランタリー・
アクション』の思想を（批判的にではあるが）継承したと主張する団体まで生まれた
のである。その団体自身は解散したとはいえ、彼らの思想はチャリティに端を発する
社会的企業にも同様に流れているものであろう。 
 
 
4 小括 
ベヴァリッジは、『報告書』では看過していた点を『ボランタリー・アクション』で
改めて触れたわけだが、もちろんボランタリー・アクションの主戦場は国家による社
会保障ではカバーしきれない分野や新しい問題を想定していた。この点は、国民生活
に対する国家責任を縮小させた 1980 年代半以降の状況とは大きく異なる。したがっ
て、彼のボランタリー・アクションへの見解を現在に当てはめるのは危険である。 
他方、一民間組織に過ぎないとはいえ、社会的企業と自他ともに認めていたパーテ
ィシプルが、ベヴァリッジのボランタリー・アクションの批判的継承を表明していた
のである。これは、たしかにベヴァリッジの見解をそのまま流用するのは誤解を招き
かねないが、その根底にある精神は半世紀後の社会的企業にも流れていたということ
を意味した。パーティシプル自体はすでに閉鎖したとはいえ、社会的企業の本質や起
源に示唆を与えてくれたものであったと考える。本研究があえてベヴァリッジを取り
上げたのは、これが最大の理由である。 
 もちろん、本章においてすべての論点に答えることができたわけではない。たとえ
ば、ボランタリー・アクションと宗教の関係も重要な問題であろう。しかし、本研究
では社会的企業の起源と歴史展開を検討するものである。したがって、ベヴァリッジ
の懸念あるいは洞察などについてさらに検証するのではなく、ボランタリー・アクシ
ョン、とりわけ博愛主義的動機と社会的企業の関連に焦点を当てることとする。具体
的には、イギリスにおける民間非営利組織の中でも、博愛主義的な精神に基づいて古
くから社会問題に取り組んできた「チャリティ」を取り上げる。次章では、チャリテ
ィの歴史、1960年チャリティ法の意義を確認し、後に台頭する社会的企業とどのよう
につながっていたのかを検証することとする。 
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第 3章 チャリティの歴史的意義 
  
1 社会的企業の起源と協同組合 
前章で触れたボランタリー・アクションは、博愛主義的動機と相互扶助動機に支え
られたものであると指摘した。社会的企業の歴史的源流のひとつがボランタリー・ア
クションにあるならば、その二つの動機を具現化した組織を検証する必要がある。相
互扶助動機に基づく組織の場合、代表例は友愛組合や協同組合である。 
わが国においても、イギリスにおける社会的企業の起源を協同組合とする研究は有
力であり、その代表例として中川の研究をあげることができる。2000年代以降のイギ
リスで社会的企業と呼べる事業組織のタイプについて、「…労働者協同組合、従業員所
有制企業、コミュニティ協同組合、コミュニティ・ビジネス、コミュニティ・エンタ
ープライズ、コミュニティ・アソシエーション、住宅協同組合、消費者協同組合、ク
レジット・ユニオン、LETS［地域通貨のこと］、コミュニティ開発トラスト、チャリ
ティ事業体、それに障害をもった人たちを構成員の一部とするソーシャル・ファーム
（Social Firm）など」が該当するとした［中川, 2007, 102］。協同組合や地域コミュニ
ティに根差した事業体に着目していることがわかる。 
社会的企業の起源として協同組合・共済組織をあげることは、協同組合の原則を色
濃く反映している EMESの基準だけでなく、イギリスの歴史的文脈からも間違ってい
るわけではない。たとえば、社会的企業の中間支援組織として 1998 年に設立された
ソーシャル・エンタープライズ・ロンドン（Social Enterprise London, SEL）は23、
そもそもロンドンの協同組合と協同組合振興機関（Co-operative Development Agency, 
CDA）を基盤とする組織であった。設立時に参画したメンバーは、一人を除いて協同
組合運動と直接かかわりを持つ人物たちであり、協同組合のブランドの再生という側
面があったとの指摘がある［Ridley-Duff et al., 2015, 56-57］。 
とはいえ、協同組合を起源とする見解のみでは、すべてを説明しきれない。なぜな
ら、1990年代後半に協同組合側で生じた直接的な動きは当然考慮すべきであるが、ボ
ランタリー・アクションのもうひとつの柱である博愛主義的動機も社会的企業の発展
と深く関係しているからである。というのも、2000年代に社会的企業の振興を政策化
する際に、政府が社会的企業の基盤として着目した組織の中に博愛主義的動機に基づ
く団体の最たる例である「チャリティ」が含まれていたからである（第 7章で詳述）。 
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序章でも触れたように、本研究の第一の目的はボランタリー・アクションに基づく
組織の社会的企業化の検証である。とりわけチャリティやボランタリー団体といった
非営利組織、ボランタリー・アクションの理念に従えば博愛主義的動機に基づく組織
に焦点を当てるものである。したがって、次節ではチャリティが社会的企業の起源と
して有力なものと考えられる点を中心に検証することとする。 
 
 
2 チャリティの起源 
すでに触れたように、ボランタリー・アクションの博愛主義的動機に支えられた組
織の代表例が、「チャリティ」である。現代イギリスにおいても、社会的企業に触れる
際にチャリティを等閑視することは、社会貢献事業の歴史的基盤を無視したものと言
わざるを得ない。実際、イギリスにおいて社会的企業を初めて政策として本格的に推
進したブレア労働党政権（いわゆるニュー・レイバー）時代において、そのブレア首
相自身がチャリティの存在が社会的企業の重要な基盤であることを認めていた。2002
年にチャリティ改革と社会的企業の発展を目指すために、内閣府の戦略室（Strategy 
Unit）から公表された『民間活動と公益――チャリティおよび広範な非営利セクター
に関するレビュー』の序文において、彼はチャリティの存在が非営利セクターの役割
の拡大にとって他国よりも有利であると明言していた。 
 
「他国がとても低いレベルから自立した非営利組織を育てようとするのに対して、
わが国［イギリス］は幸運なことだが、驚くほど多様なチャリティおよび他の非営利
組織による事業や取り組みから恩恵を受けている。これらチャリティなどの組織は、
サービスやケアを提供し、コミュニティを動かし、古いニーズはもちろん新しいニー
ズを発見し解決することを手助けしているのである。 
また、私たちはチャリティ活動の長く豊かな歴史から恩恵を受けるという点でも幸
運である。現在では私たちのセクターには、よく知られている巨大チャリティ、コミ
ュニティ団体、セルフヘルプ組織、宗教団体、発展途上国の農民がつくった農産品に
よりよい価格を支払うフェアトレード事業者が含まれている。コミュニティの精神や
人間の本質である慈善の本能を生かすことで、チャリティは着実にその規模を拡大し、
影響力を高めている。」［Strategy Unit, 2002, 5］ 
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では、その「チャリティ」とはそもそもどのような団体であろうか。まずはチャリ
ティの語義や語源、歴史的な用法から考察する。社会的企業が博愛主義的な動機に支
えられた組織にも起源を持つのであれば、この点について簡単にでも触れることは有
意義であろう。実際、わが国でもチャリティという言葉の歴史的な用法に関する先行
研究は存在する。たとえば、近藤［2007］は OED（Oxford English Dictionary on 
Historical Principles）に依拠しながら、次のように簡潔かつ明瞭に解説を行っている。 
歴史的用例の第 1 項には「キリスト教の愛」があげられるが、その用例が 1881 年
の聖書改訂版から、「charityが loveに置き換えられ、したがって英訳聖書からチャリ
ティという語が消えた」と紹介する。キリスト教神学におけるチャリティ（カリタス）
の意味が近代において変化した、つまり charityと loveは本来語義が同じか重なる部
分があったが、時代とともに分かれたのである。「歴史とともに愛も変わったかもしれ
ないが、チャリティも変化して、なにより近代語チャリティはもはやカリタスではな
い」とする。これは、現在ではチャリティが必ずしもキリスト教的な解釈に縛られる
わけではないことを意味する［同上, 34-35］。 
さらに、第 4項および第 5項では隣人への善意ある行為や施し物、第 6項では他者、
とりわけ貧困層に資するための遺贈や基金という用法が中世から近世にかけて派生し
た点を紹介する。この第 6項の用例はまさに「チャリティ」団体の創設に直接的につ
ながるものである。また、OEDの説明では近世から近代にかけて、チャリティの名称
を付けた法律が登場し、法律用語としてこの言葉が根付くようになった点も指摘する。
代表例として、エリザベスⅠ世時代の「チャリティ用益法（Statute of Charitable Uses 
1601 (43 Eliz., c4)）」（1601年）があげられており、また第 10項でヴィクトリア時代
の「チャリティ信託法（Charitable Trust Act 1853）」（1853年）においてチャリティ
委員会および委員（Charity Commission, Commissioners）の用例が登場したことも
紹介されている［同上, 35］。 
当然だが、立法行為は何らかの新しい問題が社会で生じた、あるいはそれまでの法
律の不備が明らかになった、といった事態への事後的な対応である。チャリティ用益
法やチャリティ信託法も突然成立したわけではない24。たとえば、「信託（Trust）」の
語源は、古代ゲルマン民族での遺言による財産処分の制度「ザルマン」とされる。こ
の伝統から中世には財産をキリスト教会へ寄進する行為が広まったとされる［田中, 
1980, 62-63］。しかし、寄進を受けた教会側は宗教行事を除いて封建的義務を免除さ
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れたため、地代収入の減少を恐れた国王側から警戒されることとなった［岡田, 2007, 
34］。それゆえ、1279年には「死手法（statute of mortmain）」が制定され、「何の利
益を生まぬ法人（教会など）への国王の許可を得ない不動産譲渡および遺贈は禁止」
［金澤, 2008, 22］ということになった。いかに宗教的、慈善的行為であったとしても、
国家にとって好ましくないと判断されれば制約を受けたのである。 
しかし、このような制約を回避する手法も発展する。それが 13世紀には登場したと
される「用益（ユース, use）」の慣行である25。岡田はこの慣行について次のように解
説する［岡田, 2007, 34-35］。土地保有者が委託者、教会側の複数の個人を受託者とし
て土地が譲渡され、土地の収益を受益者となる第 3者（土地保有の相続人など）に提
供する約束を結ぶとする。この手法であれば、受託者を合有による形式的権利主体に
することで委託者の財産保有を確保でき、また「合有に基づく生存者財産権
（suvivorship）をとおして封建的付随義務を回避することができた」ということであ
った。もちろん国王側も制約を課そうとするが、チャリティ目的についてはそれを奨
励する観点で例外的に緩和したとする［同上, 35］。 
また、この慣行を利用した場合、「最後の遺言状（ultima voluntas）で明記した用途
を守る限りにおいて、譲受人（feoffee）は譲渡人（feoffor）たる遺言者から生前に不動
産を譲渡してもらうことができる」とされ、死手法を避けてチャリティ目的の基金の
設立が可能になったとされる［金澤, 2008, 22］。チャリティの基盤が長い時間をかけ
て徐々に固まってきたのである。 
このような流れをさらに進めたのが、上述のチャリティ用益法（1601年）なのであ
る。同法のイギリス史上における意義は多くの論者が指摘している。たとえばベヴァ
リッジは、国家による社会保障サービスの提供の第一歩がエリザベス救貧法であるこ
とを指摘した上で、同じ年に制定されたチャリティ用益法も「第一歩であり、なぜな
ら国家政策の転換点となったからである」と高く評価した［Beveridge, 1948, 187］。 
また、前出の「民間活動と公益」の序文においても、チャリティ目的が 400年以上
前の法律で提示されたとブレア首相は書き記した。その目的が同法の序文の列挙され
ているものである。 
 
① 老齢者・廃疾者・貧民の救済 
② 疾病あるいは傷病の陸海軍兵士の扶養や学校・無料学校・大学生の扶養保全 
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③ 橋・港湾・波止場・土手道・教会・防波堤・公道の修繕 
④ 孤児の教育と就職 
⑤ 矯正院の救済・扶養保全 
⑥ 貧困な少女の結婚 
⑦ 若い商人・職人・疾病患者の援助 
⑧ 囚人・捕虜の救済・身請け 
⑨ 納税（15分の 1税など）や従軍のさしつかえる貧民の援助あるいは軽減26 
 
この一覧について、国家がチャリティとして奨励するカタログという見解はあるが、
むしろ民間の慈善家たちの事例を寄せ集めたもの、つまり慣習的活動をまとめたもの
と解釈できるとの指摘がある。チャリティの定義というよりは、法廷において何がチ
ャリティかを判断する際の運用上の規準と考えられるという見解である［松山, 2002, 
16-17］。一方で列挙されたもの以外チャリティから外れるのか、という疑問は残る。 
この点については、何がチャリティではないかと明記されていないため、解釈の余
地が残ったとされる。それゆえ、時代の変化に応じて「チャリティ目的」も柔軟に変
化することが可能となった。その後、チャリティ用益法自体は 1888年の「死手および
チャリティ用益法（Mortmain and Charitable Uses Act 1888）」の制定によって廃止
されるが、チャリティとは何か、チャリティ目的に合致するか、といった判断の際に
は、1601年チャリティ用益法の前文が基本的な考え方を表すものとして参照され続け
ることとなった。上述したように、ブレアもこの前文を意識して触れていたわけで、
チャリティ目的の「精神の継承」はなされたのであった［同上, 17］。ベヴァリッジの
言葉を借りるならば、「生者としての判事によって、また文字よりもその精神において
解釈されることで、それ［エリザベス朝のチャリティ用益法］は、エリザベス時代に
は思いもつかなった新たなニーズを新たなギフトとして認めることを決して妨げなか
った」のである［Beveridge, 1948, 194］。 
17 世紀の段階でチャリティとは何を指すのかは、法律上はその骨格が定められた。
そしてチャリティ目的の基金、いわゆるチャリティ信託は着実に増加、1660年の段階
では 1万を超えていたとされる［金澤, 2008, 23］。以後、時代とともに新たな制度が
つくられたり、新たな解釈が付与されたりしながら、イギリスの各時代の社会問題に
取り組む民間事業者として重要な役割を担い続ける。 
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3 初期「福祉複合体」の時代 
前節で触れたように、1601年は救貧法とチャリティ用益法という貧民救済など慈善
事業への公私の区別にかかわる法律が制定された年であった。救貧法は、「救済に値す
る」貧民を教区（Parish）レベルで救済することを定めたものであった。エリザベス
救貧法自体は、16世紀の救貧施策に関する諸法令の集大成ではあるが、この法律によ
り貧民救済に国家が介入することとなったのである。他方、チャリティ用益法は前節
の①から⑨に見られるように、貧民救済やコミュニティに資する活動を行う民間団体
がどのようなものかを列挙したものであった。この例示により、どのような民間団体
が公益に資するものなのかが法的に示され、チャリティ（公益団体）がはじめてその
法的根拠を得たのであった。近藤はイギリスの近代史家イネスの先行研究をもとに、
この 2つの法律の制定より、その後のイギリスの社会福祉や社会政策を特徴づける、
「税（行政）とチャリティ（民の慈善）という二本柱」が成立したと指摘する［近藤, 
2013, 100-101］。 
イネスは、このような特徴を「福祉複合体（あるいは福祉の混合経済）（mixed 
economy of welfare）」の表現を用いて、17世紀から 18世紀にかけてイギリスでは国
家と民間による慈善活動が貧困層の救済にあたったことを説明している［Innes, 
1996］。「福祉複合体（福祉の混合経済）」やそれに類する用語は、20世紀後半におけ
る福祉国家の変容を説明する際に登場したものである。一般的に福祉国家では、社会
保障や社会福祉など国民の生活を支えるサービスの提供は国家が主体とされる。しか
し、1980年代以降では、サービスの民営化や民間委託などの変化があった。そこから、
近代以前ではこれらのサービス提供を主に担ってきた非営利組織に注目が集まり、こ
の用語が使用されるようになったとされる。 
この事態についてイネスは次のように語る。「近年、福祉国家は効率的なのか、生き
残れるものなのか、そもそも望ましいものなのか、といったことが問われているが、
このような疑問は「福祉複合体」の特徴やバランスについて以前からある懸念に新た
な関心を呼び起こし、この状況が過去に概念化および対処された方法についての好奇
心をかきたてるのに一役買っている」［ibid., 140］。つまり、福祉サービス供給形態に
ついての議論は、何も 20世紀後半だけの現象ではなく、近代、あるいは初期近代（近
世）にまでさかのぼることができると指摘したのである。 
上記の見解は、福祉サービス供給における国家の役割が救貧法以降拡大しつつも、
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実際は民間非営利組織との複雑な「混淆」の歴史があったことに注意を促すものであ
った［長谷川, 2014, 4］。また、イネスは「同時代人は慈善事業を「法的」と「自発的」
なものに区別したが、たいていは大まかなことが多かった」とも指摘した［Innes, 1996, 
168］。救貧法とチャリティ用益法の成立により、公私の救済事業が異なる道を歩み始
めたのではなく、「混淆」しながら取り組んだというわけである。 
では、混淆状態がどのように分離したかを触れる前に、チャリティ用益法と同時に
成立し、イギリスの社会政策・社会福祉の二本柱となった救貧法についても簡単に見
てみたい。本研究は、チャリティに代表される非営利組織の社会的企業への変容の歴
史的展開をたどることを目的とするものであるが、上述したようにチャリティの歴史
的展開を考察する際には、救貧法に触れる必要があると考えるからである。 
さて、その救貧法は、国家による「義務的救済制度」の基本法とされた。この「「義
務的救済制度（compulsory system of the relief）」とは、強制的課税にもとづく公的
救貧を私的慈善（‘voluntary relief or private charity’）と対照して」呼ぶ用語とされ
る［大沢, 1986, 22］。「混淆」していたとはいえ、貧民救済事業に公私の区別を付けた
のである。教区ごとに教会委員および有力戸主が治安判事により貧民監督官に任命さ
れ、監督官が貧民の救済と就労の措置、そのために教区に課税・徴収を行うしくみで
あった。また、児童、失業者、健康な成人は就労させることが原則であり、高齢者や
障害などで働けないものに救済が与えられるとした。「救済に値する」貧民ということ
である。救済のための財源として救貧税があてられ、教区のすべての住民、教区牧師、
教区内に土地・家屋があり 10 分の 1 税の対象となっている者に課税された。そのほ
か、働くことができない者への親族の扶養義務も定められた［同上, 22-24, 28-30］。 
 もちろん、イングランド全土ですぐに救貧法が効果的に機能したわけではなかった。
南東部や都市部では救貧法以前から救貧税が徴収される一方、北部では教区規模が巨
大なため貧民監督官の任命すらなかなか進まなかったとされる［長谷川, 2014, 27］。
また、救貧法は教区住民の定義が曖昧という制度的問題も抱えていた。教区で救済対
象となる「教区の貧民」はどこまでを指すかが不明瞭だったのである。この瑕疵を是
正するために、1662年には定住法（Settlement Act）が制定された。 
定住法によると、40日間ある教区に居住した者、または年 10 ポンド以上の家賃・
地代を支払う者が当該教区に定住できるとされた。定住権を持たない者（「教区の負担
になりそうな者」）は、治安判事の決定により合法的に定住していた以前の教区に送還
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されるとされた。教区に住み着いて 40 日以内に教区委員もしくは貧民監督官から告
発があり、また年 10ポンド未満の賃貸料しか払っていない場合が該当した27。 
 この定住法については、古くはアダム・スミスが『国富論』において庶民が労働の
自由な移動を妨げられて不利益を被っていると批判した。「40 歳を超えたイングラン
ドの庶民には、それまでの人生のなかで、馬鹿げた居住地法［定住法のこと］によっ
て極端な抑圧を受けたと感じたことのない人はほとんどいない」とまで断じた［Smith, 
1791=2007, 148-150］。一方で、20世紀前半に S.ウェッブは、定住法で不利益を被っ
た人を過大に見積もっているとした。同法はそこまで厳格なものではなかったと指摘
したのである［Webb, 1927, 331-334］。1980年代以降は研究者たちが新しく発掘され
た資料を活用することによって、そこまで緩いものではなく、教区への移住民を監視、
規制する法的枠組みとして機能していたとする。定住法の評価については、研究者間
でも依然として論争が続いているとされる［中野, 2004］。 
とはいえ、本研究は救貧法に焦点を当てているわけではない。ここでは、救貧法や
定住法の制定後のイギリス社会の変化、とりわけ 18世紀から進展する産業化が、上述
の「福祉複合体」に与えた影響を見ることに絞る。その影響が、「ボランタリー・アク
ション」にも深くかかわっているからである。この時代のイギリス社会の変化と「福
祉複合体」の登場について、以下に具体的に見ていく。 
まず 18 世紀の産業化の進展により、都市化や工業化が進展した地域が生まれる一
方、それまで農村で副業として営まれていた家内工業が打撃を受けた地域も発生した。
さらにこの時代は、周知のようにエンクロージャーが進展していた。農業革命で高度
集約農法が導入され、その結果として地域の共有地にあった住民の慣習的権利が失わ
れた。それは、地域の貧民の生活の糧を奪うことにもつながった。長谷川は、共有地
の権利、つまり生活の糧の喪失がイギリスの地方社会における貧困の構造化とその進
展を促すことにもつながったと指摘する［長谷川, 2014, 30-31］。 
また、16世紀におけるヘンリー8世の宗教改革も、産業革命の影響を深刻化させた。
ヘンリー8 世は、貧民に施しを提供していた「修道院や宗教ギルドが設立した慈善団
体」を解体、禁止した［同上, 21］。つまり、中世においてある種の社会政策機能を果
たしていた中間団体が解体されたことで、貧民は以前よりも苦しい立場にすでに置か
れていたのであった。その対策として救貧法が制定されたが、中間団体が解体してい
たため、産業革命時にはその影響を貧民は直接被ることになってしまったのである。 
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さて、上述したような地域の共有地の資源利用、その他には男性が農業労働での「出
稼ぎ」、移動が難しい高齢者や児童による「物乞い」など、貧困層が生活の糧とする経
済行為は「メイクシフト・エコノミー（生活維持の経済, makeshift economy）」と呼
ばれる。フランス絶対王政期の貧困研究から発展した概念であり、救貧法で住民の移
動が制限されていたイギリスにそのまま当てはめることはできないが［Tomkins et al., 
2003, 13］、地域の福祉資源を利用する意味で使用されている。そこから長谷川は、「古
くは、修道院や教区、近隣共同体、家族や親族のネットワーク、共有地の利用権、親
族による扶養、隣人からの厚意、さらには犯罪や売春なども生存維持の装置として再
評価されている」とし、「ヴォランタリズムによる中間団体も「メイクシフト・エコノ
ミー」のひとつの形態」と指摘する［長谷川, 2014, 4］。 
しかし、18世紀の社会変動は貧民のメイクシフト（弥縫策、その場しのぎ）の土台
を掘り崩した。上述の農村家内工業の衰退により雇用を失い、また共有地の権利喪失
により、とりわけ脆弱な児童や女性は稼ぎの手段を奪われることとなった。結果的に
貧民は職を求めて「移動」することになり、人口の再配置が進んだ。その過程で定住
法の想定した社会と現実の状況との乖離が生じ、個人と教区共同体の間に緊張関係が
高まったとされる。貧民は移動しなければ生活に行き詰まる状況であるが、定住法の
想定では彼らは移動先の他の教区では救済の対象とならないからである。つまり、貧
民にとって生活上のリスクが高まったのである。長谷川は、①個人の移動を保証する
制度の構築、②社会の移動圏の拡大にあわせた行政機構の再編、③ボランタリズムの
領域の拡大という 3つの方向性で解決が図られたと指摘する［長谷川, 2014, 30-33］。 
本研究で注目すべきは、③の方向性である28。詳細は註に譲るが、①と②が救貧法を
修正するかたちでの上から対応であったのに対し、③は「救貧法体制の隙間を埋める
かたちで成立」したボランタリズム領域の拡大、つまり 18世紀を通じて生じた社会変
動に対する下からの対応だった点である［長谷川, 2014, 32］。③の代表がクラブやソ
サエティ、いわば相互扶助を基本原則とする団体である。つまり、③の解決の方向性
とは、近世の時期にこれらの団体が増加したということである。クラブやソサエティ
といったアソシエーション（自発的結社）は、1586年に考古協会が設立されたことに
始まるとされる29。その後、上述したような社会変動を受けて、これらの組織が 17世
紀末から急増、18世紀後半には数千クラブにも及んだ（図表 5）。これらの組織の「目
的は、飲酒や交流（socializing）を行いつつ、皆で改善を行うものであり、他のメンバ
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ーに新しい改善策を隠さないのが基本ルール」とされた［Clark, 2000, 1］。 
 
図表 5 英語圏（ブリテン諸島・植民地・アメリカ）におけるクラブ数の増加（1580-
1799年） 
 
出所：Clark［2000］, p. 128.（一部改変） 
 
 この時期のアソシエーションの増加について、「市場経済の自生的成長を担う中産層」
がアソシエーションを発展させた「市場経済」中心の見解と「市場外に排除されるも
のをすくい上げるセイフティネットとして企業・組合・宗教・教育・地域などの中間
団体が発生」したとする 2つの見解が学説上はあるとされる［長谷川, 2014, 41-43］。
こののうち、後者の立場からアソシエーションの発展を見るのは、ボランタリー・ア
クションとの関連から重要であろう。経済的動機だけでなく、相互扶助動機と博愛主
義的動機の 2つがアソシエーションの結成を促す要因だったとするからである。 
 17世紀末から 18 世紀の農村の状況は、上述したように宗教改革により古いタイプ
の中間団体は解体済み、産業革命による社会変動が生活の糧を奪うといったようなも
のであった。貧民や都市部に「移動」し労働者となった人びとは、救貧法による公的
救済、あるいはボランタリー・アクションに基づく団体、つまりアソシエーションを
活用することで生活を成り立たせようとしたのである。エリートたちは博愛主義的な
団体を結成（会員間の社交が中心のクラブやソサエティもあるが）、民衆は相互扶助の
しくみで社会変動の地域への衝撃を吸収しようとしたのである［同上, 32］。 
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このような前提があったため、18世紀は救貧法（公的部門）かボランタリズム（私
的部門）か、どちらが福祉を提供するのかといった政策論争となったとされる
［Innes,1996; 長谷川, 2014, 43］。これは、たんにイメージの問題ではなかった。実
際、17世紀末（1696年）から 18世紀末・19世紀初頭における福祉関連への支出は、
救貧税の金額（救貧法による公的救済）と自発的な慈善による金額（私的救済）の推
定値を比較すると、両者が拮抗していたことがイネスのまとめによって判明している
（図表 6）。近世は「福祉複合体」によって福祉が支えられていたのである。 
 
図表 6 救貧税と「自発的な慈善」の支出推計（1696-1803年） 
（単位：1000ポンド） 
全国 1696 1748-50 1780年代 1790年代/1803 
救貧税 400 690 2,004 4,268 
慈善団体（基金型） ― ― 259  
6,000 病院 165 ― ― 
その他 ― ― ― 
 
ロンドン 1696 1738  1796 
救貧税 40 90 ― 245 
非国教徒の集会 ― 31 ― ― 
ロンドンの企業 ― 26 ― 75 
トリニティ・ハウス* ― 6 ― ― 
慈善団体（基金型） ― ― ― 150 
病院 45 79 ― 75 
慈善学校 ― 18 ― 10 
他の慈善団体 ― ― ― 9 
民間チャリティ ― ― ― 150 
友愛組合 ― ― ― 36 
＊水先案内協会：1514年設立、灯台や航路標識などの建設維持、水先案内の試験などを
管理する（研究社リーダーズ英和辞典より） 
出所：Innes［1996］, p. 148.（一部改変） 
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また、相互扶助動機に基づく団体の代表例であり、ベヴァリッジがその歴史的役割
を評価した友愛組合も、18世紀に大きく発展した。市場経済の進展によって地域社会
が崩れ、都市部に労働者が新たに発生するといった状況への防御反応であった。この
背景には、労働者のワークハウスへの嫌悪といった意識の問題だけでなく、「教区の負
担」とならないようにする労働者自身によるセイフティネットの構築として友愛組合
が受け入れられたということもあった。19世紀には団結禁止法が撤廃されたこともあ
って、友愛組合や組合員数はさらに増えたとされる。たとえば、バーミンガムでは 1835
年に 400の友愛組合があり、4万人の会員が所属していた［長谷川, 2014, 52-56］。 
友愛組合と軌を一にするかのようにチャリティもこの時期に発展する。都市部にお
いて労働者を対象とする友愛組合が発展したが、経済的に余裕のない労働者は参加が
困難であった。そのため、彼らは家族や近隣といったインフォーマルなネットワーク
やチャリティからの支援を受けることとなった。救貧法のしくみから漏れた人びとの
支援をチャリティが担ったのである。代表例のひとつが病院であった。1720年にロン
ドンで初めて設立され任意寄付制病院（voluntary hospital）が、18 世紀を通じてイ
ギリス各地に普及した。その理由は、上述の「定住権」を持たない貧民は救済対象と
されないために放置され、社会問題となっていたからとされる。さらに状況を悪化さ
せた要因として、戦争終結に伴う離隊軍人が失業者として貧民化していたこともあげ
られる30。このような制度の隙間をチャリティが埋めたのであった［同上, 58-61］。 
そのほか、貧民の子弟の教育を担った慈善学校（charity school）やその派生形態の
ひとつである日曜学校も同時期に発展した。民衆の教化、貧民のモラル・ハザードの
防止が狙いであった。とりわけモラル・ハザードの問題は、社会変動に伴って共同体
のセイフティネットが機能不全に陥ったことで発生していた。そこで、18世紀初頭か
らモラル・リフォーメーション運動の全国団体共同体が慈善学校の普及を主張し、国
教会派や非国教会派の学校が設立されたのであった。つまり、社会のモラル再構築に
宗教的なものが導入されることとなったのである［同上, 64-67］。 
17世紀成立の救貧法のしくみは、一方で 18世紀の社会変動によりその不備が明ら
かとなった。それに対する市民社会の側の対応がボランタリズムだったのである。国
家が義務的に救済する領域はあるが、国家の支援が及ばない領域は市民が私的に救済
する（あるいは相互扶助で対処する）、という混淆状態がこの時代の特色であったと言
える。これが、18世紀的な意味での「福祉複合体」だったのである。この複合体を構
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成していた団体は、19世紀のブリストルに関する研究の成果を引用するなら、まさに
ボランタリー・アクションに基づく団体と言ってよいものである（図表 7）。 
 
図表 7 19世紀における社会サービス提供のしくみ 
国家            ボランタリー活動           私的領域 
       a)チャリティ  b)自発的結社・   c)相互扶助 
                会員制団体 
救貧法                     近隣との共有 
        寄附金     伝道団             家族の義務 
        救貧院     訪問団 
        学校      病院              市場 
友愛組合    貸付金     学校      友愛組合    健康 
 登記所    施し・贈与   孤児院             教育 
                社会運動            不労・不動 
                                 産所得 
チャリティ              住宅金融組合       生命保険 
 委員会               貯蓄銀行 
                   年金組合 
教育関連法 
Gorsky［1999］, p. 16.（一部改変） 
 
イギリスの初期近代あるいは近世という時代は、博愛主義的動機に根差したチャリ
ティだけでなく、相互扶助動機を基盤とする友愛組合やクラブといったアソシエーシ
ョンも大きく伸びたことによって、ボランタリー・アクションの両輪が成立した時代
でもあったのである。 
 
 
4 近代におけるチャリティの活動 
中世の修道院を中心とした慈善事業、近世（初期近代）の国家による公的救済と民
間による私的救済（市民による慈善事業だけでなく庶民の相互扶助も含む）の混淆と
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いう「福祉複合体」、これらを経てチャリティは 19世紀に、つまり近代において大き
く伸長することとなる。本節では、この時期を中心に見ていく。 
19世紀のチャリティの規模については、スミスは 19世紀をボランタリー組織の黄
金時代と評している。たとえば、1861年にはロンドンの 640のチャリティ団体の総収
入が 250 万ポンドに上っていたこと（現在の日本であれば数百億円に相当）、同じく
1880年のタイムズ紙の報道でロンドンのチャリティの収入はいくつかの国家（スウェ
ーデン、デンマーク、ポルトガルなど）の歳入を上回っていたことなどを紹介してい
る。このようにチャリティに代表されるボランタリー組織が、19世紀の過半を占める
ヴィクトリア朝社会の重要な一面であったことは間違いない［Smith, 1995, 14］。 
ベヴァリッジの言うボランタリー・アクションに基づく団体は、この 19世紀に大き
く発展した。ただし、相互扶助動機に基づく団体は、中産階級以上の人たちが主体と
なるようなアソシエーションと労働者主体の友愛組合とでは構成員のタイプが異なっ
てくる。実際、労働者側は宗教色の強いヴィクトリア的なフィランソロピーに反発し
ていたとされる。労働者の休日の過ごし方（飲酒など）に中産階級側が批判的だった
からである。価値観の対立が存在していた［ibid., 17］。とはいえ、ベヴァリッジのボ
ランタリー・アクションのシンプルな定義ほど簡単な関係ではなかったが、自発的結
社という性質、社会問題（貧困など）への対処という点において、両タイプとも共通
する部分もあったのも確かである。第 7章でも触れるように、21世紀の社会的企業も
当事者がかかわるタイプもあれば、チャリティから発展したタイプもある。本研究で
は両者の相違よりは問題意識の共通性をもとに検証することが有意義であると考える。 
19世紀はチャリティの組織化も進んだ時代であった。その代表例が前章でも触れた
慈善組織協会（COS）の設立であろう。1869 年のことである。COS は、チャリティ
による貧困層への無分別な救済は効果がなく、「科学的慈善（scientific charity）」31に
よるべきという運動を展開した。貧困層を支援に値する者と支援に値しない者に分け、
前者の救済には私的慈善、つまりチャリティで対応し、後者は公的救済、つまり救貧
法体制で対応すべきと主張した。周知のように、1834年に懲罰的な新救貧法が成立し
ていたため、これは、支援に値しない生活困窮者はワークハウスへの送致といった厳
しい措置で対応し、支援に値する困窮者は救貧法の枠外で私的慈善によって救済すべ
きという選別主義を意味した［ibid., 20-22; 山本（卓）, 2012, 137-155］。 
この「支援に値する」困窮者とは、生活態度に問題はなく、つまり本人の過失はと
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くになく、失業や疾病など偶発的な問題で生活困窮に陥ったが、支援を受けることで
ふたたび自立を期待できる者とされた。山本は、「支援に値する」事例とは、「自立的
な精神態度を有する／有しうるものの外部の支援を必要とするケース」、一方「支援に
値しない」事例とは、「常習的な浮浪者や物乞いなど「リスペクタブルな」態度を身に
つける見込みのないとされるケース」が当てはまるとした［山本（卓）, 2012, 143］。
私的慈善（チャリティ）の救済対象は、生活が苦しい不熟練労働者、さらには 19世紀
後半の不況で大量に発生した失業者（「リスペクタブルな」「支援に値する」人物）で
あった。1885年から 86年には推計で失業率が約 10％に上り、失業者の救済が社会問
題化していたからである。また、社会主義思想に感化された労働運動が過激化し、社
会不安を高めていたことへの危機感もあった［同上, 140-142］。 
イギリスのチャリティ史で黄金時代とされる 19 世紀は、同時に古典的自由主義の
風潮が支配的な時代でもあった。1834 年の新救貧法、私的慈善での「支援に値する」
か否かという議論、これらから分かるように当事者にある種の「自己責任」が求めら
れた時代であった。たとえば、古典的自由主義の思想的完成者である J.S.ミルは『経
済学原理』の第 5編において、救貧法により政府が困窮者に関与することは認めつつ、
あくまで自立を促すものでなければならないと評価をしている。私的救済については、
「私的慈善事業はこのような［救済に値するか否かということ］区別をなすことがで
きる。そして自分自身の金銭を与えるに当たっては、自分自身の判断にしたがってそ
うする権利をもっている」と評している［ミル, 1848=1963, 332-338］。 
周知のように、19世紀は社会主義思想が台頭、世紀の後半には共同善の追求に力点
を置く新しい自由主義（new liberalism）も登場した時代である。古典的自由主義の時
代と単純に断定することはできない。しかし、政府の経済社会への不干渉、個人の自
己責任の強調、社会問題への「科学的」な分析といったことが時代の精神として支配
的であったと言える。安易な比較は避けるべきではあるが、20世紀を「福祉国家」の
時代とするなら、その前後の世紀に漂う風潮にはある種の類似が存在している。 
その類似の事例として、チャリティによる労働者向けの住宅事業があげられる。19
世紀半ばには都市部において人口が急激に増加したため、都市部の住宅事情が極度に
悪化したとされる。1851 年の推計では人口の 54％が都市部に集中、そのため貧困層
は不衛生で劣悪な住居で暮らさざるをえなくなり、社会問題化していた。しかし、民
間の貸家業で住宅を供給しようにも、当時の労働者の収入は不安定なため、事業とし
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て成立が困難であった。また慈善事業で住宅を供給しようにも、住宅建設には多額の
資金が必要であった。社会問題化した都市部の住宅問題を政府に頼らず解決するため
に考案されたのが、「5％フィランソロピー」という手法であった［岡村, 2012, 49-50］。 
5％フィランソロピーのしくみだが、組織形態は、協会、会社、チャリティ信託（ト
ラスト）方式の 3つあったとされる。チャリティ信託方式は篤志家の寄附により設立
されるチャリティのため配当はなかった。本研究との関連で重要となるのは、協会と
会社の場合である。これらは、会員出資者、株式会社化による株主を集め、5％を上限
に配当を行うというものであった。組織のミッションは、劣悪な住宅の問題に苦しむ
労働者に健康的で穏当な家賃の住宅を提供する活動であり、それ自体は博愛主義的動
機に裏打ちされたものであった。トラスト方式はチャリティそのものだが、残りの 2
つのタイプは 5％の配当で出資者を募るという点で独創的であった。同時代の地主が
8～15％の収益を上げていたことから、それらと比較して配当率はたしかに低いもの
であった。しかし、たとえ低利であろうとも配当という「営利」のしくみを持ち込ん
だことは、チャリティではないと批判されることもあった［同上, 50, 62, 64］。 
協会タイプは、1841年に設立された首都圏勤労者住宅改善協会が最初とされる。労
働者に適切な住宅を提供することを目的とし、出資者に 4％の配当を約束するもので
あった。このタイプは、配当を 3～4％低く抑えていたために出資金を十分に集められ
ない問題に直面していたとされる。問題の解決には、会員の追加出資、新規会員の獲
得といったことが考えられるが、いずれも容易でなかったとされる［同上, 50-56］。 
協会方式の不備を修正するかたちで登場したのが、次の会社方式だった。1863年に
設立された改良産業住宅では、S.ウォーターローという設立者自身は労働者の住宅事
情の改善を目指すフィランソロピーの精神を持っていたが、出資者にまでそれを求め
なかった。印刷会社で成功したウォーターロー自身が 5万ポンドを出資、世俗的な友
人たちに経営に参画するよう誘ったが、協会タイプの事業よりも高い 5％の配当を確
保するというものであった。また住宅は過度な装飾を避け、管理費用が節約できるも
のを建設した。ビジネスでは当然な効率性を重視したのである。この手法で同社は住
宅供給に成功、また当時の公衆衛生意識の高まりもあって政府や社会全体に労働者向
け住宅の必要性を認めさせたとされる。フィランソロピーの精神を持ちつつ、ビジネ
スとしても成立させるモデルをウォーターローが提示したことで、5％フィランソロピ
ーは彼の名前とともに記憶されることとなった［同上, 56-58］。 
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いささか紙幅割いて 19 世紀の住宅問題における 5％フィランソロピーの事例につ
いて、岡村の先行研究に基づいて紹介した。その理由は、イギリスの社会的企業の起
源を考える上で示唆に富むものがあったからである。ベヴァリッジの強調したボラン
タリー・アクションだが、組織形態として明確なかたちを早くから取ったのは博愛主
義的動機に基づくチャリティであった。19世紀に入ると、組織形態はチャリティとは
言い切れないが、博愛主義的動機（フィランソロピー）に突き動かされて活動する人
物や組織が登場したのである。社会問題の解決というミッションの実現とビジネスと
しての継続性、この両立に成功したアイデアとその実践があったからである。時代状
況が異なるものを安易につなげることは誤りであるが、アイデアあるいは思想におい
て、約 1世紀後の社会的企業の起源のひとつと捉えることは可能であろう。 
5％フィランソロピーは、「リスペクタブル」な労働者、つまり上層の労働者を対象
としたものであり、労働者向けの良質な住宅があるという事実を上層以外の労働者に
見せ、彼らの努力を促そうという意図もあったとされる。自立や自助努力といった時
代の風潮と合致していたと言える。しかし、実際の事業自体は限界もあったと指摘さ
れている。配当率 5％の問題である。このしくみが、低い配当で満足できる投資家の
「禁欲的な倫理」に期待せざるを得ないものであることは明らかである。岡村は、実
際は禁欲的な倫理だけでは運営はうまくいかなかったと指摘する。博愛主義に溢れた
大地主が支援することで、地価の高い良い場所に集合住宅を建設できた。さらに、1870
年代以降、より高い配当を行う住宅会社が登場し、協会や会社方式の組織は彼らとの
競争に敗れ、トラスト信託に吸収されたとされる［同上, 59-62］。 
19世紀のロンドンにおける住宅会社の 5％フィランソロピーの展開は、フィランソ
ロピ （ーあるいはチャリティ）と営利の両立の難しさを物語るものであったと言える。
21 世紀の現代社会において、「社会的投資」やそれに関連する投資モデルが推奨され
ている32。その可能性に多くの期待が寄せられているが、これらのしくみを成功に導く
ために歴史から学ぶのであれば、19世紀における 5％フィランソロピーの実験とその
限界は検証に値するものであろう。 
さて、19世紀という時代において、イギリスのチャリティは前述したようにさまざ
まな組織や手法が登場することで、社会での存在感を高めていた。それだけではなく、
法制度の面でも新しいしくみが生まれている。その代表例としては、1853年チャリテ
ィ信託法に基づく「チャリティ委員会」の設置があげられる。制度改正の理由は、19
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世紀に入ってからのチャリティ信託の悪用あるいは時代の変化に対応できない問題点
が浮上したからであった。チャリティ信託を使った脱税、受託者側の義務違反や信託
財産の管理が適切に行われていないといった問題があったとされる［田中, 1980, 64］。
その結果、貧困層のために活用されるはずのチャリティが放置されていたり、あるい
は貧困層ではない者たちの私腹を肥やす手段に利用されたりするといった不健全な運
営が告発される事態を招いていたのであった［金澤, 2008, 21］。そこでヘンリ・ブル
ームを委員長とする議会（下院）の調査委員会が 1816年に調査を開始し、1818年に
は報告書が公表された。この成果を受けて、チャリティの全国調査が行われるように
なり、実態の把握が進むこととなった［近藤, 2007, 38; 金澤, 2008, 23］。 
しかし、チャリティ信託に何らかの不健全な運営が見つかり修正が必要な場合があ
っても、その手続きが非常に煩瑣かつ費用がかかったとされる。修正に高い障壁を設
けた理由は、遺贈者の善意が後代の人間に軽視されないようにするためであった。し
かし、善意で組み立てられたこのしくみも、19世紀になると「今生きている人間の福
利を過去の死んだ人間が阻害するのを助長するもの」と捉えられるようになり、批判
を浴びることとなった［金澤, 2008, 38-39］。このような時代状況の中で、チャリティ
信託のより健全で柔軟な運営を図るために 1853年法が制定されたのであった。 
さらに、19 世紀中にはチャリティ目的の定義も再整理される。その直接の契機は、
1891年のペムセル事件であった。この裁判での判事マクノートン卿の分類が、1世紀
以上にわたってイギリスにおけるチャリティ目的の定義として利用されることとなる。
これは、1842年所得税法でのチャリティ信託の所得税免除の規定における「チャリテ
ィ目的」という表現の解釈をめぐるものであった［たとえば、海原, 1963を参照］。 
この判決において、マクノートン卿は、「法的には「チャリティ」とは 4つの主要な
部分から成る」との判断を示したのである。それが以下の 4分類である。 
 
① 貧困救済 
② 教育振興 
③ 宗教振興 
④ コミュニティの利益となるその他の目的33 
 
この 4分類は、長きにわたってイギリスにおけるチャリティ目的の基本とされた。
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もちろん、活動目的に公益性（public benefit）が必要であり、特定の数人のための活
動ではチャリティ目的があるとは言えない。チャリティ側が公益性を示す資料を裁判
所に提出し、裁判所がその資料に基づいて個別に判断するのである［林, 1975a, 22-24; 
永井, 2007, 48］。とはいえ、コミュニティの利益となる場合もチャリティ目的に含め
ると明言した点は、チャリティの解釈の余地を広げる可能性を残すこととなった。 
チャリティ用益法では何がチャリティではないかを明記しなかったが、1891年の判
決では上記④のように公益にかなうのであればチャリティとして扱うという点で一歩
踏み込んだものとなった。一方でチャリティを厳格に定義することは避けており、定
義よりは何が当てはまるのかの分類を重視したものであった。厳格な定義の場合、従
来のチャリティの範疇から外れると、新しい問題に取り組むチャリティがチャリティ
として認められないという本末転倒なことになりかねなかった。結果として、この融
通無碍とも言える分類は、教条主義的な解釈を避けることに貢献したのであった。 
その後も判例を通じて何がチャリティに該当するかその範囲は広がり、動物保護や
スポーツ振興、レクリエーションの促進なども認められるようになったのである［田
中, 1980, 80-85; 近藤, 2007, 37］。また、19世紀は多様なチャリティが生まれた、イ
ギリスにおいてチャリティが文化として根付いた時代でもあった。この時代のチャリ
ティの量的、質的な活動の拡大は、金澤［2008］が克明に描いている。彼は、チャリ
ティの趣旨によって次のようなタイプに分類できることを指摘した。歴史的にチャリ
ティの起源ともいうべき「信託型」はここでも取り上げたが、それ以外にも人びとが
自発的に結成する「結社型」、前章でも取り上げた友愛組合の一部が該当する「友愛組
合支援型」、地域コミュニティの古くからの慣習に基づく「慣習型」、さらには個人が
直接チャリティ活動を行う「個人型」に分類している［同上、第 1章を参照のこと］。 
「慣習型」と「個人型」と異なり、「結社型」と「友愛組合支援型」は団体である。
結社型は、「篤志協会（Voluntary Society）」といわれる自発的結社のことであり、発
起人が特定の目的を掲げて寄付を募り、その寄附金で運営される団体のことを指す［同
上, 43］。チャリティ信託が「死者によって金と目的を設定された安定的な（＝硬直化
した）救済形態」とするならば、市民による自発的な結社である「篤志協会は、生者
が寄付者の賛同を民主主義的な仕方で不断に獲得しながら展開する柔軟な（＝不安定
な）救済形態」とされた［同上, 47］。両者とも博愛主義的動機が基底にあるとはいえ、
資金の出所で団体の性格が異なるということである。しかし、この市民からの支持を
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不断に求める姿勢は、サービス利用者を獲得することで事業継続に不断の努力を求め
られる現代の社会的企業にとっても通じる部分であろう。 
「友愛組合支援型」だが、友愛組合自体は相互扶助動機に基づく団体である。ただ
し、友愛組合の中には資金を出して給付を受け取らない名誉会員を持つ団体、会員以
外も救済する団体があり、これらには博愛主義的動機とみなせる要素があるというこ
とである［同上, 85］。友愛組合や協同組合の根底にある相互扶助動機は労働者など市
民の自立性の表出とされ、時にパターナリズム的な性格を帯びる博愛主義的動機と区
別される。しかし、場合によっては両者が重なり合うこともあったのである。ベヴァ
リッジは 2つの動機をボランタリー・アクションの基盤として並置した。これは、両
者がひとつの団体で両立せずとも、ボランタリー・アクションという民間の非営利活
動全体で実現できればよいという思想の表れだったと言える。 
19世紀を通じてチャリティは発達したが、前章でも論じたようにチャリティも含む
ボランタリー・アクションは、「国家がすべきでないこと」、「国家が行いそうもないこ
と」、「国家に先駆けて動き、実験すること」、また「金銭では得られないサービス」を
行う役割を担った［Beveridge, 1948, 301-302］。しかし、同時にその活動が国民の生
活を守るものとして国家が介入すべきものと判断された場合は、国家政策に組み込ま
れていった。友愛組合の提供する保険制度が社会保険に発展したのは好例であろう。
5％フィランソロピーといった営利性を含みつつも、博愛主義的動機に裏打ちされた組
織が運営する手法も登場していた。とはいえ、営利性を強調するライバルとの競争に
必ずしも優位に立っていたわけではなかった。20世紀、とりわけ第 2次世界大戦後に
公営住宅が飛躍的に増加したように、政府が住宅問題を政治課題と認識すれば、やは
り民間非営利組織は労働者向け住宅の建設での役割を縮小させていった［内田, 1983］。 
国家レベルの社会問題を民間非営利組織だけで解決することはそもそも困難である。
たとえば、貧困問題は社会構造のゆがみから生じているが、その是正を税制による再
分配などの強制的な手段を持たない民間団体が行うことは不可能である。その場しの
ぎの弥縫策でしかない。したがって、問題の深刻さを国家が認めると、その対策は国
家の役割となったのである。後にベヴァリッジの構想した福祉国家が、ボランタリ ・ー
アクションの分野にまで伸びたのは当然の帰結だったと言える。 
実際、1945年以降は国家が社会問題の解決で主導的な役割を果たすようになったた
め、チャリティをはじめとする民間非営利団体は「わき道へと追いやられた」［Johnson, 
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2009, 123］。しかし、たとえば「国家に先駆けて動き、実験すること」はいつの時代
でも求められているし、「金銭では得られないサービス」も民間非営利団体の得意とす
るところである。福祉国家体制が構築され、チャリティなどが端役の立場に置かれた
としても、それで彼らの活動領域がなくなることはありえない。だからこそ、ベヴァ
リッジもボランタリー・アクションの役割を改めて強調したのである。では、その福
祉国家体制が構築されて以降のチャリティの役割に次節で焦点を当てることとする。 
 
 
5 「福祉国家」時代におけるチャリティ 
国家や社会のあり方は、ある日突然変容するわけではない。その社会に組み込まれ
たセクターの役割や活動も同様である。以下、福祉国家体制の中でのチャリティの展
開に触れる前に、体制が固まる以前の動向も簡単に見てみる。 
20世紀前半において、チャリティをはじめとする民間団体も社会の変化に大きく影
響を受けた。これらの団体が率先して取り組んできた問題に国家が関与するようにな
ったからである。1911年成立の国民保険法はその代表例の一つであろう。同様に、国
家とボランタリーな団体との公私関係について、ウェッブ夫妻が理論を発展させてい
る。いわゆる「繰り出し梯子」（extension ladder）理論である。 
ウェッブ夫妻は、貧困など社会問題への対策において、それまでの国家と民間非営
利団体との関係を「平行棒」理論として説明した。救貧法とチャリティの間の調和を
図るものであり、重複がないように両者の役割分担を決め、一方の救済を受ける者は
他方の救済を受けることがないようにするものであった。それに対して夫妻は、「繰り
出し梯子」理論を提唱した。「最低限の生活を行政が保障し、その上に梯子を繰り出す
ように、公的部門では果たせない独創的・柔軟な活動や宗教的・道徳的感化といった
独自の活動を民間部門が担うべき」とまとめられる［金子, 2007, 48］。自治体とボラ
ンティアやボランタリー組織は専門性を高め、有機的な関係を築くことになるが、後
者が自治体に従属するものでは決してないとした［Webb, 1911, 257-259］。 
さらに、現実の社会情勢からチャリティの取り組むべき新しい問題が生まれていた。
その原因は第 1次世界大戦であった。おびただしい死者だけでなく、日常生活に心身
ともに支障をきたすような数多くの戦傷者が出た。彼ら帰還兵への支援を目的として
1921年に設立されたのが、イギリス在郷軍人会である。また、大戦後には多くの戦争
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孤児が飢えに苦しむといった状況も生じた。この問題に取り組むべく設立されたのが、
現在では国際的に活動するセーブ・ザ・チルドレンであった。イギリスのボランタリ
・ーセクターの全国レベルの中間支援組織である全国ボランタリー組織協議会（NCVO）
の前身、全国社会サービス協議会（NCSS）も、戦死した若き将校の遺産を基にして
1919年に設立されている［Deakin, 2001, 43-44］。「大戦争（Great War）」の悲劇は
新しい社会問題を生み、チャリティは活動の新しい目的を見出したのである。 
イギリス以外の各国においても、傷痍軍人やその遺族から年金、保健・医療、住宅
供給、リハビリテーションに対する要求が出されたため、各国の社会費の支出が急増
した。傷痍軍人の社会復帰といった問題は、チャリティにとって新しい社会問題であ
ったが、国家にとっても新しい問題だったのである。また、戦時下に公的支出が増大
したが、その状況に政治家も納税者も慣れたため、戦後も公的支出の大幅な縮小がな
かった。さらに、総力戦によって生じた政府による管理・統制の新しい形態も放棄さ
れなかったとされる［Pierson, 1991=1996, 225-226］。国民生活維持のための国家介
入、という後の福祉国家体制の基本的な性格がこの時期に現れ始めたのである。 
また、戦間期には 1929年に世界恐慌が起き、大量の失業者が発生、貧困問題がチャ
リティにとってふたたび主要なテーマとなった。しかし、ピアソンが指摘したように、
イギリスなど主要国の政府は緊縮財政により社会福祉給付を大幅に削減、この大不況
を乗り切ろうした。社会福祉給付や貧困層の援助を「ボランティアや慈善事業によっ
て、じゅうぶんに対処できるだろう」と考えていたのである。周知のように、実際に
は経済問題を深刻化させてしまい、ボランティアや慈善事業に頼るといった「支配階
級の信念は、最後の致命的な一撃をうけた」のであった［Pierson, 1991=1996, 226］。
その結果、先進国は「福祉国家」へと転換していくこととなる。 
20世紀前半は、チャリティをはじめとするボランタリー・アクションに基づく団体
も、時代の変化に応じて新しい役割を見つけ、取り組んではいた。しかしその一方で、
国家もその役割を拡張させていた。つまり、戦間期は国家とチャリティなどボランタ
リー・アクションに基づく団体がその活動領域の境界はどこか、さらには国家がどこ
まで担うのかについて、現実の問題（傷痍軍人や遺族の問題、失業と貧困の問題など）
に照らし合わせ、あるべき方向性を模索していた時期だったと言える。 
そして第 2次世界大戦後に福祉国家が成立したわけだが、これがチャリティなどの
伝統的な活動分野に変化をもたらしたことは疑いを得ない。第 3節でも触れたが、18
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世紀に成立した任意寄付制病院など医療や教育の分野は、チャリティもサービス提供
にかかわり、とりわけ生活困窮層向けに重要な役割を果たしていた。しかし、「医療や
教育など多くのサービスは、政府に取って代わられ」ることとなり、国家とチャリテ
ィの関係性が問い直されることとなったのである［永井, 2007, 46］。そこでこの問題
を検討するためにネイサン委員会（Nathan Committee）が 1950年に設置され、1952
年に議会へ報告書（Report of the Committee on the Law and Practice Relating to 
Charitable Trusts）が提出された。その提言は、チャリティ委員会の再編成と監督権
の強化および登録制の導入、チャリティ概念の近代化、シプレー原則（可及的近似の
原則、Cy Pres Doctrine）34の緩和などであった［田中, 1980, 66-67］。 
このネイサン委員会の提言を受けて 1960年に成立したのが、1960年チャリティ法
（Charities Act 1960）である。ここで初めて「チャリティ」のあり方そのものを定め
た基本法が成立した。チャリティ委員会の権限強化や登録制度の導入（法第 2 章第 4
条から第 12条）、シプレー原則の緩和（法第 3章第 13条および第 14条）などは実現
したが、チャリティを改めて定義し直すことはなかった。従来からの判例や慣例に従
って判断すればよいという考えがあったからとされる。その際に参照されたのが、チ
ャリティ用益法の前文であった［林, 1975a, 13-40; 田中, 1980, 69-70］。1960年チャ
リティ法の内容や解釈については、わが国にも先行研究が多数存在する［たとえば、
林, 1975a, 1975b, 1980; 田中, 1980; 岡田, 2007; 永井, 2007］。詳細はそれらの研究に
譲り、本研究では後の社会的企業の発展の礎となった部分に焦点を当てる。 
 それが、第 5章「補則」第 45条第 1項である。ここでチャリティとは、「チャリテ
ィ目的のために設立された法人格を問わない団体を意味する」とされた。つまり、信
託の形態を取らない団体も登録チャリティと認められることとなったのであり、たと
えば、「共通の目的をもった人々が集まり契約を結ぶことで公益目的を実現しようとす
る」団体、いわゆる「法人格なき社団（unincorporated association）」も対象となった
［岡田, 2007, 39］。より重要なのは、1862年会社法（Companies Act 1862）により
導入されていた「保証有限責任会社（company limited by guarantee）」も登録チャリ
ティの対象となった点である。 
この法人格は、会社清算の際の会社社員の責任が事前に決められた保証額に限定さ
れるものである［2006年会社法第 3条第 3項］。この制限のため取引には向かないと
されたが、非営利団体にとっては、事業を推進する際に会社としての法人格を取得で
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きることで外部資金を集めやすい、事業のリスクを少数の受託者のみが負担する必要
もない、といった利点があった。チャリティが事業部門を拡大させる際には、うって
つけのしくみだった［岡田, 2007, 39］。それゆえ、社会的企業に注目が集まるように
なった時、このタイプの法人は社会的企業の一形態として扱われるようになった35。と
はいえ、この法人格はチャリティの事業ニーズに合わせて制度設計されていたわけで
はない。そのため、上述の「民間活動と公益」において、イギリス政府は社会的企業
を推進する際にはこのままでは不十分と判断し、新たな法人制度の導入を表明した
［Strategy Unit, 2002, 57-58］。その法人格が、CIO（チャリティ法人）であった36。 
1960年チャリティ法の成立により、チャリティが以前のような勢力を取り戻したと
いうわけではない。しかし、福祉国家の全盛期（1950～60年代）において新しい社会
問題に積極的に取り組むこととなる。そこから政治とチャリティの関係を改めて問い
直すべきだという議論がある。一般には、福祉国家の拡大によってチャリティなどボ
ランタリ ・ーアクションに基づく団体の政治への影響力が低下したとされる。しかし、
これは彼らが持っている重要な役割を見落としたことが原因だとする批判がある。戦
後政治におけるチャリティなど非営利セクターの持つ政治的役割を再評価すべきとい
う議論である［Mckay, 2011, 80］。 
 政治的役割というのは、上述したように社会問題の可視化とその解決に向けたプロ
セスへの関与のことである。チャリティなど博愛主義的動機に基づく団体、その活動
を始めた先駆者は、その数こそ少ないが「彼らは他者を奮い立たせ、博愛主義に基づ
く協会や団体を創設し、彼ら自身が模範を示す」という存在である［Beveridge, 1948, 
152］。社会全体の利益になるものを十分に提供するには、ボランタリー・アクション
が必要であるという見解である。これは、ベヴァリッジが 19 世紀の博愛主義者たち
（社会改良家のオクタビア・ヒルなど）を例に主張したものであるが［ibid., Ch. Ⅴ］、
現代においても「社会起業家」37に必要な資質として求められる点であろう。 
政治的役割に関する議論については、後年にソーシャル・キャピタル（社会関係資
本）と呼ばれる、社会における市民間のネットワーク構築にボランタリー・アクショ
ンが貢献していたとする見解がある［Mckay, 2011, 82-83］。この信頼のネットワーク、
あるいはソーシャル・キャピタルの存在が、1980年代に福祉国家が再編を迫られた時
に、（国家の側から見た）ボランタリー・アクションに基づく団体の積極的な再活用と
いう議論を生み出すことにつながるとされる。この再活用を理論化したものこそ、福
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祉多元主義あるいは福祉複合体ということである。チャリティなどは、それ自体が社
会における政治的機能を有していた、と見るのである。 
 もちろん、チャリティなどボランタリー・アクションに基づく団体の政治的役割を
過大に評価することは避けなければならない。生活困窮層へのサービス供給にかかわ
り、大きな役割を果たす、という彼らのアイデンティティは、福祉国家の隆盛期にお
いて揺らいだのも事実である。しかし、新しい問題の可視化、政治化に果たした貢献
も忘れてはならないであろう。この問題の可視化といった貢献は、本章でも触れたよ
うにチャリティなどが得意とした点であり、現代の社会的企業や社会起業家にとって
も不可欠な要素である。イギリスにおいて、チャリティなどボランタリー・アクショ
ンに社会的企業の起源を求める理由は、この点にもある。 
 
 
6 小括 
本章で述べてきたように、イギリスでは長い時間をかけてチャリティが形成され、
社会的企業のような後の組織の形態にまで影響を与えている。 
前章で強調したように、ベヴァリッジの「ボランタリー・アクション」に社会的企
業の起源を見るのが本研究の立場である。しかし、その彼らにもルーツがあり、それ
こそがチャリティなのである。結果的に、イギリスの社会的企業の起源あるいは原点
もそこに行きつくこととなる。第 2節の冒頭で示したように、イギリス政府の公式見
解では、イギリスにおける社会的企業の基盤は、チャリティやボランタリー団体とい
った博愛主義的動機に基づく団体にあるとされた。このような政治の側の動きは、政
府が公共サービスを担いきれない時代において、左右の党派関係なくチャリティなど
の活用を狙う政治的言説と解釈することもできる［たとえば、Alcock et al., 2011; 
Sepulveda, 2015; Hogg et al., 2015; Nicholls et al., 2017など］。しかし、政治の側に
どのような意図があれ、彼らが社会的企業の基盤となりうる存在であったのは、歴史
に裏打ちされたものだったのである。 
もちろん、チャリティが一直線に社会的企業に発展したわけではない。それれも歴
史の中では 19 世紀の 5％フィランソロピーのように、21 世紀の社会的企業にも通じ
る営利性と非営利性のはざまに位置する団体が存在していたのも事実である。となっ
た社会的企業の性質についての議論にも見られるものである。この混淆状態の評価は
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現代でも評価が分かれる点ではある。本研究はイギリスの歴史に根付いたボランタリ
ー・アクションに見られる非営利性に社会的企業の淵源を見る立場であり、非営利と
営利の混淆という表現は見解の揺れということになりかねない。 
しかし、5％フィランソロピーのようにチャリティの手掛けた事業を博愛主義的動機
に基づいて発展させた形態、あるいは保証有限責任会社といったようにチャリティの
「事業部門」は、単純に非営利と営利の混淆と言い切れるものではない。その登場の
プロセスや事業の主体を考えるならば、チャリティ（あるいは博愛主義的動機）を基
盤にしたものと解釈できる。自分たちのミッションを遂行する際に、事業の展開には
会社形式を採用するのが理にかなっていった、ということである。上述の例の場合、
営利性が出発点にあるわけではない。むしろ、チャリティあるいはボランタリー・ア
クションの理念から始まっている。 
社会的企業とチャリティの連続性については、チャリティの事業展開の歴史からも
相似が見て取れる。たとえばナショナルトラストのような環境保護などは、現在では
チャリティや社会的企業の活動分野として当然視されているが、その問題に彼ら取り
組み始めた時点では新しい社会問題であった。金澤は、チャリティは新たな欠乏状態
（言い換えれば社会問題）を「悲惨」として発見し、「救済対象」として社会にアピー
ルすることで認知させることによって、救済の対象者を拡大していったと指摘する。
つまり、「資本主義市場が商品の需要を生みかつこれを供給して拡大するように、フィ
ランスロピは「悲惨」を生みかつ救済して自己拡大を遂げた」のである［金澤, 2008, 
253］。これは近代に限った話ではなく、第 5節でも触れたように、第 1次世界大戦後
の悲惨な状況から新しい問題を発見、それらに取り組んできた。 
現代の社会的企業も、新たな社会問題（「悲惨」）を発見し、その解決の重要性を社
会に広く認知させることで組織のミッションを実現しようとする組織である。そこに
は、どのような事業形態を取ろうとも、博愛主義的動機が根底にあるとみなしうる。
イギリスの歴史的文脈から考えれば、チャリティは社会的企業の淵源のひとつである
ことは間違いないのである。 
 とはいえ、チャリティなどボランタリー・アクションに基づく団体から社会的企業
が突然生まれることもない。次章では、彼らがふたたび社会サービスの主な担い手と
して表舞台に押し出される経緯を触れる。この歴史展開こそが、社会的企業の台頭の
直接的な契機だからである。 
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第 4章 社会的企業の胎動期 
 
1 「社会的企業」という用語の起源 
現在と同じような意味で「社会的企業」という用語が使われるようになった最初の
事例は、1981年にスプレックリー（F. Spreckley）が著した『社会的監査――協同組
合活動のための管理ツール（Social Audit: A Management Tool for Co-operative 
Working）』とされる38。これは、協同組合の発展形態として「社会的企業」の存在を
主張したものであった。本研究の主題からいささか逸れるが、簡単に内容を紹介する。
最初にスプレックリーは、自身の想定する社会的企業を以下のように定義する。 
 
「ある企業で働いている人たち、おそらくはその地域で暮らす人たちでもあるが、
彼らがその企業を所有し、商業的な目的や目標だけでなく社会的な目的や目標も表明
して運営し、また共同で経営する企業、これが社会的企業と呼べるのかもしれない。
伝統的には、「資本家が労働者を雇う」のだが、そこでは事業それ自体もしくは全従業
員の利益以外に、「利潤」を生みだすことに最も力点が置かれる。これと対照的なのが
社会的企業である。そこでは「労働者が資本家を雇う」のであり、ここでは資本家に
よる搾取からの人間的かつ社会的な「解放」が強調される。」［Spreckley, 1981, 3］ 
 
協同組合からの発展形態として社会的企業を捉える EMES の見解と似通った内容
である。もちろん、時系列を考えればこちらが先である。 
また、スプレックリーは協同組合の歴史を振り返り、社会的企業の起源を探ってい
る。同書によると、1649年にピューリタン革命の急進派であるウィンスタンリー（G. 
Winstanley）によるディガーズ（Diggers）の運動が協同組合の出発点とされた39。そ
れから、ロバート・オーウェンの活動、近代的な協同組合運動の出発点とされるロッ
チデール先駆者協同組合の誕生といった 19 世紀の歴史的事例を紹介し、協同組合が
「社会的企業」の源流と主張したのであった。 
一方で、20世紀以降は協同組合が巨大化し、民主的参加といった基本原則の堅持が
難しくなったとする。この限界への対応として、1960年代から 70年代にかけて新し
い運動が登場するに至ったと指摘する。労働者協同組合のように、メンバーシップを
労働者に限定する組織の活動を代表例として取り上げた。このアイデアは新しいもの
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ではないが、その実践に新しさがあると主張したのであった。産業共同所有運動
（Industrial Common Ownership Movement, ICOM）などの事例を紹介し、これら
の動きから彼自身の「社会的企業」の理論化を試みたのである［ibid., 8-9］。 
しかし、スプレックリーの研究やその思想、協同組合運動に与えた影響を検証する
ことが本研究の主題ではない。本章では彼の提示する社会的企業のポイントと本研究
の主題とが重なり合う部分について以下で紹介する。 
彼によると、協同組合（あるいは社会的企業）は強力なマネジメントが欠如してい
るとの批判を受けているとする。他方で、協同組合には民主的で共同運営的な組織形
態が必要であり、その確立をめぐって対立してきた歴史があった。にもかかわらず、
財務面から事業を実行できるのかといったことが頻繁に求められるため、社会的なニ
ーズや個別のニーズがないがしろにされているとも指摘した。原因として、社会的価
値の定義について合意が得られていない点をあげた［ibid., 11］。財務面での不安定さ、
それを補うために既存の金融経済システムの論理を優先する点などが、協同組合の基
本原理を損なう可能性があると指摘した。これを防ぐには、利害関係者間での「社会
的価値」がどのようなものかを明確化する必要があると示唆したのである40。 
このような課題への対応のひとつとして、スプレックリーは労働者協同組合のよう
な従業員が所有・管理する事業体の存在をあげる。事業体の社会的所有あるいは社会
化が、オルタナティブとなりえるという視点である［たとえば、山本（隆）, 2014bを
参照のこと］。しかし、この定義には収まらない多様な事業体が増えたことなどの理由
もあり、組合が内部でどのように機能しているか、また地域コミュニティとどのよう
に関係しているかといった点を把握することも、この課題への理解を深めるために求
められるようになったとする。そこで彼は、新たなモデルのための定義を提示しよう
と試みたのである。定義の基本には共同所有が据えられているが、それが私有よりも
社会的に望ましいものか、という疑問は存在する。この疑問に答えるものとして、彼
は以下の 3つのポイントをあげた［ibid., 11-12］。 
 
① 労働の人間化：労働を人間らしいものにし、労働を人間の満足感と結びつけ、労
働を個人のニーズに対応させること 
② 労働の民主化：労働過程が民主的なコントロールに対応しうるようにすること 
③ 生産の社会化：社会的に有益な製品やサービスを生産すること 
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 上記のポイントの①や②からは、当然ではあるが協同組合の思想が濃厚に表れてい
ることがわかる。さらに、生産それ自体にも社会への貢献を求めたのである。上述し
たように、事業体の社会化、社会的所有という観点からも社会的企業研究は行われて
いるが、スプレックリーは基本的なポイントとしてすでに打ち出していたのであった。
一方で、事業体を社会化するには、理論的に望ましいことといつでも実行できること
との間に横たわる矛盾を克服する必要があるとも指摘する［ibid., 12］。そこで、スプ
レックリーは事業体が社会的企業であるかどうか、その性質を維持しているかどうか
を内部および外部評価によって検証するためのツールとして、「社会的企業監査
（Social Enterprise Audit）」を開発し、その活用を推奨したのである41。 
 スプレックリーは、協同による事業活動、事業体の社会的所有あるいは社会化、そ
してコミュニティとの関係の強化といった点こそが、社会的企業の本質であると主張
したとまとめることができる。これらの点は、第 1章で取り上げたヨーロッパ系の社
会的企業研究において重視されている点である。以上の理由から、現代的な意味での
「社会的企業」を提唱した先駆的な研究とされるのは妥当であると考える。 
さて、ここまでスプレックリーの研究の内容を簡単に紹介したが、これが本研究の
主題とどのように重なるのか、まとめておきたい。本研究の狙いは、イギリスの歴史
的文脈から、チャリティを代表とする非営利組織が社会的企業の起源のひとつである
ことを解き明かそうとするものである。しかし、単純な非営利組織起源論を取らず、
第 2章で取り上げたベヴァリッジの「ボランタリー・アクション」の原理が社会問題
に取り組む事業組織の精神的基盤であり、それが現代に至って団体の社会的企業化を
促す触媒になっている、というのが本研究の立場である。繰り返すが、ボランタリー・
アクションは、相互扶助動機と博愛主義的動機を両輪として成立している。相互扶助
動機に基づく団体では、事業の協同性を基本原理とする協同組合も含まれる。前章で
見たように、博愛主義的動機に基づく団体では、事業の慈善性あるいは社会性の凝集
体とでも言うべきチャリティが代表的な存在である。 
ボランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業化とは、事業の社会性を基調
とする団体も事業の協同性を原理とする団体も、保証有限責任会社のような事業展開
を容易にするしくみを足掛かりにしたり、あるいはスプレックリーの提言のような新
しい基本原理を追加したりすることで変化した現象を指していると言える。そして、
その変化のプロセスには、地域コミュニティや多様な利害関係者を巻き込むこと、究
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極的には社会全体にインパクトを与えることも含まれる。すでに指摘した用例とはい
ささか異なるが、これも一種の事業体の「社会化」と呼べると考える。言い換えれば、
社会的企業化とは事業の社会性と協同性の両方向から起こり得るということになる。
いずれかの方向からの変化に限定することは、少なくともイギリスの歴史・社会的文
脈からは正確ではないと言える。 
スプレックリーの提言は、時代の変化に合わせた協同組合のリニューアル、あるい
はリブランド化という側面が強い。実際、1980年代はサッチャー政権に後押しされた
マネタリストが影響力を高めた時代であった。そのような時代において、協同組合の
理念に基づく草の根の事業が生まれているところに期待をかけたのであった［ibid., 2］。
サッチャー政権による福祉国家改革が進められた時代において、ボランタリー・アク
ションの相互扶助動機に基づく協同組合側から、マネタリスト（あるいは新自由主義）
への対抗の論理を編み出そうとする自主的な動きであったとも言える。その論理を象
徴するもののひとつが、「社会的企業」だったのである。 
 
 
2 ボランタリー・アクションの質的変化 
では、ボランタリー・アクションのもうひとつの柱である博愛主義的動機に基づく
団体において、現在の意味での社会的企業に直接つながる動きはあったのであろうか。
この点については、政府の政策的誘導が大きな役割を果たすこととなる。 
「社会的企業」の台頭に影響を与えたのは1970年代後半からの協同組合運動だが、
背景に当時の政治経済情勢の変化があったことを忘れてはならない。たとえば、前出
の「社会的企業監査」は、労働者協同組合やコミュニティ協同組合などを対象に設計
されたが、そのうちコミュニティ協同組合の登場の背景について、中川は「イギリス
経済のリセッションとそれに連動したイギリス社会の構造変化、とりわけ失業の増大
とコミュニティの疲弊化に関連していた」と指摘していた［中川, 2002, 41］。 
この経済社会の変化は、先進各国で生じた福祉国家体制の動揺のことでもある。低
経済成長による税収減とその対策としての公共支出の削減を求める動きにつながり、
1980年代以降の福祉国家改革を招くことになる。さらには、経済活動への規制緩和や
公営事業の民営化など、市場原理に基づく経済政策への転換も推進されることとなっ
た。その代表例が、イギリスのサッチャー政権であったことは論をまたないであろう。 
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協同組合側の動きが、政治や経済社会の変化へのボトムアップの対応とするなら、
民間非営利団体側の変化は国家の動きに強く影響されるものとなった。協同組合は市
場で経済活動を行い、新事業の展開や組織内部のガバナンス改革は、それ自体政府か
らコントロールされる性質のものではない。しかし、チャリティなどの非営利団体の
場合、寄附だけでなく、行政からの補助金も重要な財源である。政府がどのような政
策を取るかで影響を受ける可能性は相対的に高い側面があったからである。 
第 2章でも触れたように、ベヴァリッジはボランタリー・アクションこそがイギリ
スにおける民間非営利セクターの精神的本質とした。しかし、第 2次世界大戦以降の
福祉国家化の進展は、社会サービスの供給を民間非営利団体の事業から行政サービス
へと転換させた。このような環境の変化により、1940年代後半から 50年代前半では
既存の非営利団体は沈滞していたとされる［Thane, 2011, 125］。しかし実際には、新
しい動きも起きていた。 
たとえば、現在では Age UKで知られる高齢者支援のチャリティの前身団体は、戦
中から戦後にかけて設立されている。戦時における政府調査で発覚した高齢者の貧困
問題に対処するためであった。1946年には、知的障がい者やその家族の支援を目的と
するチャリティが設立されており、これが後に全国組織のMENCAPに発展している。
同年には精神障がい者を支援する全国的なチャリティも設立されている（現在は
MINDという団体）。その他には、1953年設立の脳性まひの人たちを支援する団体（現
在は SCOPE という団体）があげられる。これらの団体に共通するのは、当時社会で
あまり認知されず、行政からサポートが不十分であった問題について、当事者はもち
ろん、問題を認識した人たちが解決に取り組んだ点である［ibid., 125-126］。 
福祉国家の成立により、1950年代に既存のチャリティが衰退したが、いくつかの団
体は自身の役割を再定義することで生き残りに成功する。たとえば、未婚女性とその
子どもの支援をミッションとして 1918 年に設立したチャリティ、全国未婚の母と子
協議会（the National Council for the Unmarried Mother and her Child）があげら
れる（現在は Gingerbreadという団体）。このタイプは、「福祉国家に対して補完的な
役割」を担うことを認め、「対処されていないニーズを発見」し、国家にさらに行動す
るようキャンペーンを行うことによって自立し、資金集めに成功した［ibid., 123, 126］。
社会の変化を認め、自分たちの役割を再定義することによって団体を維持した。 
上述したように、1950年代前半ごろまでは既存のチャリティなど非営利団体は沈滞
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し、その役割の再定義に取り組んだ時期であった。そこから、新しい関係性が生まれ
てきたのである。たとえば、わが国では中野がボランタリー・アクションの内実の変
化という観点から、行政と民間非営利セクターとの関係がある時期を境に深まった点
を指摘している。第 2章でも触れたが、ベヴァリッジは福祉国家の確立期において国
家とボランタリー・アクションの役割を分け、国家では提供しがたい社会サービスに
ついてボランタリ ・ーアクションの活躍を期待していた［Beveridge, 1948, 301-302］。
しかし、ベヴァリッジの議論は福祉国家成立期のものであり、それ以降は行政サービ
スが拡大したため、民間活動の役割も変化したと考えるのが妥当であろうとしたので
ある。その変化が行政と民間非営利セクターの関係の強化であり、その転換期は 1950
年代終わりから 60年代のはじめ頃とした［中野, 1979, 68］。 
中野の研究は、社会サービスの量的・質的な増大がボランタリー・アクションのあ
り方にも変化を及ぼしたというものである。たとえば、地方福祉サービス費の増加率
について、1952年に対して 1960年は 154.3％だったものが、1960年に対して 1968
年は 216.7％と 1960年代に急増している点を指摘している［同上, 69］。同時期の福祉
財政の拡張については、山本も 1960 年代の公共支出自体は伸びたが、その主因は社
会費（社会保障、教育、医療、福祉、住宅など）であったことを解明している。具体的
には、福祉サービスへの公共支出総額が 1961/62年では 1億 6100万ポンドだったも
のが 1969/70年には 3億 4300万ポンドに増加していた［山本（隆）, 2003, 69-75］。 
このサービスの量的な拡大、新しい社会問題の登場（たとえば貧困地域の拡大や移
民の増大など）、サービス提供機関はどこか、分割や統合すべきか、といったような実
施の点での問題などが生じることとなり、行政による社会サービスの提供について再
編が求められた。そして、1968年に対人社会サービスにかかわる機関の統合化を提言
した『シーボーム報告』（「地方自治体と関連する福祉サービスに関する委員会報告書」）
が公表された。提言は、「1970年地方自治体社会サービス法」に盛り込まれ、「対人社
会サービスの基本構造」が確立するに至った［同上, 91-95］。 
上記のような行政の社会サービスの供給拡大という量的な発展は、サービス供給に
おいて質的な変化ももたらしたとされる。具体的には、行政サービスの拡大にソーシ
ャルワーカーの供給が追い付かないという専門職の不足が生じ、これによりボランテ
ィアの活用に回帰したということであった。1969年公表の『エイブス報告』（「社会サ
ービスにおけるボランタリー・ワーカー」）において、公私のパートナーシップが強調
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された［中野, 1979, 69-70］。社会サービスの供給自体は自治体が行うが、サービス需
要の拡大により行政も民間の（主に博愛主義的動機に基づく）「ボランタリー・アクシ
ョン」と協調しながら問題に取り組むという方向が見えてきたのである。 
しかし、このパートナーシップの推進という質的な変化は、外的な要因でさらに強
調されることとなる。具体的に言えば、政府の財政的制約が影響を与えたのである。
1970年代に入ると、第 1次石油危機もあってイギリス経済の低迷は深刻化し、公共支
出の抑制も本格化した。山本がこの時期の政府の公共支出に占める対人社会サービス
の比率の変化を明らかにしているが、対人社会サービスの実質政府支出は 1955 年に
対 GDP比 0.2％から 1970年代半ばには約 1％にまで上昇したものの、それ以降 1980
年代は 1％を切る水準で停滞した［山本（隆）, 2003, 101-103］。サービスの需要抑制
が難しい一方で、供給のための財源も十分に用意できない事態となったのである。 
福祉国家の成立からその黄金期において、ボランタリー・アクションは質的に変化
した。この原因は、チャリティなどがそれまで提供してきた既存のサービスの多くを
行政が担うようになったことに求められるであろう。福祉国家という外部要因が、そ
の変化に大きく影響したのである。もちろん、ボランタリー・アクションに基づく団
体の側においても、新しい問題の発見、自身の役割の再定義、国家との関係性の変化
の受容、といった内発的な要因があったことも無視できないことはたしかである。と
はいえ、福祉国家化という外的要因の影響力の強さは否定できない。これは、1980年
代以降にも彼らに新たな変化を求めることとなる。次節ではこの点が中心となる。 
 
 
3 福祉多元主義あるいは「福祉複合体」の台頭 
前節で触れたように、国家とチャリティなどボランタリー・アクションに基づく団
体の関係は、1970年代後半から新しい局面に入る。それが、福祉サービス供給の担い
手の多元性を認めること、いわゆる「福祉多元主義」である。前章でチャリティの歴
史を振り返ったが、そこで紹介した「福祉複合体（福祉の混合経済）」のことでもある。 
近世の国家とチャリティ（あるいは彼らを含むボランタリー・アクションに基づく
団体）との関係の場合、公的慈善と私的慈善の境目が明瞭ではない、一種の混淆状態
を指すものであった。近代以降、国家はその役割を拡張し、公私の分業、さらには国
家が基本的なサービスを主に提供し、民間非営利セクターは国家が提供しない、ある
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いは提供しにくいサービスを担う、いわゆる「繰り出し梯子」の解釈が説かれた。そ
して第 2次世界大戦後の福祉国家の成立である。社会サービスの提供における公私の
役割分担のかたちが、ある程度定まったはずである。この関係に変化がなかったなら
ば、チャリティなどボランタリー・アクションに基づく団体の「企業化」、その後に続
く「社会的企業」の台頭は生じなかったであろう。 
しかし、社会が長期にわたって定常性を保つことは困難である。国家は社会の変化
に応じて政策を修正、転換する必要に迫られる。チャリティなどもサービス提供にお
いて行政との関係を深めていれば、その修正、転換の影響を被ることとなる。周知の
ように、1970年代後半以降の先進国全体における経済の低成長、高齢化による社会保
障支出の増大は、各国の財政を悪化させた。新自由主義（たとえばフリードリヒ・ハ
イエク）やネオ・マルクス主義といった、政治的には右派、左派に分類されるそれぞ
れの理論からの思想的批判にとどまっていた福祉国家の限界への指摘が、現実の問題
として認識されるようになったのである［たとえば、Pierson, 1991=1996］。 
上述のような理論では、国家による社会サービスの提供とその拡大は、原理的な過
ちとされるが、実際にサービスの提供を受ける国民にとって、それらはすでに不可欠
なものとなっていた。したがって、かつての拡大路線は取れないという財政的制約を
認識しつつ、国家による基本的なサービスの提供は是認する論理が待ち望まれたので
あった。そこで登場したのが、福祉多元主義（あるいは福祉複合体）だったのである。 
この議論では、政府がサービス供給の主体となった福祉国家の限界あるいは失敗を
指摘し、民間セクター（とりわけ非営利セクター）の役割を再評価する［たとえば、
Johnson, 1987＝1993, 59-62］。社会サービスにおける公私の混淆状態は、福祉国家の
成立という決定的な変化により、サービスの基盤は行政が担い、民間が補完する関係
に発展的に解消したはずであった。しかし、1970年代以降にあらわになった財政的制
約が、その関係性に修正を迫ったのである。サービス供給の民営化、民間団体の参入
の容認につながったのであるこの現象を一言でわかりやすく表現したものが、前述の
「福祉多元主義」や「福祉複合体（あるいは福祉の混合経済）」だった。第 3章で紹介
したように、公私による救済事業の混淆状態は近世にすでに登場していたとイネスは
主張していた［Innes, 1996］。一種の先祖返りだったわけである。 
福祉多元主義やそれに類する言葉がイギリスで使用されるようになったきっかけは、
1978 年に公表された『ウルフェンデン報告』（「ボランタリー組織の将来」）とされる
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［Johnson, 1999＝2002, 22］。同報告書は、社会サービス供給における民間セクター
の役割を再評価し、（ふたたび）活用するよう提言した。政府の財政的制約を認識し、
基盤的なサービスの供給に民間セクターを取り込み、意図的に混淆状態を作りだすこ
とを正当化しようとしたのである。 
報告書では、まずイギリスのボランタリー・アクション自体が数え切れないほどの
多様な活動を網羅し、多様な動機から取り組まれているものであるため、単一のボラ
ンタリーな「運動」にまとめることは有益ではないとする。それを踏まえた上で、保
健医療や教育、福祉などの社会的ニーズを満たす集産的行動の強化と拡大を促すこと、
多元的なシステムの維持によりこれらのサービス供給を保障すること、この 2点が報
告書の主たる関心事とした。そして、これらのニーズを満たす点において民間非営利
セクター、つまりボランタリー組織を含む 4つのセクターあるいは「システム」が存
在するとし、これらのセクターの貢献や相互作用の重要性を指摘したのであった。 
その 4つのセクターあるいはシステムとは、①家族や友人、隣人などがサービスを
提供するインフォーマル・セクター、②市場を通じてサービスを提供する営利セクタ
ー、③公共セクター、そして④非営利のボランタリー・セクターであった［Wolfenden, 
1978, 15］。社会サービスの供給における多元性が明言されたのである。相互作用、多
元性、4つのセクターなどさまざまな表現、用語が使用されているが、サービス提供に
おいて公私が混淆することを容認したと指摘できる。報告書では、4 つのセクターあ
るいはシステムの中でも、ボランタリー・セクターの役割に期待していた。その背景
には、ベヴァリッジの 1948 年の予測とは異なり、上述のように新しいタイプのボラ
ンタリー団体の登場、既存チャリティの活動の再定義といった変化が生じ、彼らが活
躍の場を広げていたという実態があった。 
たとえば報告書では、既存のタイプと新しいタイプの団体を分け、その活動の特徴
を紹介している［ibid., 1978, 20］。既存のタイプの場合、ボランタリー・セクターが
政府とは異なる専門性の高いサービスで貢献するよう方向転換を行っている団体を紹
介した。具体的には、Barnardo’s［子ども支援のチャリティ］や英国国教会児童協会
（Church of England Children’s Soceity）である。これらは 19世紀に設立された、
まさに「近代」のチャリティである。 
新しいタイプの例としては、政府に政策変更を求める圧力団体の急増が紹介された。
社会的に不利な立場に置かれている人たちの声を代弁するアドボカシー機能を持ち、
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政府に具体的な変化を求める団体のことである。このような活動は近代チャリティに
も見られるが、報告書では戦後設立の団体が取り上げられた。たとえば、解決したと
思われた貧困などの社会問題は、たんに多くの人びとの視野から外れていただけで、
かたちを変えて残っていることを告発し、政治の側への働きかけを行ったのである。
1965 年設立の児童貧困アクション・グループ（Child Poverty Action Group）、1966
年設立の Shelter［ホームレス支援のチャリティ］が代表例として報告されている。そ
の他には、就学前の遊戯から薬物中毒者やひとり親家庭といった分野での相互援助
（mutual-help）グループが成長しているとした。ベヴァリッジが悲観したような状況
ではなく、むしろセクター全体は活発化していると事例をあげて指摘していた。 
また、報告書ではこの質的な面での変化について、事業目的やメンバーシップにお
いて専門性を高めたり、慈善的パターナリズムよりも「相互利益」（mutual benefit）
に基づいたり、政策や公的機関の実務に影響を与えることに関心を持ったりするよう
になった、ともまとめた［ibid., 1978, 182-185］。1960年代以降のイギリスのボラン
タリー・セクターは、従来のボランタリー・アクションにおける労働者階級の相互扶
助運動や中産階級の博愛事業とも異なる、相互利益あるいは「参加」（participation）
という新しい活動が生まれたと指摘される［中野, 1979, 72-73］。福祉国家の成立でボ
ランタリー・セクターが従来の分野から離れる代わりに新しい方向性を、また一般市
民も豊かになった社会において新しいボランタリー活動を見つけたのである。 
 しかし、報告書自体はボランタリー・セクターの現況、彼らと中央政府や地方自治
体との関係などに紙幅の大半を割いたものであった。上述の 4つのセクターの関係性
そのものを深く考察したわけでない。とはいえ、4 セクターが社会的ニーズを満たす
サービスを供給するとした点は、イギリスの福祉国家の方向性に新たな見解を示すこ
ととなった。この点が後年の社会的企業の発展と関係がある部分と言える。組織とし
ての形態を取るわけではないインフォーマル・セクターを除く、公共、営利、非営利
の各セクターがサービス供給にそれぞれの役割があることを認めた点である。第 1 章
で紹介したように、社会的企業の先行研究の定義ではこの 3つのセクターの重なり合
いから社会的企業を捉えようとするものが多い（初期の代表例としては Leadbeter
［1997］）。3 つのセクターがサービス供給に「かかわる」というのはマクロな視点だ
が、サービス供給の現場においては提供者間の関係も生じるわけで、そこでは相互作
用などより深い関係、つまり「重なり合う」ことも想定しえた。 
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4 ボランタリー・セクターの変化とその要因 
 前節では、ボランタリー組織が他のセクター（公共セクターや営利セクター）から
何らかの影響を受けたのではないか、という点を最後に指摘した。この点について、
たとえば福祉多元主義を用いて 1980年代から 90年代にかけての福祉国家の変容を分
析したジョンソン［1987＝1993, 1999＝2002］は、2000 年代以降にボランタリー組
織の一部が社会的企業に変化したとした上で、その背景を次のように分析した。 
 
「長年にわたり、地方自治体はさまざまな福祉サービスを供給するボランタリー組
織に補助金を支給していたが、1990 年 NHS およびコミュニティケア法（1993 年施
行）によって終止符が打たれた。・・・（中略）・・・自治体は自らを営利企業やボラン
タリー組織との契約を通じてサービスを供給する購入者あるいはコミッショナー［責
任者］と見なすようになったのである。契約をめぐる競争のため、多くのボランタリ
ー組織は競争相手である営利企業の流儀を受け入れざるを得なくなったと感じていた。
ボランタリー組織がこの営利企業の流儀を受け入れるだけでなく、自身のミッション
を再確認し両者を結びつけたことで、［両者の性格を併せ持つ］社会的企業が増加する
こととなったのである。」［ジョンソン, 2014, 102-103］。 
 
 ジョンソンの分析には重要な示唆が含まれている。『ウルフェンデン報告』以降、ボ
ランタリー・セクターの役割は高まったが、営利セクターの社会サービス分野への進
出も生じた。その結果、両者はサービス供給の契約をめぐって競争することになり、
ボランタリー・セクター側は対抗するために営利セクターの流儀を身に付けるように
なったのである。組織論における「制度的同型化」が生じたというわけである。 
制度的同型化には、①強制的②模倣的③規範的の 3 つの作用があるとされる
［DiMaggio et al., 1991, 67-74］。1960年代以降、ボランタリー・セクターは行政と
のパートナーシップを深めたが、これは資金提供者である行政の意向を考慮するとい
った変化を生むことにつながる。テイラーは、1990年代後半に行政との関係で制度的
同型化（①が該当）が生じたと指摘している［Taylor, 2000, 1023］。 
 ボランタリー・セクターが営利セクターの流儀を受け入れざるを得なくなったとい
うジョンソンの示唆は、②の模倣的同型化の典型と言えるだろう。このタイプの同型
化は、成功事例を模倣するようになることを意味する［Taylor, 2011＝2017, 136も参
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照］。1980 年代以降のサービス供給の多元化の容認およびその進展は、セクター間で
の関係を深めることになるが、それだけにとどまらずセクター間での同型化現象、と
りわけボランタリー・セクターに強く作用したと考えられる。ボランタリー・セクタ
ー（民間非営利セクター）の社会的企業化は、公共セクターによる強制的同型化と営
利セクターによる模倣的同型化が同時に生じたことによる変化とも言える。 
 たとえば、『ウルフェンデン報告』でも取り上げた Barnado’s や児童協会、Shelter
などについて、ジョンソンはイギリスの全国規模の社会的企業の例としてあげている
［ジョンソン, 2014, 96］。またジョンソンは、景勝地保護活動で長い伝統を誇るチャ
リティの「ナショナルトラスト」ですらも社会的企業に分類する［同上］。 
ナショナルトラストは、周知のように 19世紀末（1895年）に景観保全を目的に設
立されたチャリティである。現在では約 480 万人の会員、5 億 9000 万ポンド以上の
収益を上げる巨大組織となっている［National Trust, 2017］。 
このナショナルトラストが、組織の本来事業とは関係の薄い事業活動にも取り組み
やすくなったのは、1971年にナショナルトラスト法が改正されたからだとされる［岡
ほか, 2007, 121］。というのも、同改正により、ナショナルトラストの事業運営に幅を
持たせる規定が盛り込まれたからであった42。その後、ナショナルトラスト自身の積極
的な広報活動により会員数を増加させ、1981年には 100万人を突破、会費収入の増大
に成功する。1953年には総収入の 6％だったが、1980年代には 4分の 1を占めたの
である。営利企業なら当然のマーケティング戦略を取り入れた証である。ナショナル
トラストは 1970 年代から 80 年代にかけて、「プロパティを専ら管理する団体として
の枠組みを脱し、商業事業を開始」するという自己変革を遂げたのである。それは、
トラストの経営に必要な能力を持った人材を十分な給与で登用することにつながり、
財政基盤を強固なものにするために事業の多角化へと発展した［同上, 122-123］。 
たとえば、ナショナルトラストは 1972 年にチャリティ目的以外の収益事業を行う
別組織としてナショナルトラスト・エンタープライズ（National Trust (Enterprise) 
Limited）を設立し、その利益をトラストに寄附するしくみを構築した。寄附額は 1980
年代から急激に伸び、1980年前後では 100万ポンド以下だったものが、1990年には
約 400万ポンド、1990年代半ばには 1000万ポンドを超えた［同上, 124-125］。現在
では、7200 万ポンドの収入を上げ、1860 万ポンドを寄附するといった貢献を果たし
ている［National Trust, 2017］。岡らは、ナショナルトラストに生じたこの変化を「企
64 
 
業（エンタープライズ）化」と表現している。ジョンソンが、伝統的なナショナルト
ラストを「社会的企業」として扱った最大の理由はこの点にあったと言える。 
チャリティなどボランタリー・アクションに基づく団体が事業活動をビジネスライ
クに行う、という同型化現象をこのなナショナルトラストの事例は象徴しているであ
ろう。ボランタリー・セクター全体に企業化あるいは商業化といった現象が、1980年
代以降から広まり、2000年代にはジョンソンが伝統的あるいは典型的チャリティ（ナ
ショナルトラストなど）を社会的企業の分類するまでに至ったのである。 
 イギリスの 1980 年代以降の社会サービスの民営化の実態やその影響は、すでに多
くの論者が多様な角度で研究している。本章でも同型化の影響については簡単に触れ
た。しかし、本研究の目的は社会的企業の歴史的起源に関する考察であるため、1980
年代以降の民営化の実態や影響については、社会的企業の台頭と深く関連するものに
絞って見てみる。 
周知のように、1980年代以降のイギリスの経済社会政策では、市場原理主義に基づ
く新自由主義経済政策が主流となった。公共サービス分野での民営化、福祉サービス
への営利セクターの参入といった大きな変化をもたらした。この動きを肯定するイデ
オロギーとして登場したのが、「準市場」論であったと言える。準市場とは、「公的な
サービス供給体制を国家財政から切り離し、財源調達と供給を分離した上で民間部門
と競争させるプロセス」とされる［山本（隆）, 2002, 49］。国家機関はサービス供給
を独占するのではなく、十分な質と量が供給されるようコントロールすることが責務
となり、イネイブラー（条件整備者）、コミッショナー（調達者）、購入者になるとさ
れる［Johnson, 1999＝2002, 132］。そのため、サービス供給は営利や非営利の各セク
ターが担うこととなり、その契約をめぐって彼らが競争することになる。上述の同型
化や企業化は、準市場の進展で非営利セクターに作用した現象なのである。 
準市場論者で最も著名な人物がルグランであろう。彼は、利他的な性格を持つ非営
利セクターが公共サービス改革にとって有効であるという議論を批判している。これ
らの組織が必ずしも公益的ではない、また営利企業と比較して市場での競争にさらさ
れていないといった点を指摘している［Le Grand, 2003=2006, 97-100］。ルグランは、
政府による準市場の創出（供給体制と国家財政の分離）、選択・競争の原理の導入が公
共サービス改革に効果があると見ていたのである。非営利セクターもそのシステムに
参画し、生き残るためには競争の打ち勝つ必要があるとした。はっきりと明言してい
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るわけではないが、そのための方策が彼らの「企業化」、あるいはジョンソンの表現を
借りれば「営利企業の流儀を受け入れる」ことであるのは想像に難くない。 
商業化、企業化など表現は多様であるが、非営利セクターの範疇に含まれるチャリ
ティなどボランタリー・アクションに基づく団体は、外部環境の変化から好むと好ま
ざるとにかかわらず、新しい事業スタイルを模索していたのが、1980年代以降の流れ
とまとめることができると言える。彼らが社会的企業に発展あるいは変容する土台は、
この時期に固まっていたのである。 
 
 
5 小括 
 イギリスにおける社会的企業の台頭の基盤は、1970年代後半からの新しい協同組合
運動、博愛主義的動機に基づくチャリティやボランタリー団体の変化であった。ボラ
ンタリー・アクションの基づくこの 2つの団体は、近代以降はそれぞれ異なる発展を
遂げていたが、福祉国家の動揺期から新しい方向を模索し始めた。協同組合側は社会
への関心の強化、チャリティやボランタリー団体側は参加や相互利益といった価値観
の取り込みである。両者の新しい模索が、「ボランタリー・アクション」に包摂される
性格のものであることは、ここまでの議論で明らかにした。つまり、両者は時代に変
化によりふたたび重なり合う機会を得たのである。そして、両者の新しい組織形態が
いずれも「社会的企業」に行きつくことになる。 
 社会的企業とは新しい社会問題に取り組むために登場したこれまでにない独創的な
組織、といったような一般的な説明は、本研究の分析で行った歴史的展開の検証から
すれば、物事のある一面しか捉えていないものであることがわかるであろう。イギリ
スに限って言えば、ボランタリー・アクションに基づく主要な 2タイプの団体（協同
組合系とボランタリー組織系）は、時代の変化を乗り切るためにそれぞれの原則や価
値観に修正を加えつつ、新しい組織形態を模索した歴史があった。この展開を経て生
まれた組織こそ、社会的企業であると考えるのが本研究の立場なのである。 
 次章では前半の議論を整理し、本研究における社会的企業の定義を提示する。 
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第 5章 歴史的展開から見る社会的企業の定義 
 
1 社会的企業の起源と歴史的展開 
 社会的企業など新しい事象の背景、とりわけ歴史的展開を把握することは、その事
象の本質を解明するためには必須である。本研究では、第 1章において社会的企業の
根底にある精神は、フィランソロピー（博愛主義）とミューチュアル（相互扶助）で
あることを指摘した。そして、非営利組織（フィランソロピー組織）と協同組合や共
済組織（ミューチュアル組織）が、その基盤となる組織形態というのが、本研究での
立場であることを明らかにした。 
イギリスでは、ベヴァリッジが強調した「ボランタリー・アクション」がこの 2つ
の精神を併せ持つものを表現する言葉であることを第 2章で検証した。市民社会の健
全な発展には、この 2つの動機とそれに基づく団体が不可欠であるというのがベヴァ
リッジの見解であった。 
 このベヴァリッジの「ボランタリー・アクション」の 2つの動機の淵源がどこにあ
るのかを追究したのが第 3章である。ここでは、古代ゲルマンの遺贈の習慣にまでさ
かのぼるチャリティの歴史的展開を述べた。この流れから生まれたものが、「福祉複合
体」である。この私的救済および相互扶助の活動の根底には、市民が自発的に社会や
地域の問題に取り組む、あるいは助け合うといったボランタリズムの精神があった。
それこそが、ベヴァリッジが協調したボランタリー・アクションの神髄であった。 
第 4章では、1970年代後半以降の新しい協同組合運動、ボランタリー・セクターの
変化という 2つの流れが重なり合う中からその基盤が形成されてきたことを指摘した。
近世から近代にかけて、公私の「福祉複合体」が救済活動を担ってきた。その「私」
の部分がベヴァリッジの強調した「ボランタリー・アクション」であり、近代以降、
相互扶助動機に基づき、事業活動における協同性を重視する協同組合や共済組織が発
展を遂げた。一方、チャリティ用益法から公式の定義が付与され、発展してきたチャ
リティは、近代以降はさらに社会問題への取り組み、困難を抱えた人たちへの救済に
注力する。つねに発生する新しい社会問題（たとえば、第 1次世界大戦後の傷痍軍人
など）に向き合うという事業の社会性や公共性の点では、チャリティなどの非営利組
織が、協同組合など相互扶助動機に基づく団体よりは高かったと言える。 
イギリスにおける福祉国家の成立は、公共サービスにおける公私の混淆状態の解消
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と役割分担、およびボランタリー・アクション内での事業の性質や方向性の相違（事
業の社会性を重視するか、事業そのものの協同性が強いか）を明確にし、特徴づけた。
しかし、社会の政治経済システムが固定化されることなどはありえない。1970年代以
降の福祉国家の動揺は、流動化したシステムの再構築を求めることとなった。そこか
ら生じたのが、福祉多元主義（あるいは福祉複合体）といった議論だったのである。 
公共サービスにおける（再度の）混淆状態、チャリティなどの非営利組織側に強く
作用した企業化や商業化の圧力、協同組合側での社会問題への対応を意識する新しい
志向性、これらの歴史的経緯を踏まえて表舞台に上がったのが「社会的企業」だった
のである。社会的企業とは、近世以降のボランタリー・アクションが、20世紀末に新
たな装いをまとった姿と解釈するのが、本研究の見解なのである。 
 
 
2 社会的企業の形成史からの定義 
 歴史的展開をまとめる本章において、イギリスにおける社会的企業の形成史を図式
化し、筆者独自の社会的企業の定義を提示する。本研究は歴史研究であるが、その視
座は現代も射程に収めていることを明らかにするためである。 
ボランタリー・アクションは、第 2章でも触れたように相互扶助動機と博愛主義的
動機で成り立つが、組織としてはそのいずれかを強調する団体に分岐した歴史がある。
それぞれで重視する原則や価値観も生まれた。相互扶助動機に基づく協同組合や共済
といった団体の場合、最もわかりやすい基本原則は相互利益と参加であろう。他方、
チャリティやボランタリー団体のような博愛主義的動機に基づく団体の場合、慈善性
や社会貢献といった価値観が強調される。これまで検証したように。1970年代後半以
降に互いの原則や価値観を取り込んだことがわかる。スプレックリーの社会的企業論
は、組織の社会性、コミュニティへの貢献を強調するものであった。ボランタリー・
セクター側は、相互利益や参加も活動の新しい価値観とした。第 1章の社会的企業の
定義でも触れたが、これらは社会的企業の持つ基本性質である。 
ボランタリー・アクション自体は、イギリスのサードセクターの事業活動の精神を
表すものである。しかし、これを支える相互扶助動機と博愛主義的動機の 2つの動機
は、サードセクターにとって普遍的なものである。前節でまとめたように、相互扶助
動機に基づく団体は相互利益や参加を原則とし、事業の協同性がその特徴である。民
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主的な組織運営（たとえば一人一票の原則）や構成員による経済的参加、あるいは新
しいタイプの労働者協同組合であれば構成員自身も働くといった点があげられる。 
博愛主義的動機に基づく団体の場合、社会問題への対処など社会貢献を事業の目的
とする性格が強いが、組織運営に協同組合のような何らかの国際的な原則（たとえば、
国際協同組合同盟の 1995年原則など）を保持し、統一的に掲げているわけではない。
一般的に言えば、自身の展開する事業が持つ社会性や公共性を強調する点に組織のア
イデンティティがあると言える。 
ボランタリー・アクションに基づく団体であるこの 2つのタイプについて、上述の
「事業の協同性」と「事業の社会性」を軸として概念化を試みる。組織のガバナンス
や事業のマネジメントにおいて、構成員の意思決定への参加の度合い、構成員が組織
の事業に協同で取り組む程度といった点を「事業の協同性」という横軸とした。そし
て、組織のガバナンスや事業のマネジメントよりはむしろ、組織のミッションにおけ
る社会貢献の度合いをどれほど重視するか、という点を「事業の社会性」として縦軸
に置いた。この双方が低い、あるいは特に強調しない存在として一般的な営利企業を
配置し、福祉国家成立以前の状況を概念化したものが、図表 8である。そして、福祉
国家成立後からの歴史的展開をこの図に反映させたのが図表 9となる。 
 
図表 8 福祉国家成立以前（とくに近代） 
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図表 9  福祉国家の成立以降（とくに 1970年代後半以降の変容） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
 
第 4章で触れたように、ボランタリー・アクションに基づく団体のうち、協同組合
系ではコミュニティへの貢献など社会貢献を重視するタイプが登場した。「新しい組合
運動」として矢印を追加した部分である。スプレックリーの主張する「社会的企業」
に該当するタイプである。チャリティなどの非営利組織では、構成員の参加や相互利
益を重視するタイプが増えた点を「参加型の組織の増加」という矢印で表した。また、
ナショナルトラストのようにビジネスライクなスタイルを身に付けた組織の変化を表
現するために、「企業化」の矢印を加えた。 
 なお、図表 8では破線であった左上の「チャリティなどの非営利組織」と右下の「協
同組合・共済」に該当する領域について、図表 9において実線とした理由は、前節で
触れたが、ボランタリー・アクション内での事業の性質や方向性の相違が福祉国家成
立以前よりも明確になった点を表現するためである。 
 最後に図表 10である。ここでは、第 7章で触れる 2000年代以降の社会的企業振興
策の影響を加えた。やや先走ることとなるが、CIC（コミュニティ利益会社）や CIO
（チャリティ法人）については、すでに触れている。本研究の後半のイメージを分か
りやすくするために、事前に提示することとする。 
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図表 10 現在（2000年代以降） 
     
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
     
 
        
出所：筆者作成 
 
この図表 10 では、事業の社会性と協同性を最高度の水準で両立させたものが理念
的な社会的企業とした。後に成立した社会的企業の法人格やそれに類する形態の組織
は、理念型にまで至らないものとして図に配置した。これが、現実に（イギリスに）
存在する社会的企業であると考える。どの組織も理念型にまでは及ばないが、法人格
の取得、外部評価による認証43、あるいは自己認識で多くの事業体が社会的企業として
存在し活動している現実を認める。これによって、社会的企業の範囲を狭めてしまう
ことを防ぐことができる。紹介した法人格や組織形態はイギリスのものだけだが、図
式化することで各国別でも適応できると考える。 
ただし、この図は第 1章で本研究が依拠するとしたセクター横断型定義とは大きく
異なる点がある。図中に公共セクターやその変化したタイプを配置していないからで
ある。「ボランタリー・アクション」に基づく民間団体の社会的企業化という現象を検
証することを本研究の主目的としたため、公共セクターの変容まで配置することが困
難であったからである。しかし、セクター横断型定義が社会的企業研究において有益
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であることに変わりはない。セクター横断型の定義に則して公共セクターからのスピ
ンアウトした組織を含める場合、もうひとつの軸を設定する必要があると考える。た
だし、この場合は「ボランタリー・アクション」に基づく民間団体の変容を描出する
という目的から離れてしまうため、今後の研究で新たな図式を提示したい。 
 
 
3 小括 
 最後に、本研究における社会的企業の定義をまとめる。 
繰り返しになるが、事業の社会性と協同性を最高水準で兼ね備えた事業組織が、「理
念的な社会的企業」、そこまでは至らないが法的要件や外部評価などで社会的企業とし
て活動している事業組織を「現実の社会的企業」あるいは「準・社会的企業」として
扱うことになる。つまり、理念的な社会的企業とは、組織のガバナンスや事業のマネ
ジメントにおいて民主性や構成員の参画を最高度に高め、また同時に社会問題への関
与を何よりも重視して活動する組織ということになる。しかし、現実には両者を最高
度で実現することは困難である。あくまで理念型として捉えることとする。 
本研究の脈絡であればボランタリー・アクション、国際的な表現を使えばサードセ
クターあるいは社会的経済に属する組織は、理念、原則、事業活動の見直しなどによ
って社会的企業化はつねに可能である。そして、あらゆる現実が危ういバランスで成
立していることを考えれば、個々の社会的企業が営利セクターへの同型化がもたらす
負の影響を防ぎ、理念型に近づくためには、彼らの不断の努力にかかっているという
ことである。その現実の社会的企業が実際にどのように奮闘しているかは、第 8章で
触れるが、あくまで本研究の内容を補強するものにとどまる。より詳細な事例研究は、
今後の研究課題として論じることとしたい。 
 次章では、図表 10 で描いた 2000 年代以降の変化の前後にあたる時期（1997 年か
ら 2001 年）におけるイギリスの政治状況を描出する。社会的企業が政策用語として
浮上する直前の時期であり、この時期を分析することでイギリス政府が社会的企業を
強調するようになった背景が浮かび上がると考えるからである。 
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第 6章 ニューレイバーの実験 
 
1 社会的企業と政治 
 本章および次章の目的は、2000年代以降のイギリスにおける社会的企業の発展と密
接に絡む政府の政策意図を明らかにすることである。まず本章では、社会的企業振興
策につながる前段階の施策の分析を行う。 
2000年代はじめにイギリス政府は、公共サービス改革に向けて新たなアクターとし
て社会的企業に着目、その振興策を実行した。これがイギリスを取り上げる理由であ
る。欧米の社会的企業研究者あるいは実践家による提言は、1990年代より活発化して
いた。イギリスに着目したのは、1990年代後半時点で彼らの活用を政府が検討し始め、
その後積極的な支援策を実際に打ち出したからである。このようなケースは、管見の
限りではあまり見られない。政府主導の振興策の先進的な事例としてイギリスを取り
上げることは、十分に意義があると考える。 
さらに、1997年からのブレア労働党政権では、公共サービス改革にボランタリー・
セクターの活躍を期待していた［たとえば、Strategy Unit, 2002］。これら既存のセク
ターを「社会的企業」に変化させて活用する、といった手法は他国よりも取りやすか
ったと考えられる。社会問題に取り組む新たなアクターとして社会的企業が自発的に
登場することを期待するだけでなく、その原型となる組織が数多く存在し、社会問題
の解決に古くから重要な役割を果たしてきたイギリスでは、政府も彼らの社会的企業
への変化を後押ししやすい環境があった。以上の点から、政府による社会的企業の支
援あるいは振興の先行事例として研究するにふさわしい国であると考える。 
とはいえ、新しい施策が突然実施されるわけではない。以下、次節からブレア政権
の第 1期において、政権第 2期からの社会的企業振興策と関連する施策を分析する。 
 
 
2 第 1次ブレア労働党政権とその重点施策 
イギリスにおける社会的企業への政治の側からの明確なアプローチを見るには、
1997年に発足したブレア労働党政権を外すことはできない。社会的企業の世界的な発
展期と重なっていたことは当然であるが、公共サービス改革に社会的企業を直接的に
関連付けた点が重要だったからである。 
73 
 
1997年の総選挙では、それまで約 18年間野党に甘んじていた労働党が政権を奪還
した。首相に就任したトニー・ブレア党首は、それまでの労働党との差異を明確にす
るために「ニューレイバー」と標榜していたことから、この言葉がブレア新政権の別
名として定着することとなった。ブレア政権は、2007 年に首相が自ら退くまで約 10
年続いた長期政権であった。それゆえ、内政・外交の双方において数多くの政策を実
行した。しかし、本研究はブレア政権そのものを論じるわけではないため、社会的企
業支援・育成にかかわる政策を取り上げることに限定する。 
社会的企業の支援・育成策が本格化するのは、次章で述べるように 2001 年からの
政権第 2期である。とはいえ、社会的企業の活用へとつながる関連政策は第 1期から
実施されていた。また、「社会的企業」が突然政策用語として浮上したわけでもない。
労働党に近い政策シンクタンクや政府内の政策グループでは政権初期より着目されて
いた。たとえば、第 1章の定義で取り上げたレッドビーターの『社会起業家の台頭』
（The rise of the social entrepreneur）は、1997年とまさにこの時期に中道左派系の
シンクタンク「デモス（Demos）」から発表されている。以下、本章では関連政策と政
権周辺での議論から、「国家支援」と呼ぶことができる社会的企業の支援・育成策につ
ながる初期の展開を検証し、それらに通底する部分を明らかにする。 
ニューレイバー第 1期から始動した政策において、後の社会的企業支援・育成に関
連が深い政策は、次の 3つであると考える。①コンパクト（ナショナル・コンパクト）、
②地域再生政策、③社会的排除対策、である。これらの政策については、イギリスは
もとより、わが国でも数多く先行研究が存在しており［たとえば②に関する研究の代
表例として、山本（隆）, 2009があげられる］、本研究で個別に検証することは屋上屋
を架す行為である。したがって、社会的企業との関連という視点から分析することが
重要であると考える。以下、①から③の順でそれぞれの施策を分析し、社会的企業と
の関連を追究していく。 
 
2-1 「コンパクト」 
ブレア政権第 1期における重点施策のうち、まず①の「コンパクト」から触れる。
NCVOによると、コンパクトとは「政府とボランタリーおよびコミュニティ・セクタ
ー［非営利セクターのこと］間の合意」であり、「基本方針を提示し、双方にとって利
益となるよう互いの関係改善となる方法を確立」するものであるとされる44。1998年
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に作成され、2010年に更新されている。なお、ここでは更新される以前のものを対象
とする。ここでは、1998年に内務省から公表された全国版コンパクトの『イングラン
ドにおける政府とボランタリー・コミュニティ・セクター間の関係についての協定
（Compact on Relations between Government and the Voluntary and Community 
Sector in England）』45を以下に見ていく。 
同協定に寄せたブレアのメッセージでは、「あらゆるレベルで私たちの関係を導く枠
組みを提供する」ものであり、「政府とボランタリー・セクターが公共政策と公共サー
ビスの発展と実践において相補的な役割を果たし、政府がボランタリー組織やコミュ
ニティ組織の活動を促す役割を担うことを認める」ものと高らかに宣言していた
［Home Office, 1998］。 
多くの論者が指摘するように、公共政策や公共サービスの実践に民間セクターの参
入を積極的に認める方向性は、1980年代のサッチャー保守党政権から強固なものとな
っていた。たとえば、山本は「1980 年代から始まった強制競争入札（compulsory 
competitive tendering）は、多くの行政分野で民間サービスを拡充させていた。1990
年代に入ると、保守党政府は民営化をさらに推進し、地方自治体に新たなサービス供
給方式や効率的な運営を要請した。・・・（中略）・・・官僚主義的なサービスを改め、
国民を「顧客（customer）」として位置づけた」と指摘する［山本（惠）, 2016, 26］。 
この変化は、「契約文化」と呼ばれるものをイギリスの非営利セクターが受容する契
機になったとも指摘される。契約文化の受容の前提として、行政からボランタリー組
織への資金の流れが 1980 年代以降変化したことがあげられる。ボランタリー組織の
活動を支援する補助金中心の流れが、公共サービスの供給の委託にともなう支出を重
視する方向に転換したのである。事業を委託する際には当事者間で契約を結ぶことに
なるわけだから、補助金から契約へという変化が起きたのである。とくに、1990年代
のコミュニティケア法施行にともなう改革は、社会福祉分野におけるボランタリー組
織への資金の流れに大きな変化をもたらし、彼らを契約システムに順応させるような
影響を及ぼしたとされる［たとえば、山本（隆）, 2003, 251-252］。 
一定の制約はあるが、団体の活動そのものを対象にされる補助金は比較的自由度が
高いものであった。しかし、公共サービスの供給は契約という形式となるため、行政
側からサービス内容や費用を細かく決められ、事業期間中の監査や業績評価を受ける
ことになる。ボランタリー組織側にとって、資金提供を通じたコントロールを受け入
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れることを迫られるものであった。そして、公共サービスの事業委託はボランタリー
組織にのみ限定されていないため、営利企業との比較も受けることになる。営利企業
と比較して弱かった部分、たとえば経営知識や専門技能などは能力向上が求められ、
それらに長けたスタッフの雇用やボランティアの養成も必要となった。営利企業と同
様のマネジメント能力も必要となるため、マニュアルの出版や研修も増えたとされる。
こうした現象の総称が契約文化なのである［永井, 2005, 149-151］。 
しかし、こうした関係がボランタリー組織の自律性を脅かすものとして、ボランタ
リー組織側も危機感を高めていた。そこで彼らも政府との関係のあり方を問い直すこ
ととなった。その代表例が『変化という困難を乗り切るために――21世紀のボランタ
リー・アクションに向けて（Meeting the Challenge of Change: Voluntary Action into 
21st Century）』、通称「ディーキン報告」である。これは、NCVOが中心となって設
置した委員会（ボランタリー・セクターの将来に関する委員会）から 1996年に公表さ
れた報告書であった。後のコンパクトの内容に大きな影響を与えることとなる。 
報告書は、ボランタリ ・ーセクターの多様な目的と活動、政府への建設的提言など、
市民社会にとって不可欠な存在であることを指摘し、また政府との協力が必要な状況
も増えているとして両者の協働関係を築くべきとした［Commission on the Future of 
the Voluntary Sector, 1996］。全体として 61もの提言がなされたが、本研究のテーマ
と関連が深いものとして、以下の 3点をあげることができる［ibid., 123-129］。 
 
（1） 協定（提言 2） 
 「適正な実施基準として、また将来の発展のため、中央政府とセクターの代表によ
る協定が作成されるべきである。ボランティア活動およびボランティア・セクターに
関する閣僚グループで承認、促進されるべきである。」 
（2） チャリティの定義（提言 10） 
 「新しい公益概念に基づいた唯一の定義により、チャリティの定義を刷新すべきで
ある。」 
（3） チャリティ法人制度（提言 12） 
 「チャリティのために新しい法人制度を創設すべきである。法人格、理事の有限責
任、適切であれば事業活動を行う能力が与えられる。」 
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 時の保守党政権には受け入れられなかったが、ニューレイバーとしてイメージの刷
新を図っていた労働党は、保守党との相違を明確化するポイントのひとつとしてディ
ーキン報告の提言を自らの政策に取り込む［Alcock, 2016］。1997 年の総選挙直前に
公表した政策文書『未来をともに築く（Building the Future Together）』では、ボラ
ンタリー・セクターとの「パートナーシップ」の構築が強調された。「契約文化」から
「パートナーシップ文化」への移行が打ち出されたのである［永井, 2005, 160-161; 中
島（智）, 2016, 7-8］。そして政権交代後に「コンパクト」の制定により実行されるこ
ととなった。その内容が、上述の内務省の文書としてまとめられたのであった。以下、
重要な個所を取り上げ、本研究との関連を明らかにする。 
まず、この「コンパクト」の成立にはブレア首相も期待し、公共サービス改革だけ
でなく、地域コミュニティの再生や民主的社会といったより広範な問題にまでボラン
タリ ・ーコミュニティ・セクターの役割を期待する序文を寄せた［Home Office, 1998］。
この内容は後述する 2つの関連政策にまで共通する点である。 
コンパクトでは、「共有ビジョン」が掲げられた。政府の関心がどこにあったか、何
を目的としたものであったかを理解できるので、以下に抄訳を載せる。 
 
「共有ビジョン」 
① ・・・コンパクトとは、政府とボランタリー・コミュニティ・セクターが社会の改
善のために協働し、またボランタリー・コミュニティ・セクターの活動を育み支え
るために、両者による誓約を表したものである。・・・（以下、略） 
② ボランタリー・コミュニティ・セクターは、民主的で包摂的な社会の発展には不可
欠なものである、というのがコンパクトの根底にある理念である。ボランタリー・
コミュニティ・セクターは、自立した非営利組織のことであるが、社会に独自の価
値をもたらし、国家と市場の双方とは異なる役割を果たすものである。彼らは、ボ
ランタリー活動の機会を提供することにより、個人が市民生活や自分たちのコミ
ュニティの発展に貢献できるようにする。・・・（以下、略） 
③ ボランタリ ・ーコミュニティ・セクターは、社会の発展や国民の社会、文化、経済、
政治の各生活に大きな、そして文字通り計り知れない貢献を果たしている。彼らは、
サービスの設計や提供の際に利用者がかかわる先駆者として活動し、またかかわ
れないことで発言権がない人たちの擁護者としての役割を果たすことも多い。そ
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うすることで、平等と多様性をともに促進するのである。彼らは、貧困を緩和し、
生活の質を改善し、社会的排除を被っている人たちを巻き込むことに役立つ。ボラ
ンタリ ・ーコミュニティ・セクターは、国民へ直接重要な経済貢献も果たしている。 
④ コンパクトは、これらの特質が社会にとって大きな利益であり、政府がボランティ
アの促進やボランタリー・コミュニティ組織の活動の支援において積極的な役割
を果たしうると評価する。・・・（中略）・・・コンパクトは彼らの活動に好影響を
与えるよう手助けすることになる。 
 
上記の「共有ビジョン」からわかるのは、ボランタリー・コミュニティ・セクター
が国民生活のあらゆる局面で重要な貢献を果たしており、それゆえ公共サービスの供
給において政府と相補的関係を築けるとした点であろう。とりわけ、何らかの理由で
社会的に恵まれない立場に置かれている人たちを支える存在として強調している（「ビ
ジョン」③）が、これこそ博愛主義的動機に基づくボランタリー・コミュニティ・セ
クターの役割の神髄である。改めてその役割を評価されたと言える。 
しかし、本研究の主題は「コンパクト」の成果を問うものではない。本研究がこれ
を取り上げたのは、政府がボランタリー・コミュニティ・セクターとの公共サービス
分野での協働を明確に認めた点が重要だからである。実際、「コンパクト」と公共サー
ビス供給改革は表裏一体であったとされる［中島（智）, 2016］。次章で触れるように、
公共サービス改革は社会的企業振興策と密接に関連しており、ボランタリー・コミュ
ニティ・セクターの社会的企業化を促す契機になったからでもある。 
 
2-2 地域再生政策 
コンパクトは、公共サービス供給におけるボランタリー・セクターのさらなる活用
を狙ったものであった。しかし、経済的に厳しい自治体や地域コミュニティでは、貧
困など深刻な問題を抱えているため、財源はもとより、人材などリソース一般が不足
しがちである。ロンドンの中央政府が公共サービス改革を政策目標とするからといっ
て、多様な問題を抱えた自治体や地域コミュニティに改革を丸投げして解決できるほ
ど簡単な話ではなかった。そこで中央政府自身が重点施策として、地域コミュニティ
の再生に注力することとなる。それが、地域再生政策である。 
1998 年から始まった「コミュニティのためのニューディール（New Deal for 
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Communities、NDC）」事業は、この政策の象徴的施策であった。複数の団体で構成
されるパートナーシップ組織が主体となって地域の再生計画を策定、実施する。そこ
へ中央政府が活動に必要な資金を投入するというしくみである。また、地域住民の行
政活動への参画を強調し、防犯や医療、福祉などの各施策をまとめ、戦略的に連携さ
せて問題に対処することを狙った［中島（恵）, 2005, 12-13; 山本（隆）, 2007, 50］。 
この政策は、2001年からの政権第 2期にはボランタリー・コミュニティ・セクター
や営利セクターも含むより広範なパートナーシップ組織を各地方自治体に設置させた
ことにより、制度的に完成に至る。具体的には、2001年に公表された『近隣地域再生
への新たな確約――全国戦略行動計画（A New Commitment to Neighbourhood 
Renewal: National Strategy Action Plan）』において、中央政府からの補助金だが、
その用途に要件を課さない「近隣地域再生資金（Neighbourhood Renewal Fund）」（以
下、NRF）の導入と、資金受給のために地域戦略パートナーシップ（Local Strategic 
Partnership）（以下、LSP）の設置を義務付けたことである［Social Exclusion Unit, 
2001, 49］。LSPとは、公共セクタ （ー警察など）、民間営利セクタ （ー経済団体など）、
ボランタリー・セクターのそれぞれの代表が参画して形成される組織であった。地域
の公共サービス供給の改善策を決定し、実行することが期待された46。その後、政府が
各自治体にも設置させたことで LSPは全国に広がることとなる。 
とはいえ、政策の元来の意図は貧困対策であり、NDCでは 39、NRFでは 88の地
域がこれらの資金を受け取ることとなった。対象となったのは、貧困地域（deprived 
area）と呼ばれる、とくに荒廃した近隣地域であった47。それらの地域における公共サ
ービスの効率的、効果的な提供を行うために、地域（自治体あるいはネイバーフッド
［自治体内小地域］）の多様なセクターを巻き込むことを狙ったのであった。 
NDCやNRFはすでに終了した事業であり、LSPも 2010年の政権交代後に影響力
を失った。これら一連の政策は「ローカル・ガバナンス」と呼ばれ、英国はもちろん
わが国でも数多くの研究書が公刊された。政府によるボランタリー組織とのパートナ
ーシップ政策を新しいガバナンスの展開として評価したり［たとえば、金川, 2008］、
住民の意思決定への参加を好意的に捉えたりする［永田, 2011］、といった高い評価を
与えるものが多いのが特徴であった。 
しかし、意思決定への参画については限定的であり、この政策の効果を疑問視する
研究はイギリスでも 2000 年代前半からすでに報告されていた。たとえば、中央政府
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が効率性を向上させるため、また政府だけでは問題に対処しきれない状況が生じてい
るため、パートナーシップの手法を取り入れた、あるいは公共サービスの供給につい
て国が責任を果たすことが難しくなったのでそれを地方に委ね、具体的な手段として
パートナーシップ組織を活用するようになったという指摘である［Davies, 2004, 575-
576］。住民の意思決定の参画は、正当化のための理由付けという批判的分析である。 
本研究は、この時期の地域再生政策の評価を論じるわけではないため、ここでは社
会的企業との関係に限定してまとめる。この場合、関連するのは公共サービスの供給
に多様なセクター、とりわけボランタリー・コミュニティ・セクターの参画に期待し
た点であったと考える。コンパクトにも通じる点であるが、公共サービス改革にボラ
ンタリー・コミュニティ・セクターの参画を促したのは、サービス供給への市民や非
営利組織の関与を高めるという住民参加型の民主主義の動きであった。 
しかしその一方で、サービス供給のしくみで行政や営利セクターと積極的にかかわ
ることは、第 4章でも触れたように「制度的同型化」の作用も生じるものである。NDC
や LSP それ自体は住民参加や民主主義の価値観を理念とするものであることは間違
いないが、実際のサービス供給に効率化を図ったり、地域再生において経済的成果を
求めたりするなら、ボランタリ ・ーコミュニティ・セクター側も変化を避けられない。
好むと好まざるとにかかわらず、彼らに「社会的企業」化を促す論理は忍び込んでい
たのである。彼らの社会的企業化を期待した背景には、単にサービス供給の意思決定
に加わるだけでなく、雇用の創出や就労訓練の提供といった点に期待したからである。
これは、地域再生政策における経済的側面とのかかわりであったと言える。 
 
2-3 社会的排除対策 
第 1期ブレア政権の重点施策のうち、社会的企業振興策と関連付けられるものの最
後として、③の社会的排除対策を取り上げる。この施策では、政策文書の中に「社会
的企業」が使用されている。 
社会的排除は、1970 年代にフランスで概念化が始まり、1990 年代以降、EU で社
会政策の重要課題の一つとして扱われるようになったものである。1992年の欧州委員
会の政策文書「連帯の欧州をめざして――社会的排除に対する闘いを強め統合を促す」
における社会的排除は次のように定義した。社会的排除とは、「プロセスと結果として
の状態の双方を指すダイナミックな概念」であり、「もっぱら所得と関連付けて理解さ
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れている貧困の概念よりも明確に、・・・個人や集団が社会での交流から排除されるメ
カニズムが持つ多次元的な性質」を明らかにするものとされる。また、「低所得だけを
意味するものでもなく、労働への参加をも超えるもの」であり、「住宅、教育、保健、
サービスへのアクセスといった領域でも」現れるものとする［European Commission, 
1992, 8］。 
労働党政権では社会的排除とは、「所得貧困以上のもの」であり、「失業、差別、乏
しい技能、低所得、劣悪な住環境、犯罪、病気、家庭崩壊など」の問題に人々や地域
が直面した時に生じるとされ、上述の問題が「人生に悪循環をつくりだすように関連
し、相互に強めあう」ものと定義された［Social Exclusion Unit, 2004, 3］。こういっ
た状況に立たされると、単に経済的な貧困に陥るだけではない。たとえば EU では、
貧困や基礎的な能力の欠如、あるいは差別が原因で社会に参画できずに周縁化されて
しまうことであり、その結果、教育や就労の機会が奪われることが社会的排除とされ
た［Eurpean Commission, 2003, 9］。つまり、就労に必要な教育や技能を修得する機
会を得られないような不利な状況に置かれた人たちが、貧困に陥り、あるいはその状
態から抜け出せず、社会から疎外されてしまっている問題が社会的排除と言える。そ
して、この「貧困のサイクル」が次世代へと受け継がれる可能性がきわめて高いとも
された［八木橋, 2007b］。 
 この問題自体は社会的企業と直接関連しないようにも見える。しかし、1998年に内
閣府に設置された「社会的排除対策室（Social Exclusion Unit）」には、18の政策検討
グループ（Policy Action Team, PAT）があったが、いくつかのチームはその初期より
社会的企業の活用を訴えていたのである。たとえば、1999年に PATの第 3チームは
社会的企業が社会的排除に取り組むべきとし、失業者への職業訓練を提供するといっ
たかたちで「貧困なコミュニティと主流の経済とを橋渡し」する存在になりうると報
告していた［Social Exclusion Unit, 1999, 14; Somers, 2013, 217］。前項の地域再生
政策における経済や雇用の面での活躍を期待されていたのであった。政府の政策検討
チームが、最初期から社会的排除と社会的企業の関連を意識していたことがわかる。 
 社会的排除は、その先の解決した状態を示すことが重要である。そこで対概念とな
るのが「社会的包摂」である。最も簡単な定義は「社会的排除のない社会＝非・排除
社会」を実現することであろう。「参加」の平等を多くの人に確保し、「定点」の喪失
を防ぐことといえる［岩田, 2008］。また社会的排除への取り組みそれ自体が、社会的
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包摂を目指す戦略、政策と捉えることもできるため、EU や各国政府の政策文書など
も社会的包摂を考える際に有用である。たとえば、2000年の欧州委員会の「ヨーロッ
パにおける包摂社会の構築へ向けて」では、社会的包摂は「経済や社会の変革から取
り残された人たちに受動的な給付［失業給付、生活保護費など］を支払うといった方
法で豊かさを再分配することにとどまるべきものではな」く、「すべての人が社会に完
全に参加し、質の高い生活を送れる」ようにすることと定義している［European 
Commission, 2000, para 2.4］ 
社会的排除に直面している人たちに従来型の社会保障給付で生活を支えることが目
的ではなく、労働や人間関係の回復などを通じて社会への参加を促し、生活を安定さ
せることが目的ということになる。これは、社会的排除に陥っている人たちだけに向
けられたものではない。社会そのものをどのように安定させ、統治するかといったき
わめて政治的な含意を持つ。したがって、社会的包摂を考慮する際には、具体的な政
策を検討する必要がある。 
まず、社会的排除状態にある人たちへの社会参加の機会の提供、経済的自立の支援
が考えられる。貧困層であれば、職業紹介や職業訓練といった就労支援サービスが具
体的な支援策としてイメージできるであろう。また、障がい者など一般的な就労が困
難な人たちには、就労にだけとらわれず、地域でのボランティア活動なども含めたさ
まざまな社会活動への参加の機会を提供し、社会との結びつきを深めてもらうことも
考えられる。もちろん、先ほどのホームレスの紹介からもわかるように、これは特定
の層にだけ向けられるものではなく、リスクを抱えた人すべてを対象とするのでなけ
れば、真の社会的包摂とはならないであろう［宮本, 2013］。 
社会との関係を断ち切られた人たち、排除されている人たちと社会とをふたたび結
ぶ回路をつくり、その存在を認め、包摂することが目的となる。しかし、生活困窮者、
移民、障がい者、ホームレス、元受刑者など、社会的包摂政策の対象となる人たちは
多岐にわたる。また、これらの人たちの抱える問題は多様であるため、一律的な包摂
政策はなじまない性格を有する。したがって、どの問題を取り上げるかによって社会
的包摂政策の具体的事業も異なってくる。ただし、すでに触れたように、社会的排除
対策室が地域再生政策との関係で重視していたのは、「就労」関連の事業である。 
社会的排除の問題において、社会の主流からの疎外が必ずしも生活苦と連動してい
るわけではないが、低所得や失業といった問題を抱えた場合、その社会で平均的な生
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活を送ることができない可能性がある。結果的に社会的排除につながりやすい状況が
生まれる。もちろん、EUが公的扶助などの従来型の貧困対策を「「受動的な所得再配
分政策」とみなして縮小」し、競争政策に有利な「「積極的な労働市場政策」へと重心
を移そう」と図っており、「「社会への包摂」を「労働市場への包摂」へと還元する指
向性」があるとする指摘は早い段階からあった［中村, 2002, 60, 64］。「福祉から労働
へ（welfare to work）」という有名な労働党のスローガンを考えれば、イギリスも EU
と軌を一にして社会的排除対策を採用した側面はあった。 
とはいえ、社会的排除の具体的対策としての就労支援事業やその結果による所得の
改善がもたらす効果は無視できない。たとえば、2017年 3月に筆者が訪問したロンド
ンの貧困地域にある社会的企業「メイナーハウス開発トラスト（Manor House 
Development Trust）」、登録チャリティかつ保証有限責任会社という典型的なボラン
タリー・コミュニティ組織だが、この組織の代表は、就労支援事業に参加した若者が
2011 年 8 月に発生したロンドン暴動に参加しなかったことをエピソードとして紹介
した48。若者たちは暴動に誘われたが断ったということであり、その理由は就労支援プ
ログラムに参加しているから、というものであった。暴動に誘われたことからもわか
るように、就労支援コースに参加した若者たちが社会の主流から外れていたことは疑
いようもない。しかし、チャリティでもある社会的企業がその事業を通じて社会的排
除の問題に一定の貢献を果たしたのである。 
また、社会的企業の全国規模の中間支援組織であるソーシャル・エンタープライズ
UK（Social Enterprise UK）発行の『英国の反撃（Fightback Britain）』［2011, 6］
によると、その当時で調査したすべての社会的企業の 14％がこの 2年以内の設立であ
り、その新規起業の約 3分の 1が貧困なコミュニティとであったと報告している。具
体的には、社会的企業の 39％は最貧困地域で活動しており、「貧困地域であればある
ほど、そこで活動する社会的企業に出会いやすい」と指摘している。地域再生には社
会的企業を活用すべきであるとした PAT第 3チームの見解は、的を射たものだったと
言える。 
さらに、社会的企業の 82％は収益を上げた場合、コミュニティに利益の再投資を行
っているとされ、上述のように社会的企業が貧困地域に非常に集中していることを考
慮すれば、この点は社会的企業の特徴として重要である［ibid., 24］。社会的企業の活
動は単なる営利ビジネスではなく、社会問題の解決にも取り組むものである。社会的
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企業のコミュニティでの再投資が、貧困地域の再生を図るものであることは疑いよう
がない［八木橋, 2011］。また、これらの地域は社会的排除に遭いやすいエスニック・
マイノリティの集住する地域であることも多い。社会的企業の活動がコミュニティの
再生に一役買い、そこから人々が社会の主流とのつながりを回復する。この点が彼ら
の活動の意義であろう［八木橋, 2013］。 
なお、エスニック・マイノリティの社会的排除の問題と社会的企業の関係について
は、社会的企業自身が組織幹部にエスニック・マイノリティを含む比率は 27％［Social 
Enterprise UK, 2011, 19］、条件の異なる別の調査では 50％以上の社会的企業で経営
者がエスニック・マイノリティの出身というデータが存在する［Sepulveda et al., 2010, 
12］。同様に、これまでは白人側中心と考えられていた社会的企業の起業活動も、社会
的企業の認知が高まるとともに、エスニック・マイノリティによる起業活動への参加
が人口比では白人上回るという調査結果も指摘されるようになった［ibid., 2010, 5］。
これらのデータは、エスニック・マイノリティ側も社会的企業を自らの主体的な活動
の場として選択していることを表していると言える。 
上記の事例や先行研究は、本章で取り上げる時期とは若干異なるが、次章で触れる
社会的企業振興策が 5 年から 10 年の時間を経て成果を見せ始めたと言ってよい時期
のものである。しかし、社会的企業を含む貧困地区のボランタリー・コミュニティ・
セクターの実践が、社会的排除への現実的な対策として機能した事例を示すものであ
ることに変わりはない。本研究では、一定の評価を与えることが公平であると考える。 
 
 
3 小括 
本章では、ブレア政権第 1 期の経済社会政策のうち、3 つの政策（コンパクト、地
域再生政策、社会的排除対策）が政権第 2 期の社会的企業の振興策の下地となったも
のと評価した。たとえば、地域再生政策と社会的排除対策だが、地域再生を効果的に
実施するためには雇用の改善が必須で、その実践には地域コミュニティで活動し、就
労訓練を提供できる社会的企業が重要であった。さらに、前提として官民パートナー
シップ（自治体とボランタリ ・ーセクター）が不可欠であるとも指摘された［Wise group, 
2011］。地域再生政策と社会的排除対策は不可分であり、この問題の解決に重要な役割
を担うアクターとして社会的企業（当初は前身となるボランタリー団体などを含む）
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が想定されていたのである。 
コンパクトは、ボランタリー・コミュニティ・セクターを対象とし、彼らを公共サ
ービス改革に巻き込むことを狙ったものである。この改革と地域再生政策が連動して
いる点は本章で明らかにした。また、社会的排除対策との関係だが、「共有ビジョン」
の③でも触れていたように、コンパクトではボランタリー・コミュニティ・セクター
が貧困や社会的排除に取り組む組織であることが明確に認められていた。そもそもこ
れらの問題は、歴史的に見ればボランタリー・コミュニティ・セクターにとって重要
な活動分野であった。たとえば、第 3章で紹介したチャリティの歴史的展開、第 4章
でのボランタリー組織の活動内容は、まさにこの共有ビジョンに合致したものであっ
た。 
 最後に、ブレア政権第 1期のこれらの 3つの政策の関係をまとめる。まずコンパク
トは、これらの政策に共通する基本方針を示したものであったと見ることができる。
地域再生政策はその方針を具体的なしくみで表し、社会的排除対策は一連の施策の最
重点課題のひとつだったと言える。そしてこれらに共通するものは、意思決定や供給
のプロセス全般に及ぶ公共サービス改革あり、政府から見ればボランタリー・コミュ
ニティ・セクターをパートナーとして巻き込むことであった。そして、彼らがより効
果的かつ効率的な組織として活動できるように、政府が望んだ新しい形態が「社会的
企業」だったと考える。 
次章では、どのようにこの変化を政府が促したかについて、重要な政策文書を中心
に検証することとする。そして政府の政策思想あるいはイデオロギーに対する研究者
の分析、変化を促すこれらの外的要因に対して、チャリティなどボランタリー・アク
ションに基づく団体はどのような影響を受けたのか、あるいは自己改革を行ったかを
いくつかの事例から検証することとする。 
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第 7章 「社会的企業化」政策の展開とその実態 
 
1 ブレア政権第 2期における社会的企業戦略 
 本章では、まず政府の社会的企業振興策を公式文書や法制度の整備の側面から検証
していく。ブレア政権（ニューレイバー政権）の第 1期が政策用語としての「社会的
企業」が登場するために必要な準備期間だったとすれば、同政権第 2 期（2001-2005
年）以降は政府がサポートするかたちでの「社会的企業」が本格的に登場する時期で
ある。本章は、この時期以降のイギリス政府による社会的企業への振興策全般を概括
し、ボランタリー・コミュニティ・セクターを中心にした既存組織の社会的企業化へ
の政府側の期待とその意図を明らかにすることを目的とする。また後半において、実
際の社会的企業化の動き、および振興策実施後の事例を紹介する。最後に、政府の施
策に対する思想的検証を行い、その現代史的な意義を提示する。 
この時期の政府の動きにおいて着目するのは、次の政策文書である。まず、貿易産
業省（Department of Trade and Industry, DTI）が公表した『社会的企業――その成
功戦略（Social Enterprise: a strategy for success）』（以下、「成功戦略」）である。次
に、第 3章でも紹介した内閣府による『民間活動と公益――チャリティおよび広範な
非営利セクターに関するレビューPrivate Action, Public Benefit: A Review of 
Charities and the Wider Not-For-Profit Sector）』（以下、「民間活動と公益」）である。
最後に、財務省の『公共サービス供給におけるボランタリー・コミュニティ・セクタ
ーの役割――横断的レビュー（The Role of the Voluntary and Community Sector in 
Service Delivery: A Cross Cutting Review）』（以下、「横断的レビュー」）である。 
上記の 3 つの政策文書は、いずれも 2002 年に公表されたものである。前章で紹介
した 3 つの重点施策を基盤として、2001 年の第 2 期政権スタート後から 3 つの官庁
が調査に入り、それぞれにおいて特徴を持つ文書がほぼ同時期に公表されたのである。
政権の積極性がうかがえる。そのため、政権第 2期において社会的企業振興策がこの
政権の社会政策の重点施策へと変化していったと本研究では考える。そこで、本章で
はまず上記の 3つの政策文書を検証し、提言の内容を分析する。 
 
1-1 「成功戦略」――すべての始まりの文書 
 ブレア政権第 2期において、社会的企業は一気に政策用語として活用され始める。
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その端緒となったのは、2002年に公表された「成功戦略」である。また、「成功戦略」
の発刊直後にはその成果を踏まえて関連政策文書が相次いで公表された。そのひとつ
が上記の「民間活動と公益」である。また「横断レビュー」も該当する。以下、その嚆
矢となった「成功戦略」を分析する。 
 イギリス政府が最初に「社会的企業」の定義やイメージを公式化あるいは明確化し
たものが、上記の「成功戦略」である。したがって、イギリスにおける社会的企業関
連の政策を考察する際には外すことができない政策文書である。これは、2001 年 10
月に貿易産業省の中小企業局に社会的企業室（Social Enterprise Unit）が設置され、
その検討の成果として公表されたものである。ブレア首相も序文を寄せている。彼は
次のように社会的企業に期待していた。 
 
「社会的企業は、公益を扱うのに斬新なやり方を提示する。公共サービスにある強
い倫理観とビジネスの洞察とを結び付けることで、私たちは起業家精神にあふれた組
織の可能性を切り開くことができる。彼らは、消費者に対しての感度が高く、民間セ
クターの自由さも持つが、株主の利益を純粋に最大化するよりはむしろ、公益にかか
わることに突き動かされている組織である。」［DTI, 2002, 5］ 
 
そして、社会的企業がイギリス経済で占める割合はまだ小さいことを認め、彼らが
成長できる環境を整えることが政府の役割としたのであった［ibid.］。この序文からは、
チャリティなどとは異なり、社会的企業の経済性に期待している部分が読み取れる。 
 また、ヒューイット貿易産業相の前書きでは、冒頭で「健全で包摂的な社会を創り
だそうとすることと企業や起業活動を促すこととが対立する必要はない」と語り、社
会的目的と経済活動の両立は果たせるとの信念を表明する。その上で、「社会的企業が
排除されているグループを労働市場に参加させ、職業技能レベルを向上させ、将来に
就業できるチャンスを高めるためのメカニズムを提供する」組織ともする［DTI, 2002, 
6］。首相の序文よりも社会的排除や公共サービスとのかかわりに触れるなど、社会問
題との関連をより強調したものとなった。また、社会的企業が「現実」の経済の「枝
葉」と見なされないように彼らの成長を促し、持続させるべきとし、それが報告書の
公表に至った理由ともした［ibid.］。つまり、彼らの役割に期待しつつも現状では力不
足を認め、その振興が政府の重要な戦略に位置付けられたとしたのであった。 
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ブレア政権第 1期では、コンパクトや地域再生政策においてボランタリー・コミュ
ニティ・セクターの役割が強調された。しかし、公共サービス改革において効率や効
果といった点が重視されたため、サービスにかかわる民間セクター（営利・非営利問
わず）の経済性や事業性は無視できないものとなっていた。また、地域再生政策や社
会的排除対策では、NDCのような意思決定への参画やソーシャル・キャピタルの構築
が重要と認めつつも、その地域で暮らす住民が生活の糧を得ることも等しく重要であ
るとして、雇用創出や職業訓練の必要性が強調された。「成功戦略」は政権第 1期の流
れを引き継ぎつつ、コミュニティレベルでの経済活動に焦点を当て、そのためのアク
ターとして台頭しつつあった社会的企業を取り上げたのである。 
この点は、社会的企業対策室が貿易産業省の中小企業局内に設置されたことでも証
明される。実際、中川はヒューイットが社会的企業室を設置した際の説明から、社会
的企業の初期イメージが、「①地域コミュニティにおける公的サービスを担う、②その
ために地域コミュニティのニーズや特別なニーズを満たすことができ得る持続可能な
事業体でなければならない、③「地域コミュニティの再生」と「雇用の創出」との相
補的な機能と役割を求められている、そして④資金的にも自立し得る市場志向の事業
体である」と指摘した［中川, 2009, 176-177］。市民社会とのかかわり以上に事業性が
強調されていたわけで、この時点で政府内の中小企業関係部局に配置されたのは合理
的であったと言える。 
 報告書では、政府レベルでの社会的企業の定義が初めて示された。周知のものだが、
以下に引用しておく。 
 
 「社会的企業とは、主として社会的目的を持った事業体である。彼らは自分たちの
目的のために主に事業やコミュニティにその剰余を再投資する。株主や事業主の利益
を最大化しなければならないといったことが事業の動機ではないのである。 
社会的企業は、社会や環境にかかわる多様な課題に取り組み、経済のあらゆると
ころで活動する。社会的企業は公益を達成するためにビジネス的解決策を用いるので、
健全かつ持続可能で包摂的な経済を創出しようとする際に、彼らが独特かつ重要な役
割を担っていると政府は信じている。 
社会的企業は多様である。地域コミュニティにある企業、ソーシャル・ファーム、
協同組合のような共済組織、全国あるいは世界で活動する大規模な組織が含まれる。
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社会的企業用の単一の法的モデルはない。保証有限責任会社、産業共済組合、有限責
任株式会社が含まれる。その中には法人化されていない組織や登録チャリティといっ
た組織もある。」［DTI, 2002, 7］ 
 
 多様な法人形態から構成され、社会貢献と事業性の両立を目指すアクターと規定し
たのである。第 1章で触れたハイブリッド型の事業組織モデルを採用したと言える。
この点については、ブレア政権の社会的企業振興策を政治的言説の変遷から緻密に分
析を行ったサマーズも指摘している。そして、「公益を達成するためにビジネス的解決
策を用いる」といった表現から、この時点ではブレア政権はビジネス志向の社会的企
業を想定していたとその含意を読んでいた［Somers, 2013, 187］。 
 戦略ビジョンであるが、報告書では政府の政策目標のうち次の 5つにおいて、先行
事例も紹介しながら社会的企業が重要な役割を担うことができるとした。その分野と
は、①経済的な競争力と生産性を上昇させること、②持続的な経済活動を通じた富の
創出、③ネイバーフッドや都市の再開発および地域再生、④公共サービスの供給およ
び改革、そして⑤ソーシャル・キャピタルや積極的シティズンシップを促進すること
による社会的および金融的包摂、である。前章でも触れた地域再生政策（③）や公共
サービス改革（④）、社会的排除と包摂（⑤）がやはり社会的企業と深くかかわってい
ることが、ここからも確認できる。 
次に社会的企業が成長する際に直面する障壁を指摘し、それを乗り越えるためには
①政府による条件整備（enabling government）、②社会的企業の事業性の向上、③社
会的企業の価値の創造、といったことが必要とした［DTI, 2002］。内容を簡潔にまと
めるならば、①では社会的企業の促進には前章でも触れた近隣地域再生資金（NRF）
など各省庁のプログラムをあげるなど、資金面での政府による支援の重要性を指摘し
た。また法的形態が多様であるがゆえの問題にも触れ、資金調達で不利な点や複雑な
規制を受けている点を指摘した。これらの点が次で触れる「民間活動と公益」で重要
なテーマとなっている。②は事業展開のためのサポートや社会的企業間のネットワー
クの重要性、銀行からの融資を受けやすくすることなどがあげられた。貿易産業省の
中小企業局に社会的企業室が設置された理由が分かる点である。最後に③では、認知
度の向上や信頼醸成のための監査システムの確立を指摘した。それぞれで課題と対策
が取り上げられているが、通底しているのは①の「条件整備」で見られる政府の役割
89 
 
であったことは間違いない。 
「社会的企業」をタイトルの中心に据え、内容においても社会的企業の育成が経済
社会政策において重要であることを強調したことにより、政府の政策用語としての「社
会的企業」の位置付けは、一気に駆け上がることとなった。政策用語としての社会的
企業は、この文書から始まったと言ってよいであろう。 
 
1-2 「民間活動と公益」――社会的企業とチャリティの邂逅 
 「成功戦略」は、現状の問題点の指摘と今後政府が取り得る政策の方向性やその可
能性を整理したものであった。政府の今後の方針についての骨格を示したものと言え
る。したがって、その具体的方針がどのようなものであったかを検証する必要がある。
その方針が明確に表れたものが、「民間活動と公益」および「横断的レビュー」である。 
 まず「民間活動と公益」であるが、これは第 3章でも触れたように、チャリティや
ボランタリー・セクターの現代化という観点から論じられることが多い政策文書であ
る49。チャリティ法に関する提言は 2006 年の法改正につながるものであり、21 世紀
におけるイギリスのチャリティ研究にとってきわめて重要なものであった。さらに、
現代化の結果としてのこのセクターに属する団体の社会的企業化も重要なポイントと
して扱っていた。実際、ブレア首相も序文において、現行法では社会的企業の位置づ
けが不明瞭と問題点を指摘し、その改善を訴えるとともに、「社会的企業は個人よりも
社会の利益のために幅広く活動する事業組織であり、急激に成長しているグループ」
と評価していた［Strategy Unit, 2002, 5-6］。 
ブレアは、伝統的な非営利組織であるチャリティを誇るだけでなく、現代における
新しいタイプとして社会的企業を捉え、彼らをいかにして成長させるかが、イギリス
政府の現在の課題と主張したのである。この点について、サマーズは（チャリティを
含む）ボランタリー・コミュニティ・セクターがイギリス社会にとって有益なもので
あり、雇用創出など経済にも貢献しているとの認識が表れているものだとした。この
含意は多岐にわたる分野で数多くの事業組織が存在し、スタッフの雇用や何らかの経
済活動を行っている点を評価したものと考えられる。それゆえ、イギリスの社会的経
済の構造改革がこの報告書の狙いとされた［Somers, 2013, 155-156］。 
社会的経済の構造改革とは、上述のチャリティの現代化はもちろんだが、チャリテ
ィなどの非営利組織が、（非営利以外の形態を取る）社会的企業や他の組織を含めて再
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編されることでもあった［ibid., 158］。報告書では社会的企業とチャリティの関係につ
いて、「社会的企業とは、・・・法人格や法的形態の差異を超える用語」で「社会目的
のために事業を行い、資金の大半を自身で調達する組織」であり、「多くのチャリティ
は自分たちを社会的企業と考えているが、これは自身で収益を生み出し、補助金にあ
まり頼っていない、あるいはまったく頼っていないことを根拠としているから」と指
摘した。そして、多くのチャリティが「資金調達の圧力に対応して起業家精神を高め」、
「事業ベンチャーに発展している」とも評した［Strategy Unit, 2002, 14］。 
この部分は、1990年代までのチャリティ、あるいは非営利組織全般で生じた変化を
端的に表現した部分であろう。具体的には、資金調達の問題を乗り越えるために、第
4章で紹介したような「企業化」をも受容していた非営利組織側の姿勢である。それゆ
え、イギリス政府も、チャリティやボランタリー・コミュニティ・セクターなど社会
的経済に該当する組織の再整備の必要性を公式に認めたのだと言える。もちろん、企
業化を強いたのは政府自身ではあった。しかし、自助努力だけを強いるのではなく、
ブレア政権が「条件整備」の重要性を認めた点は評価できるであろう。 
またこの報告書では、チャリティでも営利企業でもない事業体の重要性を指摘して
いる。「チャリティの地位を持たない組織だが、チャリティでもビジネスでもなく、大
規模だが見過ごされやすい「中間」に該当するさまざまな組織」が存在し、「その共通
項は主として社会的目的のために活動」し、多くは利益の非分配の原則を選択してい
るとした［ibid., 24］。そして、①小規模なコミュニティ基盤型団体、②メンバーのた
めに活動する組織、③従業員所有型事業組織、④利益をあげるよりも社会的目的のた
めに活動するタイプの事業組織、が該当するとした。 
そのほか、18 万から 36万と推計されるコミュニティレベルの組織（同好会、コミ
ュニティ・ショップなど）、さらには協同組合なども、コミュニティ内の信頼関係や団
結の構築の際に重要な存在になりうると指摘した。ボランタリー・アクションに基づ
く組織が、ここでも取り上げられたのである。報告書は、これら別個に扱われていた
組織をまとめあげ、法的に再編することを狙ったものであったと言える。さらに、新
しいタイプの組織としてフェアトレード、リサイクル事業組織、ビッグイシューも取
り上げ、彼らのような社会的目的のために事業を行う革新的な組織も対象に含めてい
た［ibid.］。複雑化し、境界が曖昧な状態となっていた社会性と事業性の両立を目的と
した組織について、整理し直すという観点が強く滲み出ていた。 
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ボランタリー・セクターは国民生活に多大な貢献をしているが、彼らの潜在能力を
阻む障壁があり、政府は法律改正や規制改革で取り組むべきとしたのである［ibid., 28］。
そのための政府戦略として、①コミュニティ再生などでチャリティなどの非営利組織
が活躍できるように支援、②セクターへの公的支援の促進、③セクターの効率性向上
への支援、④セクターと政府のパートナーシップ強化の 4つのポイントがあるとした
［ibid., 32］。  
これらのうち、社会的企業と関連が深いものとして、サマーズは①と④をあげる
［Somers, 2013, 167-168］。たとえば、①では地域コミュニティの経済活動や就業力
の向上、④ではコンパクトの促進や資金調達能力の向上が掲げられていたからである。
政府の公共サービス改革とボランタリー・セクターを中心とした社会的経済の育成路
線とは、社会的企業の育成・支援というかたちでつながっていたのである。 
ただし、サマーズも指摘するように、育成・支援というのは政府の関与と同義であ
る。社会的企業を含む社会的経済セクターの自立性に与える影響は皆無とは言えなか
った［ibid., 169］。報告書では彼らの自立性が重要であると認めていたが、政府も彼ら
が機能する枠組みの設定で重要な役割を担っているとした。「政府は現代的でダナミッ
ク、かつ革新的で説明責任を持ち、また多様なコミュニティと向き合う彼らを支援し
たい」のであり、それが政府のチャリティなどボランタリー・コミュニティ・セクタ
ーに対する本戦略の目的だとした［Stragegy Unit., 2002, 7］。 
この支援の方向性自体は、資金難に陥りやすいボランタリー・コミュニティ・セク
ターにとって有益な政府の活動ではある。しかし、コントロール役あるいは規制者と
しての側面ものぞかせるものである。コンパクトで表明された「契約文化」から「パ
ートナーシップ文化」の方向性に沿っているが、その基底には何らかのかたちで政府
が彼らをコントロールするシステムも内包していたのであった。 
社会的企業を含むボランタリー・コミュニティ・セクターや協同組合、つまり社会
的経済の再編の直接的契機となる法制度の整備については、報告書の第 5章で論じら
れた。コミュニティ利益会社（CIC）とチャリティ法人（CIO）という新法人の創設、
協同組合の改編である。 
 本章では CICと CIOに絞って解説する50。まず、イギリスの社会的企業研究では必
ず触れられる CIC法人格の創設の提言である。報告書では、多くのチャリティや非営
利組織がコミュニティに存在するが小規模であり、成長すれば責任が増すにもかかわ
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らず法人格がないという問題点を指摘した。また「社会的企業」として活動している
事業組織の法人格は多様であり、法人が複数の法律（たとえばチャリティ法と会社法）
の法的規制に置かれる場合もあるとした。社会的企業側は自分たちをチャリティと区
別するが、チャリティ側で事業性を高めている団体は社会的企業と言える状況が生ま
れているとも指摘した［Strategy Unit, 2002, 50-52］。新しいアクターが登場したに
もかかわらず、現実がそれに追いついていないため、複雑な状況が生まれているとし
たのである。報告書が CIC創設を提言した狙いは、社会的企業のための法人格を創設
し、シンプルな制度設計にすべきというものだったのである。  
報告書は、社会的企業と見なせる事業組織にとっての法的課題として、①資産保護
の問題②ブランド力のなさ③資金調達の問題（特に保証有限責任会社や産業共済組合）
④登録費用の問題（特に産業共済組合の場合）の 4点をあげた［ibid., 52］。これらを
クリアする新しい法人格が CICとしたのである。資産保護のしくみの導入［後の資産
散逸防止条項］、公益テスト［後のコミュニティ利益テスト］の導入、株主への配当制
限の導入などが CICの特徴とされた。「2004年会社（監査、調査およびコミュニティ
企業）法（the Companies (Audit, Investigations and Community Enterprise) Act 
2004）」の第 2部で CIC規則が設けられ、2005年に CIC規則が成立、施行されたこ
とにより、CICは正式な制度となった。 
その後、実際に成立した CIC について、石村は「新たな“法人類型の創設”では」
なく、「営利会社のうち、社会・地域社会・生活環境の利益増進を目的とする会社を「コ
ミュニティ利益会社（CIC）」として認定・登録」する制度とした。「社会貢献をしなが
ら企業活動をする途を選択する法人向けの“新ブランド”」が設立されたと評価するの
である。ただし、石村自身も指摘しているように、登録チャリティとして活動してい
る保証有限責任会社なども CICに転換登録できるため、必ずしも営利法人に限定され
ているわけではない［石村, 2015b, 99］。そもそも、政府の CIC導入の狙いはチャリ
ティなど非営利団体が事業を行いやすくするためであったが、社会貢献と営利ビジネ
スの両立それ自体は一般的な企業でも可能であるため、この制度への参入者の幅を広
げることとなった51。結果的にどのセクターからも利用できる制度になった。 
 よりチャリティに特化した制度がチャリティ法人（CIO）である。チャリティが保
証有限責任会社や産業共済組合の法人格を取得して事業活動を行っているが、これは
チャリティ向けの法人格がないからであり、その結果チャリティは事業活動でさまざ
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まな障壁を抱えているとした［Strategy Unit, 2002, 57］。たとえば、保証有限責任会
社であれば会社法とチャリティ法から二重の規制を受ける点などである。そこで、彼
らの事業活動を行いやすくするように独自法人格の創設を提言したのである。その後、
2006年のチャリティ法の改正により第 8章に CIOを設ける規定を置いた52。ただし、
同法では骨格を規定するだけで細目は政令に委ねられ、制定作業の遅れと 2010 年の
総選挙による政権交代の影響で大きくずれ込むこととなった。最終的には 2011 年の
チャリティ法改正で第 11部に CIO に関する規定が設けられ、2012年に CIO規則が
制定されてようやく日の目を見ることとなった［石村, 2015b, 95］。 
 「民間活動と公益」は、チャリティ、ボランタリー・コミュニティ・セクター、協同
組合、そして新しいアクターとしての社会的企業を含めたイギリスの社会的経済全体
の再編を提言したものであった。「成功戦略」で取り上げた「政府による条件整備」、
とりわけ法的形態について具体的指針を示したのである。この報告書が、社会的企業
の外形を固めるための重要な第一歩であったことは明らかであろう。チャリティなど
ボランタリー・アクションに基づく団体は、この報告書によって「社会的企業化」に
大きく道を開かれたと言える。 
 
1-3 「横断的レビュー」――公共サービス改革と社会的企業 
 「横断的レビュー」では、序文で「ボランタリー・コミュニティ・セクターが公共
サービス改革や市民生活の再活性化に重要な役割を果たしうる」存在として認め、政
府だけではこのような改革を実践できないため、彼らを支援するとした。また、彼ら
と新しいパートナーシップを築き、共有する目的を補完し、社会政策全般の発展に向
けて前進すべきとあるとも強調した。これらは、「ディーキン報告」や「コンパクト」
からの一連の流れを踏まえた上でのものであることも認めていた［HM Treasury, 
2002, 3］。公共サービス改革のパートナーとして、またイギリスの市民社会の再活性
化の担い手として、社会的企業を含めたボランタリー・コミュニティ・セクターをど
のように支援するのか、省庁を横断して取り組むべきとしたのである。 
 社会的企業については、「成功戦略」での定義を踏襲しつつ、社会的企業には「価値
主導型で市場重視（Value-led, Market driven）」の性質があるとする［ibid., 2002, 23］。
そして、社会的企業は①起業家的リーダーシップを示すタイプ、②契約を結んで多様
なサービスを供給する中間組織として活動するタイプ、③特に排除されているグルー
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プを対象に職業訓練や雇用機会をつくりだすタイプ、④社会関係資本を築くタイプ、
⑤追加融資を行うタイプ、という多様な事例が存在するとした［ibid.］。上記で触れた
ように、価値重視のタイプも市場重視のタイプも含まれることとなり、社会的企業と
は、事業内容や活動の動機に左右される存在ということが強調されたのである。 
このレビューでは、最終的に 42の提言とその実行計画が明記された。社会的企業関
係では、「社会的企業への効果的な支援」という項目において、3つの提言がなされた。
その内容は、認知度の向上、信頼性を高める監査ツール、自治体や金融機関の理解の
促進を行うべき、というものであった［ibid., 44］。もっとも、基本的には社会的企業
を含むボランタリー・コミュニティ・セクター全体の公共サービスとのかかわり方や
彼らへの支援のあり方を検討するものであるため、議論はより広範なものであった。 
 提言のうち特に改革が必要な分野は、①ボランタリー・セクターの公共サービス供
給における計画段階での参画、②ボランタリー・セクターと政府・自治体の長期的戦
略パートナーシップの構築、③ボランタリー・セクターの能力向上、④契約における
フルコストリカバリ ［ー委託事業における経費の全額保障のこと］の正当化、⑤中央・
地方すべてのレベルでのコンパクト導入、とされた。これらの提言は、2003年以降に
政府が資金投入するプログラムとして実施された［中島（智）, 2016, 11-12］。 
代表的なものとして、次の 2つの事業プログラムをあげることができる。まずフュ
ーチャービルダーズ（Futurebuilders）である。これは、2003年に 1億 2500万ポン
ド（総額 2億 1500万ポンド）を投じて、公共サービス供給にかかわるボランタリー・
コミュニティ・セクターに融資する事業であった53。また、2004年からはチェンジア
ップ（ChangeUp）プログラムが実施された54。これは 10年計画の事業であり、中間
支援組織の強化を通じて第一線で活動するボランタリー・コミュニティ・セクターを
支援するものであった。両プログラムとも公共サービス供給にかかわるボランタリ ・ー
コミュニティ・セクターを主な対象として実施されたが、いずれも社会的企業を支援
対象に含むものであった。 
この報告書が、ボランタリー・コミュニティ・セクターの事業性や起業活動を重視
し、彼らの支援を中心に据えたものであったことは間違いない。ただし、「社会的企業
を含むボランタリー・コミュニティ・セクター」という表現が多数用いられており、
ボランタリー・コミュニティ・セクター全体の発展を企図する性格が強いものであっ
たとまとめることができる。 
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社会的企業よりもセクター全体に力点を置いた点について、サマーズは財務省が社
会的企業のルーツを市民社会、つまりボランタリー・コミュニティ・セクターとする
見解に立っていたからだとの解釈を提示する。この時点では、貿易産業省や内閣府は
市場志向の社会的企業解釈であり、最初の報告書が「成功戦略」であったことから、
ブレア政権では後者の見解が優勢であったとする［Somers, 2013, 177-178］。本研究
も一連の政策文書を検討した結果から、ブレア政権第 2期の社会的企業解釈において
は、サマーズの解釈（市場志向）が合理的なものであると考える。 
 
1-4 労働党政権下でのその後の展開 
 ブレア政権の第 2 期である 2002 年は、イギリスにおける社会的企業の振興にとっ
て画期をなす年であった。政府の政策用語として本格的に登場しただけでなく、いく
つかの具体的な支援プログラムも提言されたからである。では、ブレア政権第 2期以
降はどのように政策が展開されたのか、以下で簡単に触れる。 
2002年以降、社会的企業およびその基盤となるボランタリー・アクションに基づく
団体は、公共サービス改革に重要な役割を果たすことを期待され、そのために自己変
革を促されることとなった。しかし、2005 年からのブレア政権第 3 期（2005-2007）
において、政府の動向に軌道修正が見られるようになった。その象徴が、2006年に内
閣府にサードセクター局（Office of the Third Sector, OTS）が設置されたことであっ
た。同局は、貿易産業省の社会的企業室と内務省のアクティブ・コミュニティ室（Active 
Community Unit）を整理、統合して設置したものであった55。社会的企業振興策が内
閣主導となり、主管する組織名称も非営利組織の国際的名称として有名な「サードセ
クター」と変わったため、財務省の市民社会をルーツとする解釈が政権内部で主流に
なったとされる［ibid., 179］。 
同じ 2006 年には、サードセクター局から『社会的企業行動計画――新たな高みへ
（Social Enterprise Action Plan: Scaling New Heights）』が公表された。報告書では、
まず社会的企業が公平で公正な社会の実現に向けた政府の目標に貢献していると認め
た。この目標には、コミュニティ地方自治省の貧困地域対策が含まれていた。つまり、
社会的企業と地域再生政策や社会的排除対策との関連が改めて指摘されたのである。
具体的には 4つの貢献をあげた。①倫理的な市場の促進（フェアトレードを実践する
飲食店の増加）、②社会的ニーズの充足（社会的に恵まれない立場の人たちへの職業技
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能の提供）、③公共サービスの改善（公共サービスのデザインの構想）、④企業数の増
加（女性など不利な立場の人たちの起業）、であった［OTS, 2006, 13］。 
サマーズはこのうち、③の公共サービスの改善にまで踏み込んだ点について高く評
価した。というのも、それまでは社会的企業の公共サービスへの貢献に触れる場合、
供給自体やそのプロセスの改善を指摘するにとどまっていた。それが、この報告書で
はサービスの「構想」にも貢献したとしたからであった。労働党政権期において社会
的企業振興策の第 2波（第 1波はブレア政権第 2期）が訪れ、社会政策の主流にまで
なったと表現している。社会的企業政策が活動範囲の幅広さを指摘したり、セクター
としての独自性を強調したりするような初期段階のものから、初期の事業を維持し、
政府内に社会的企業を根付かせる、さらにはソーシャル・イノベーションの担い手と
して評価する次の段階へと移ったともした［Somers, 2013, 237-240］。 
 本節の最後に、労働党政権、とりわけブレア政権下での社会的企業振興策において、
チャリティや協同組合などボランタリ ・ーアクションに基づく団体が本来的に持つ「非
営利性」と、市場志向などの「営利性」との関係をどのように捉えていたかについて
まとめる。 
 この点について、ブレア政権の意図が最もよく表れていた政策文書が、「民間活動と
公益」であろう。ボランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業化が、基本方
針に据えられていたからである。実際、この文書は副題でチャリティと「非営利（Not-
For-Profit）」セクターのレビューとされ、彼らの現代化が目的とされた。前節で触れ
たが、その一環として社会的企業法人格、CICと CIO の創設が提言されたのである。
また、序章で触れたが、副題の「非営利セクター」は厳密には「営利を目的としない
（not-for-profit）セクター」、つまり協同組合などのミューチュアル組織のことである。
チャリティは序章の解釈における厳密な意味での「非営利（non-profit）」組織となる
ため、副題は「チャリティおよび広範な営利を目的としない
．．．．．．．．．
セクターに関するレビュ
ー」（傍点筆者）がより正確な訳となる。これらは、サードセクターあるいは社会的経
済、本研究の用語であれば「ボランタリー・アクション」のことである。 
ブレア政権にとって、ボランタリ ・ーアクションに基づく団体の社会的企業化とは、
営利と非営利の混合を進めるというよりは、「営利を目的としない」セクターがいかに
事業活動を行いやすくするか、という点にあったと言える。たとえば、CICも営利法
人も参入できるしくみとしながらも、配当制限や利子制限の制度を設けている56。CIC
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の目的が「“配当の極大化”ではなく、“コミュニティの利益増進”」にあるからである
［石村, 2015b, 104］。ボランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業化を図る
際に、営利性の導入は手段であって目的ではなかったと言える。 
 
 
2 事例から――ボランタリー・アクションの社会的企業化 
 本節では、ボランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業化そのものを検証
する。政府の政策以前から自発的に起こった先行事例、および政策実施後に設立され
た団体の事例を取り上げる。社会的企業化の内実が把握できるのではないかと考える。 
イギリスにおいて、政府の社会的企業振興策の実施以前におけるボランタリー・ア
クションに基づく団体の「社会的企業」化は、を扱った最初期の代表例のひとつが、
すでに紹介したレッドビーターの『社会起業家の台頭』（1997年）であろう。 
同書は、社会的企業の設立や運営に携わり、社会問題の解決に取り組む「社会起業
家」について、実践事例から概念化を提唱したものである。社会的企業そのものでは
なく、その団体の設立者や改革者を社会起業家と位置付けて、彼らの活躍にスポット
ライトを当てたのであった。同書が出版された時点では、社会的企業が一般的ではな
かったからとも言える。実際、協同組合運動から発展した SELの設立は 1998年であ
り、政策用語として社会的企業が登場するのは数年後だった。とはいえ、その社会起
業家たちが立ち上げた組織が、「社会的企業」であることは間違いない。 
ここで、レッドビーターの取り上げた事例を簡単に紹介する。2000年代にニューレ
イバー政権の下で社会的企業振興策が開始される前に、どのような組織や個人が、社
会的企業や社会起業家の代表例として中道左派系、つまり労働党と政治的に近い立場
ということになるシンクタンクに取り上げられたかを確認することが重要であると考
えるからである。レッドビーターが実践事例として取り上げたのは、①ブロムリー・
バイ・ボウ・センタ （ーThe Bromley by Bow Centre）、②マイルドメイ・ミッション・
ホスピタル（The Mildmay Mission Hospital）、③カレイドスコープ・プロジェクト
（Kaleidoscope Project）、④ユース・チャータ ・ーフォ ・ースポーツ（The Youth Charter 
for Sport）、⑤エルドニアン・コミュニティ住宅協会（The Eldonian Community Based 
Housing Association）の 5事例である［Leadbeater, 1997, 27-52］。 
 ①は 1984 年にロンドンで設立、教会を拠点として地域コミュニティの再生活動に
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取り組む団体である。②は 19世紀にロンドンで設立、1982年に国の社会保障支出削
減のあおりで閉鎖が決定されたが、エイズ患者のケアや治療の専門的病院として再生
した事例である。③は 1968年にロンドンで設立、当時NHSで未対応であった若者の
薬物問題を取り上げ、薬物中毒問題に取り組む団体である。④は 1996 年にマンチェ
スターで設立、社会に不満を持つ若者も著名なスポーツ関係者には尊敬の念を抱くこ
とを生かし、彼らと連携してスポーツ奨励事業で若者の非行防止に取り組む団体であ
る。⑤は 1978 年にリヴァプールで設立、貧困地域での住宅建設によって地域再生事
業に成功した事例である。なお、これらの団体の法人格は、①から④は登録チャリテ
ィ、⑤は住宅公社（Housing Corporation）と友愛組合（法的には「コミュニティ利益
組合（BenCom）」）である。 
 第 5章の歴史的展開の記述に従ってこれらの団体を分類するならば、③は、第 2次
世界大戦後のチャリティなどボランタリー・アクションに基づく団体の新しい運動に
当てはまるであろう。⑤は、1970年代後半に盛り上がった新しい協同組合運動の流れ
をくむものであろう。②は、1980年代の政府の補助金削減の流れで生き残りをかけて
転換を図った伝統的チャリティと言える。①は、1980年代のイギリス経済の不振で苦
境に立たされていた貧困地域の再生を目的にコミュニティを対象としたビジネスを立
ち上げ、地域の再生および政府に頼らない自立を目指したチャリティであろう。ここ
は、第 6章の地域再生政策とも関連するタイプである。④は、若者の反社会的行動の
抑止にスポーツを取り入れた、新しい活動を行うタイプのチャリティであろう。 
 上記の分類からは、いずれもボランタリー・アクションに基づく団体が、本研究で
述べてきた歴史的展開にそって「社会的企業」化を果たしたと言える。むしろ、団体
設立のきっかけとなった社会問題や団体をめぐる経済社会的環境の悪化に対して、ボ
ランタリー・アクションに基づく団体が、社会的企業の先駆けとして主体的に活動し
た結果であった。具体的に言えば、③は 1960年代の薬物問題、⑤は 1970年代の貧困
と住宅問題、①は 1980年代の貧困地域のコミュニティ再生の問題、④は 1990年代の
若者の反社会的行動の問題、②は団体をめぐる環境の悪化への対抗、という問題を解
決するための「ボランタリー・アクション」だったのである。 
 第 2 章で紹介したパーティシプルは 2007 年設立であり、社会的企業振興策の実施
後のケースである。多問題家族支援のために開発した Life Programmeに見られるよ
うに、新しいアイデアで公共サービス改革に行政と連携して取り組むタイプの社会的
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企業であった。パーティシプルは上記の 5 つの事例のタイプには当てはまらない。む
しろ、6 番目のタイプ、つまり社会的企業振興策実施後に行政とのパートナーシップ
で公共サービス改革に取り組むタイプ、ということになるであろう。 
パーティシプル以外にも、筆者はいくつかの社会的企業に視察している。このうち、
チャリティに該当する 2つの社会的企業を以下で簡潔に紹介する。 
まず、第 6章でも紹介したメイナーハウス開発トラスト（Manor House Development 
Trust）である（2017年 3月視察）。ロンドンのハックニー特別区で活動している社会
的企業であり、法人格は保証有限責任会社、登録チャリティである。同区内の貧困地
域の再開発および再生を目的に、自治体からの資金をもとに設立された団体である。
若者向けの就労支援事業のほか、コミュニティセンターを運営し、住民の居場所づく
りも行っている。そのほか、全国宝くじ基金から助成を受けて地域住民の健康・ウェ
ルビーイングの向上を図る事業を展開するなど、地域の福祉を増進することを目的に
活動をしている［Manor House Development Trust, 2016a］。 
一方で、退役軍人の社会復帰支援といった伝統的にチャリティが取り組んできた活
動も行っている。行政による社会復帰支援事業がうまく機能していないことに着目し、
ハックニー特別区や国防省からの資金を受けて始めた事業である。彼らの社会復帰に
は、コミュニティへの帰属意識を高めること、その前提として自尊心の向上が不可欠
とした。そこで、コミュニティでのボランティア活動への参加、職業訓練コースの提
供といったコミュニティとのつながりの回復、将来に希望が持てるような支援（就労
という面で）を個別に実施したのであった。自己評価レポートでは、プロジェクトに
参加した退役軍人の 100％が自分の価値を実感し、プロジェクト後にどこにサポート
を求めるかがわかったとした。また、86％が将来に希望が持てるようになり、82％が
自尊心やコミュニティへの帰属意識が高まったとした。さらに、77％がやる気が高ま
り、仕事に就けるのではないかと感じ、実際に 64％が自身の生活基盤を築けたという
ことであった［Manor House Development Trust, 2016b］。メイナーハウス開発トラ
ストは、典型的な地域に根差したチャリティ、かつ社会的企業であると言える57。 
この団体は、上述のレッドビーターの紹介に従った活動内容のタイプ分けからすれ
ば、①ブロムリー・バイ・ボウ・センターに近いと言える。ただし、設立の経緯から
すれば、パーティシプルのように公共サービス改革に主眼を置いて行政とのパートナ
ーシップ関係を基盤に活動する団体でもあった。この点では、まさに当時の労働党政
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権が思い描いていた、ボランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業化、厳密
には設立時ですでにその方向だったと言えるが、そのわかりやすい事例であろう。 
次に、アドレナリン・アリー（Adrenaline Alley）である。ノーザンプトンシャーの
コービーに拠点を持つ登録チャリティである（2013年 8月視察）。設立のきっかけは、
創設者のマンディ・ヤング（Mandy Young）の息子が、いじめで暴行を受けたことで
あった。息子は自宅に引きこもるようになったが、以前から愛好していたスケートボ
ードだけは続けたこと、また息子の友人との会話から若者の社会化と自尊心を高める
場所が必要だとの認識に至ったことで、若者の反社会的行動の防止に役立つスポーツ
施設の運営を思い立ち、前身団体を設立したのであった［Young, 2010］。 
ヤングが着目したのは、スケートボード以外に BMX（バイシクルモトクロス）であ
った。現在では、拠点であるコービーにヨーロッパ最大級のインドアスポーツ用の施
設を運営ほどにまで成長している。視察時点では、収入モデルは基本的には会費や使
用料であり、一部自治体からのローンという構造であるとのことであった。事業収入
は全体の 80％を占めているとのことであり、上述のメイナーハウス開発トラストと比
較すれば、独立採算制のスポーツ施設運営法人というのが実態であると考える58。 
この団体は、端的に言えば商業ベースでの成功を収めた組織であろう。組織のミッ
ションは、レッドビーターの事例で言えば④ユース・チャーターが近いと言える。し
かし、アドレナリン・アリーはユース・チャーターとは異なり、自前の施設の利用料
などで収益の大半を上げる「企業」的なチャリティである。この点は、レッドビータ
ーの分類やパーティシプルの事例と異なる。また、第 3節で取り上げた CICのなかに
は、チャリティではないと明確に否定する企業もある（たとえば、註 50で取り上げた
Goodwill Solutions社）。その意味では、アドレナリン・アリーは、チャリティなどボ
ランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業化という現象が、わかりやすいか
たちで生じた事例とも考えられる。ミッションの社会性は高く（若者の反社会的行動
の防止）、法人格は登録チャリティ、収入の大半は自前の事業、という政府の社会的企
業振興策の意図からすると、きわめて優良なケースだったと言える。 
先行事例と調査から見えてくるのは、設立の時期がいつであろうとも、どの組織も
主体的に問題に取り組むところから事業を始めている点である。そこには、ボランタ
リー・アクションに基づく団体、とりわけチャリティによく見られる、政府介入前に
自分たちで問題に取り組む性質が明確にある。他方、行政の補助金に頼れない状況を
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乗り越えるために、事業の積極的展開や民間からの資金調達によって組織の「企業化」
あるいは「商業化」を行った団体が多いことも指摘できる。イギリスにおける非営利
組織の「社会的企業化」がどのようなものか、これらの事例は示してくれる。 
上記の事例はいずれのケースも厳しい状況の中において自力で問題に対処するため
に、事業収入や資金調達に注力した。その姿勢は、「自立」といってよいであろう。だ
が、この「自立」にこそ、一筋縄ではいかない側面があるのである。次節では、この
「自立」に踏み込んで分析する。 
 
 
3 社会的企業と政策イデオロギーⅠ――キャメロンの「ビッグ・ソサエティ」 
本研究は、イギリスにおける社会的企業の起源を解明し、現代におけるに登場のプ
ロセスを追究することをテーマとするものである。前節までにおいて、これらの点を
明確にできたと考えるが、その後の展開については触れていない。そこで本節および
次節では、社会的企業振興策の背景にある政治的イデオロギーを分析する。この政策
に潜む政治的志向性、またボランタリー・アクションに基づく非営利組織に社会的企
業化を促す推進力を検証し、振興策の与えた影響を分析することとする。 
イデオロギー分析の重要性は、労働党政権で始まった社会的企業振興策が、2010年
からの保守党と自由民主党のキャメロン連立政権においても否定されず、原則的に継
続した点にある。一般に支持階級が異なるとされる左右の 2大政党が、社会的企業振
興策を継続したのである。少なくともこの政策に関しては、両党に通底するイデオロ
ギーがあると考えられる。この点を追究するのは、社会的企業と政治の関係を分析す
る際に外せないであろう。 
新政権が前政権の政策を転換することは珍しいことではない。2010年のイギリスに
おける政権交代後も、本研究の関連では地域再生政策が影響を受けた。関連事業は継
続されず、地域戦略パートナーシップ（LSP）も、地域の公共サービス改革にかかわ
る協定が廃止され59、影響力を失った［Rees et al., 2012, 5; Sandford, 2011, 6-7］。と
ころが、社会的企業振興策は継続したのである。地域再生政策と社会的企業振興策は、
労働党政権では同一線上にあった。連立政権は労働党政権の地域再生政策は否定した
ものの、その中にある「社会的企業」というコンテンツは残したのである。ここに両
政権の社会的企業をめぐるイデオロギーの相違点と共通点があると考えられる。 
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まず、保守党が野党時代に発表した「ビッグ・ソサエティ」の政策理念は、社会的
企業と関係が深いものである。これは、2010年総選挙前に発表された政策文書「ビッ
グ・ソサエティの構築（Building a Big Society）」（以下、「構築」）で唱えられた。総
選挙後に保守・自民両党の政策合意として、「ビッグ・ソサエティ」が結ばれている60。 
「ビッグ・ソサエティ」の定義は、①より高いレベルの個人、専門家、市民および
企業の責任が伴う社会、②課題を解決し、自分自身の生活やコミュニティの改善を行
うために、人々が協力し合う社会、③進歩を導く力は、社会的責任であり国家による
統制ではない社会、とされる。そして、「ビッグ・ソサエティ」における主要課題は、
ⅰコミュニティに対するより多くの権限付与、ⅱコミュニティでの活動的な役割の奨
励、ⅲ中央政府から地方自治体への権限移譲、ⅳ協同組合、共済、チャリティおよび
社会的企業の支援、ⅴ政府データの公表、とされた［中島（智）, 2016, 16-19］。 
市民社会側に対して、国家の役割の代替を望む期待が滲み出ている内容である。そ
こに社会的企業を持ち込んでいた。主要課題のⅳである。ここでは、銀行の休眠口座
を資金として活用し、社会的企業やチャリティなどに資金提供する「ビッグ・ソサエ
ティ・バンク（Big Society Bank）」の設立が主張された。この構想は、後に「ビッグ・
ソサエティ・キャピタル」（Big Society Capital）と名称を変えて実現する。 
しかし、社会的企業への着目は、最初に発表された「構築」の方が明確であった。
「構築」では、重要政策の筆頭に「公共サービス改革を行うにあたって、社会的企業
に手助けしてもらうために、彼らを強化し、サポートする」と社会的企業振興策を掲
げていた［Coservative Party, 2010, 2］。一方、労働党政権の公共サービス改革は、た
とえばフューチャービルダーズの事業などは資金をばらまいただけで失敗であり、社
会的企業には十分な支援を届けることができていなかったと批判した。それに対して、
保守党はコミュニティ基盤型の社会的企業に十分な資金を提供し、公共サービス改革
につなげるとしたのである［ibid., 3］。その資金の提供元が「ビッグ・ソサエティ・バ
ンク」と構想したのである。社会的企業の振興資金を行政が補助金として提供するの
ではなく、金融市場に疑似的な資金供給スキームを構想していたのである。 
そのほか、ネイバーフッドへの権限移譲を強調した。公園や図書館などの運営の継
承、地域が所有する資産の売却に対する拒否権など、ネイバーフッドレベルでの地域
運営の決定権を与えるという構想である。これは、2011年地域主義法（Localism Act 
2011）として結実した。コミュニティに対して、自治体の資産のなかで自分たちにと
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って有用なものを購入できる権利、ボランタリー団体などが自治体の提供するサービ
スを自分たちで提供したいと申請できる権利など、地域のことは地域で決めることが
可能、という分権志向を明確にしたのである［中島（智）, 2016, 20-21］。 
公共サービス改革では、2012年公共サービス（社会的価値）法（Public Service (Social 
Value) Act 2012）が成立した。同法では、公共団体がサービスのコミッショニングや
調達を行う際に、サービスが当該地域の経済、社会、環境を改善できるか検討するよ
う求めるものである。SEUKは、社会的企業やボランタリー・セクターがサービスの
コミッショニングや調達に際して、契約を勝ち取りにくい状況を変化させる狙いがあ
る、と同法を解説した［SEUK, 2012］。コミュニティで異なる「社会的価値」を生み
出すことを契約条件とすることにより、営利企業や大規模な非営利組織にばかりに契
約が偏らないように図ったものであるといえる。 
一連の「ビッグ・ソサエティ」政策は、一見すると地方分権を推進する意欲的な改
革であった。労働党政権の地域再生政策や公共サービス改革は単なる資金のばらまき
であり、「大きな政府」志向のものだと否定したが［Coservative Party, 2010］、労働
党政権が地域再生の重要な担い手とした社会的企業、チャリティ、ボランタリー・コ
ミュニティ団体、協同組合などは、そのままビッグ・ソサエティの担い手とした。ビ
ッグ・ソサエティには、中央政府による地方へのコントロールを否定し、地方のこと
はその地域の市民社会の担い手で決めるべきという思想が根底にあったと言える。 
じつは、この政策の源流は保守党の 2008年の政策文書にあった。「より強い社会に
――21世紀のボランタリー・アクション（A Stronger Society: Voluntary Action in 
the 21st Century）」（以下、「21世紀」）である。副題に「ボランタリー・アクション」
と付いているように、序文でキャメロン党首はベヴァリッジの『ボランタリー・アク
ション』の一節を引用したのであった［Conservative Party, 2008, 4］。それは、第 2
章でも紹介したが、国家がすべてを監視する全体主義社会に対して、自助と助け合い
を基本とするボランタリー・アクションの「活力と豊かさ」が、「自由社会の徴表」で
あり、「イギリス社会の顕著な特徴」とする箇所であった［Beveridge, 1948, 10］。 
同報告書では、公共サービス改革においてチャリティやボランタリー・セクターに
サービス提供を委託するとしても、それは税金で賄うべきではないと主張した
［Conservative Party, 2008, 58］。また、社会的企業の発展が不十分だったのは政府
が税金で支援していたからだとした。社会的企業のさらなる振興には、社会的投資の
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ための市場の発展が必要とし、（政権交代後の自分たちの）政府の重点施策とすべきと
したのである。そのほか、後の「ビッグ・ソサエティ・キャピタル」につながる所有
者不明の資産を活用した「社会的投資銀行（Social Investment Bank）」の構想なども
発表していた［ibid., 48-50］。 
さらに、翌 2009年にはヒューゴ・ヤング記念講演（Hugo Young Lecture）61にお
いて、労働党政府の国家主義的志向を厳しく批判し、その中で「ビッグ・ソサエティ」
の表現を用いたのであった。また、公共サービス改革においても、社会的企業やチャ
リティの活用も訴えた。「ビッグ・ソサエティ」は、2008年の「21世紀」報告および
2009年の講演を経て練り上げられたものだったのである。 
この一連の過程から、以下の点が指摘できる。まず、「ボランタリー・アクション」
を用いていることが象徴的であるが、「市民社会」の強調である。ベヴァリッジの「ボ
ランタリ ・ーアクション」にもある、自立した市民による自助と助け合いによる社会、
という一面をうまく借用したのである。実際、「21世紀」の序文でキャメロンは、「ボ
ランタリー・セクターを構成するのが、チャリティ、社会的企業、協同組合、コミュ
ニティ団体」であり、「サードセクターと呼ばれるのはまったくもって不正確」と手厳
しく批判した［Conservative Party, 2008, 4］。労働党政府の設立したサードセクター
局（OTS）は失敗とし、保守党が政権を獲得すれば「市民社会局（Office for Civil Soceity, 
OCS）」を設置するとした［ibid., 74-75］。公共セクター、営利セクターでもない、「第
三」のセクターを意味する「サードセクター」をいかに嫌悪していたかがわかる。公
共サービス改革、その助力を願うグループは、「市民社会」だという主張である。 
次に、行政の補助金による「サードセクター」あるいは「市民社会」への支援に対
する強烈な拒否感である。「21 世紀」の冒頭においてベヴァリッジの全体主義社会批
判を引用したように、「市民社会」が地域の問題に自発的に対処することこそが、公共
サービス改革にとって不可欠という意識である。政府は、あくまで彼らに資金が融通
されるようにサポートするだけなのである。納税者の意向とは関係なく「サードセク
ター」あるいは「市民社会」へ補助金などのかたちで税金が配分されるような優遇は
やめるべきという主張となる。これが、後の「ビッグ・ソサエティ・キャピタル」の
設立や社会的投資市場の整備といった政策につながったのである。 
そして、この「市民社会」を意味するものがチャリティや社会的企業、協同組合と
いったボランタリー・アクションに基づく団体なのであり、とりわけ事業性を強調す
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る社会的企業は、まさに好都合の存在だった。前節において、労働党政権の社会的企
業振興策は、当初は起業家思考が強かったものの、政権末期には非営利セクター（サ
ードセクター）を基盤とする性格を強調するようになったと指摘した。その意味では
「ビッグ・ソサエティ」も同じ流れにあるのだが、政府との関係性や資金の獲得方法
が真逆となったのである。この点は、「ビッグ・ソサエティ」の背景にある政治的言説
や政策イデオロギーの考察を加えることで明らかにできると考える。 
  
 
4 社会的企業振興策と政策イデオロギーⅡ――「ひそやかな新自由主義」 
第 6章で触れように、デービスは労働党政権の地域再生政策に対して、効率化を優
先させる傾向を見ていた［Davies, 2000; Davies, 2004］。その傾向には、市場原理を
強調する新自由主義的な性質が背後にあるとの分析もなされていた［Davies, 2002; 
Geddes, 2006; Davies, 2011］。それゆえ、地域再生政策のかなめである「ローカル・
ガバナンス」、およびネイバーフッド（自治体内小地域）レベルでのガバナンスには、
新自由主義のイデオロギーに顕著な「自立」の倫理が潜んでいることが指摘された
［Davies et al., 2012］。さらに、この新自由主義には、多様な形態があれども、市場
の拡大、国家改造、市民団体の参加という特徴があったとデービスは指摘する［Davies, 
2011, 108］。そこから、一方には自由放任（レッセフェール）と国家の公共サービスか
らの撤退、もう一方には政府が主導する新たな市民の行動原理および実践の積極的育
成、という範囲での連続体としたのである［Davies et al., 2012, 2202］。 
労働党政権では、行政とボランタリー・セクターのパートナーシップ関係が強調さ
れた。これは、先ほどの新自由主義の特徴で言えば、「市民団体の参加」という点で間
違いなく共通する。パートナーシップは、上述の連続体の「政府が主導する新たな市
民の行動原理および実践の積極的育成」という部分をとりわけ強調したものというこ
とになる。そして、起業家精神、自立、市民社会内の信頼といったものを強調するた
め、その部分を新自由主義的立場のグループからもそれらを促進するよう利用される
ことにつながる［ibid.］。 
これが、「ビッグ・ソサエティ」が国家の役割の縮小を標榜して労働党政権の地域再
生政策を否定しつつ、その政策の柱でもあった市民やコミュニティの地域での意思決
定への参加は、「自立」をより強調させるかたちで残した理由である。労働党政権下で、
106 
 
公共サービス改革の新たな主体として期待された「社会的企業」についても、補助金
ではなく、社会的投資といったかたちでの市場からの融資で運転資金を調達し、サー
ビス供給にかかわることを求めたのである。これも新自由主義的な「自立」の価値観
からすれば、論理的に矛盾はなかったと言える。 
また、コルベットらは、「ビッグ・ソサエティ」は保守的なコミュニタリアニズム（共
同体主義）とリバタリアン・パターナリズムの混合物であり、「自由市場と社会的連帯
の理論、後者はヒエラルキーとボランタリズムを基盤するが、この両者を統合する長
期ビジョンで構成される」と指摘した［Corbett et al., 2013, 455］。上述のリバタリア
ン・パターナリズムとは、「権力的強制に頼ることなく、すなわち、行為者の選択の自
由を狭めることなく（リバタリアン）、一定の有益な行動を促し、あるいは有害な行動
を控えさせることで行為選択者当人の状況を改善させるべく働きかける（パターナリ
ズム）手法」というものとされる［那須, 2016, 2］。つまり、一見すると行為選択者（た
とえば市民や非営利組織）には選択肢が多様なようだが（サービス供給への参加、地
域の資産の購入など）、実際は政府など権力者側が望む方向へ誘導する（公共サービス
改革による政府の財政負担の軽減など）、ということである。 
この捉え方は、デービスなどの労働党政権のパートナーシップ政策には新自由主義
的な性質が潜んでいる、との批判に通じる点がある。たとえば、新自由主義は反国家
的ではなく、むしろ国家の役割に積極的な側面があり、それが自分たちの望む方向へ
「強制」し、市民などを「規制」すると指摘している［Davies, 2011, 110-111］。これ
は、コルベットらの見解、とりわけリバタリアン・パターナリズムに近いであろう。 
もちろん、労働党政権の地域再生政策やボランタリ ・ーセクターの活用（たとえば、
「コンパクト」）、そして社会的企業振興策は、新自由主義へ振り切れていたわけでは
なかった。あくまでその傾向があったということである。「ビッグ・ソサエティ」では、
これらの政策を取捨選択する際に、「社会的企業」をことさら重視したのであった。コ
ルベットらの言う自由市場と社会的連帯の統合に好適と思われたからである。 
上記で論じてきたように、チャリティなどの社会的企業化を触れる際には、やはり
新自由主義の影響という論点は避けては通れないということである。この社会的企業
と新自由主義という論点について、ニコルズらは、T.クーンのパラダイム論および P.
ホール政策パラダイム論（政策決定は科学的実践よりもイデオロギー的かつ規範的に
行われるという制度論見解）を援用して分析を行っている。彼らは、1980年代以降の
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イギリスにおける社会政策のパラダイムシフトを分析し、そこから社会的企業と新自
由主義の関係を析出した。骨子は次の通りである。 
まず、政策パラダイムをマクロ、メゾ、ミクロの 3つのレベルに分け、入れ子構造
にあるとする。ミクロレベルが社会的企業パラダイム、メゾレベルが福祉複合体（福
祉の混合経済）パラダイム、マクロレベルが新自由主義パラダイム、とした。政策パ
ラダイムを入れ子構造としたため、ミクロレベルの社会的企業パラダイムは、メゾレ
ベルの福祉複合体パラダイムに収まり、その福祉複合体パラダイムはマクロレベルの
新自由主義パラダイムによって枠付けられているとしたのである［Nicholls et al, 
2017, 323-324］。そのイメージが図表 11である。 
 
図表 11 入れ子構造の政策パラダイムにおける社会的企業 
マクロ 
 
 
メゾ 
 
 
ミクロ 
 
出所：Nicholls et al.［2017］, p. 327 
 
 ニコルズらは、マクロがメゾの政策パラダイムを、メゾがミクロの政策パラダイム
を枠付けする、つまり下位の政策パラダイムは上位の政策パラダイムの規範の中で政
策を形成するとしたのである。彼らの見解では、1979年から 90年にかけてのサッチ
ャー政権期において、ケインズ的な社会民主主義から新自由主義にマクロレベルの政
策のパラダイムシフトが生じ、それ以降はマクロレベルでは新自由主義のパラダイム
とする。したがって、社会サービス分野でのミクロレベルの政策パラダイム、つまり
社会的企業パラダイムは新自由主義を基調とするものとなる［ibid., 326-327］。 
 もちろん、ブレア労働党政権は、市場の失敗として社会的排除対策の観点から社会
サービス分野の政策を変更した。また、社会的企業などサードセクターを相補的なパ
政治経済システム 
福祉 経済 安全保障 
社会的企業 社会的投資 
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ートナーとして公共サービス改革にも取り組んだ［ibid., 330-332］。以前の保守党政権
と比較するならば、ミクロレベルでブレア政権は政策変更を行ったことになる。 
しかし、ニコルズらの見解では、個別政策で方向性の変更は生じたが（たとえば、
コンパクトによるサードセクターの活用など）、マクロのパラダイムシフトが生じてい
ない以上、ミクロでも根本的な政策パラダイムの転換は生じていなかったということ
になる。それゆえ、「ニューレイバー政権下での社会的企業政策とは、伝統的でコーポ
ラティスト的な福祉国家が公然と市場化および民営化されているという見解を抑える
ための「ひそやかな自由化（liberalization by stealth）」…のプロセスの一例」であり、
ビッグ・ソサエティはその傾向を推進するものとしたのである［ibid., 338］。 
とはいえ、社会的企業振興策が政権交代以降も継続したことは事実である。セパル
ベーダは、社会的企業は「民営化のための煙幕」という傾向があったことは認めつつ、
むしろあまり政治的・イデオロギー的ではなかったからこそ、両党にとって受け入れ
可能だったのではないかと指摘する［Sepulveda, 2015, 857］。労働党といった中道左
派にとって、社会的企業の活用は単純な民営化ではないという点が、たとえば公共サ
ービスが理論的にはコミュニティの管理下にあるとされた点が受け入れられたとする。
チャリティなどの活用、および彼らの社会的企業化が政策のポイントだったからであ
ろう。保守党など中道右派では、公共サービスにおける国家の関与を最小限に抑える
点（たとえば、教育や福祉）が、また契約をめぐって社会的企業がチャリティや営利
団体と競争する点が受け入れられたとする。国家の役割の縮小や競争に基づく市場原
理が、社会的企業振興策にはあると読み取ったからと言えるであろう［ibid.］。 
つまり、社会的企業振興策には、市場化や民営化といった新自由主義イデオロギー
が強く前面に出ているわけではなかったため、労働党など中道左派から受容できたと
いうわけである。そして、保守党など中道右派にとって、ニューレイバーの社会的企
業振興策は、換骨奪胎すれば自分たちの追求する政策イデオロギーを実現できるもの
として、「ビッグ・ソサエティ」に取り込んだというわけである。ニコルズらの言う「ひ
そやかな自由化」、つまりミクロレベルでの社会的企業パラダイムを規定するマクロレ
ベルでの新自由主義パラダイム、これがうまく作動している状況について、セペルベ
ーダ自身は狙っていたわけではないが、わかりやすく説明したと言える。 
さらに、現実の政治経済の変化もこの政策イデオロギーを後押しした。2008年に発
生した世界規模での金融危機に伴う景気悪化が原因であった。キャメロン政権は、
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2010年の政権発足から緊縮財政を打ち出し、地方自治体は予算削減に苦しめられるこ
ととなった。たとえば、レスターにおいて緊縮財政が地域のガバナンス構造に及ぼし
た影響に関する事例研究では、2015年までにリージョンレベルで 1億ポンド以上の予
算削減に直面したことを指摘している。そのため、たとえばホームレス関連の予算は
30％削減され、それに伴う簡易宿泊所の閉鎖といった深刻なサービス低下に見舞われ
ていたのであった［Davies et al., 2016］。ビッグ・ソサエティの背後にある新自由主
義パラダイムは「自立」を促すものであるため、緊縮財政の採用にためらいがなった
とも言える。社会的企業振興策が、この政策パラダイムに組み込まれていることは何
度も指摘した。緊縮財政と社会的企業振興策、とりわけビッグ・ソサエティ以降の施
策は、イデオロギー的に切り離して論じることは不可能ではないかと考える。 
次節ではマクロレベルでの新自由主義パラダイムが支配的な状況において、ミクロ
レベルでどのようにボランタリー・アクションに基づく団体が事態に対処しているの
かを紹介する。 
 
 
5 チャリティの「商業化」 
 本節では、チャリティなどボランタリー・アクションに基づく団体の「社会的企業
化」について、収益構造の変化という側面から検証を行う。とりわけ、チャリティが
事業収入を高める点に着目する。キーワードは、「商業化」である。第 4章で触れたよ
うに、ナショナルトラストのような伝統的チャリティが、1980年代以降の補助金削減
といった課題に対処するため、事業収益を上げることで組織の企業化あるいは商業化
を進めていた。このような変化は、ナョナルトラストに限った展開ではなかった。そ
の代表的なものが、チャリティ・ショップの増加である62。 
チャリティ・ショップの起源は、19世紀後半の救世軍（Salvation Army）経営の小
売店にあるとされる。第 2次世界大戦後には、現在のイギリスで知られている形態の
チャリティ・ショップをオックスファム（Oxfam）がロンドンで初めて開店した（1947
年事業開始、1948 年開店）。その後、他のチャリティもショップを開店することで増
加したが、転機が訪れる。やはり 1980 年代以降の政府による社会サービス支出削減
の影響である。チャリティ側も、自分たちの活動を安定的に続けるためには事業収益
を増やし、自主財源の確保が不可欠だという認識に至った。その結果、1985年以降に
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急増したとされる。その後、チャリティ・ショップによる小売業は、チャリティ側が
事業収益を上げる手段として最も人気のあるものとなった［Horne et al., 2002, 1-5］。 
小規模な団体の出店や店舗の入れ替わりの激しさなどもあり、チャリティ・ショッ
プの正確な統計は困難だが、大手チャリティ・ショップはデータが入手しやすいため、
傾向が把握しやすいとされる。たとえば、ホスピスの運営団体「スー・ライダー（Sue 
Ryder）」のチャリティ・ショップは、1982年の 126店から、1992年には 451店、97
年には 585店と増加した。また、53の大手チャリティの運営するチャリティ・ショッ
プが、1990年から 98年にかけて約 2倍に増加したことが判明している（図表 12）。
2000年時点では、6000超の店舗、3億 5000万ポンドの売り上げを誇り、有給スタッ
フの増加といったチャリティ・ショップの「プロ化」の現象を伴っていたと指摘され
る。さらに、一般の小売業者、地域の小売店との競争を引き起こし、彼らからの反発
も招いたとされる。仕入れに費用がかからず、スタッフの多くをボランティアに頼る
ことができるため、一般の小売店には脅威となったからである［ibid., 5-9］。 
 
図表 12 53のチャリティが持つチャリティ・ショップ数の推移（1990-98年） 
年 ショップ数 
1990 2,852 
1991 3,097 
1992 3,476 
1993 3,783 
1994 4,009 
1995 4,199 
1996 4,454 
1997 6,238 
1998 5,771 
出所：Horne et al.［2002］, p. 6. 
 
このデータからは、1980年代から 90年代にかけて、チャリティが新たな収入源と
して小売業に期待して進出し、チャリティ・ショップを増加させたことが読み取れる。
そして、拡大とともに「プロ化」や「商業化」の現象も生じたということである。 
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この商業化の傾向について、マッケイらは 2000 年代のデータを用いて、チャリテ
ィ・ショップに限定せず、チャリティ全体［チャリティ委員会に登録の団体の意味］
の収入構造から分析を行った。彼らは、収入構造の変化を「市場化」とし、「市場化」
とは、非営利組織の伝統的財源である補助金や寄附が、事業収益に置き換えられるも
のとした［McKay et al., 2015, 340］。この点について、ニコルズは、当時の労働党政
権がチャリティの収入構造の変化を促し、それがチャリティの商業化を推し進めたか
らとした。ビジネスライクな組織へと変化を強いたとしたのである。そこには、第 4
章で触れた制度的同型化の圧力があったとした［Nicholls, 2010, 623］。 
上記の点を踏まえ、マッケイらは 2000 年代にチャリティがより事業収入に頼るよ
うになったことを明らかにした。彼らは、まずチャリティなどボランタリー・セクタ
ー全体の収入について、NCVO のデータで 2000 年度から 2007 年度にかけて、事業
収入の増加によってチャリティ全体の収入が徐々に増加した点を指摘した。より詳細
な傾向を描くために、チャリティ委員会登録済みのチャリティに関するデータベース
（Guidestar UK）を活用し、2003 年度から 2007 年度にかけてのチャリティの収入
構造を事業収入とボランタリー収入に区別して算出した（図表 13）。彼らの分析によ
って、労働党政権期においてチャリティなどボランタリー・セクターは、事業収益へ
の依存度を徐々に高めていたことが判明したのである［McKay et al., 2015, 343-346］。 
 
図表 13 事業収入とボランタリー収入*の割合の変化（単位：ポンド） 
年 平均収入 平均的な
事業収入 
事業収入
の割合 
平均的な
ボランタ
リー収入 
ボランタ
リー収入
の割合 
団体数 
2003 £967,272 £493,221 51% £418,247 43% 15,412 
2004 £1,085,852 £560,191 52% £456,768 42% 14,317 
2005 £1,195,861 £640,839 54% £488,959 41% 14,042 
2006 £991,565 £537,991 54% £407,695 41% 18,385 
2007 £1,186,960 £654,693 55% £483,519 41% 15,468 
＊ボランタリー収入とは、寄附や補助金など「もらった収入」の意味 
出所：McKay et al.［2015］, p. 346. 
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同じく、2014年の NCVOの年鑑では、チャリティに限らずボランタリー・セクタ
ー全体の事業収入とボランタリー収入（寄附や補助金など「もらった収入」を指す）
の 2000年度から 2011年度のそれぞれの合計額の推計を出している（図表 14）。2003
年度に事業収入が約 165億ポンドに対して、ボランタリー収入が 156億ポンドと事業
収入が逆転し、以後は基本的にその差が拡大していることがわかる。比率では、2011
年度は総収入に占める事業収入の割合が 54％、ボランタリー収入が 39％となってい
る。なお、2011 年度では事業収入は 213 億ポンド、そのうち 172 億ポンドがチャリ
ティ関連事業からの収入であった。事業収入が中心となったとはいえ、大半はチャリ
ティ関連事業だったのである。このデータは、上述のマッケイらの研究ほど明確では
ないが、やはり 2000年代前半にボランタリー・セクターの収入が、事業収入中心とな
ったことを示している。 
 
図表 14 ボランタリー・セクター全体における事業収入・ボランタリー収入・投資収
入（2000年度から 2011年度）（単位：10億ポンド） 
 
出所：NCVO［2014］, p. 26. （https://data.ncvo.org.uk/a/almanac14/what-is-the-
voluntary-sectors-most-important-type-of-income-2/ より）（2018年 7月 4日確認） 
 
もちろん、これらのデータは 2000 年代以降のものであるため、それ以前の傾向は
つかめないといった限界はある。とはいえ、ブレア労働党政権がチャリティなどボラ
ンタリー・セクターの商業化あるいは企業化を後押ししたとする主張は、収益構造の
点からは一定程度裏付けられていると言える。第 2節において、同政権の第 2期の政
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策文書の分析から、社会的企業振興策が本格的に展開されたとまとめた。この政策の
重要な点が、チャリティなどボランタリー・セクターの社会的企業化であったことは
指摘した。これらのデータですべてが解明できるわけではないが、セクター全体とし
ては事業収入の比率を高めた点から、労働党政権の政策の方向性と軌を一にしていた
ことは明らかにできたと言える。 
ただし、マッケイらは、計量経済学の手法を用いた分析から、補助金や寄附金とい
ったボランタリー収入が事業収入に代替されたかどうかについては、それほどでもな
いとし、あくまで事業収入の増加は補完的なものであったとした。また、事業収益の
安定性も想定ほど高くはなかったという結果を出し、収益構造の多角化、とりわけ事
業収益の比率を高めることを推奨するのは、必ずしも個別組織の収益の安定性を高め
るわけではないとした［ibid., 349-352］。つまり、事業収益の比率を高めることは、一
見すると組織の安定性を高めているように思われるが、たとえば展開している事業の
ニーズが低下したり、自治体などとの委託事業の契約が終了したりするといった事態
が生じれば、組織の安定性が損なわれる可能性もあるということである。ボランタリ
ー収入の比率が元来高かったチャリティなどボランタリー組織にとって、事業収益の
比率の増加、つまり企業化や商業化といった現象は、諸刃の剣のような性格があると
留意すべきということである。 
以上のように、本節ではチャリティの事業収益への依存度の上昇、企業化あるいは
商業化の影響を先行研究のデータから見てきた。この変化の背景には、前節で触れた
ように、1980年代から 90年代にかけて生じたマクロレベルでの政策パラダイムの転
換（新自由主義パラダイム）があったことは間違いない。このパラダイムシフトの結
果である、行政の補助金削減やサービスの民営化推進による競争の激化といったもの
が、チャリティなどの商業化や企業化を促進したからである。2000年代以降、いった
んはミクロレベルでの政策パラダイムの修正（社会的企業パラダイム）が生じた。と
はいえ、ブレア労働党政権によるこの再調整も、ニコルズらの視点からすれば新自由
主義パラダイムの枠内でのものであった。結果的には、チャリティなどボランタリ ・ー
セクターが事業収入にさらに頼る環境を整えたのであった。それゆえ、社会的企業振
興策は、上記の現象を一層推進することにつながったのである。 
ここでひとつの疑問が生じる。チャリティなど非営利セクターの「商業化」は、彼
らの社会的企業化を促した。しかし、社会的企業の本質が「非営利」あるいは「営利
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を目的としない」性質にあるとするなら、「商業化」とどのように関係するのであろう
か。この点については、本節で論じたようにセクター全体的なデータよりも、個別的
な事例から分析することが好ましいであろう。本研究でここまでに取り上げた事例で
あれば、第 2節のアドレナリン・アリーが分かりやすいと考える。 
すでに触れたように、彼らは若者の非行防止というチャリティらしいミッションを
掲げつつ、現代的なスポーツ（BMXなど）施設運営という新しい事業活動を展開し、
収益の大半を施設運営から得ている。事業活動はその内容から「商業化」のケースの
典型と言えるが、彼ら自身は依然としてチャリティのまま活動を続けている。社会的
企業の本質は「非営利」あるいは「営利を目的としない」性質にあるとするのが本研
究の見解である。したがって、商業化は受け入れつつも、収益の分配に関する制限を
設けているかどうか、という点が社会的企業化した非営利セクターにとっての最後の
防衛線であると考える。 
 
 
6 小括 
ボランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業化の現象には、団体側も「自
立」をしなければならないという認識が前提としてあった。1980年代以降の政府の政
策転換が、この認識を持つよう強いたからでもある。ブレア労働党政権は、ボランタ
リー・コミュニティ・セクターとのパートナーシップ関係の構築、それらの団体の事
業性を高めるための具体的な方策として社会的企業振興策を打ち出したことで、この
流れを修正したかに見えた。 
 しかし、労働党政権下で始まった社会的企業振興策は、政権交代後も継続、むしろ
より強調された。第 3節で明らかにしたように、キャメロン政権の政策スローガンと
なった「ビッグ・ソサエティ」における市民社会の自立とは、社会的企業に内在する
論理（事業性を高め、自立して活動する側面）がきわめて親和性が高かったからであ
った。ビッグ・ソサエティが市民社会の自立の強調と国家の役割の縮小を唱えたこと
から、これが新自由主義イデオロギーの枠組みから外れたものではなかったことを指
摘した。ビッグ・ソサエティにおいて社会的企業の活用が打ち出されたのは、保守党
側の「転向」などではなく、一貫した論理があったからなのである。本研究は、この
点をニコルズらの入れ子型政策パラダイムに依拠して説明した。 
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 また第 5節では、チャリティの商業化現象を描いた。労働党政権期でさえ、チャリ
ティが商業化あるいは企業化の傾向を強めていたことは、少なくともデータ的には明
瞭だったことを指摘した。これは、社会的企業振興策に内在する新自由主義パラダイ
ム、とりわけ自立の論理を示すものであったと考える。 
 本研究は、社会的企業の本質からその起源に迫ることをテーマとしたものである。
本章前半までの議論において、社会的企業の起源は「ボランタリー・アクション」に
あり、その精神に基づく団体の社会的企業化への方向を決定付けたのがブレア労働党
政権であることを明らかにした。しかし、本章後半の議論は、社会的企業化の流れが、
新自由主義というイギリスの経済社会政策を規定するパラダイムの中での現象に過ぎ
ないと指摘するものであった。では、社会的企業は新自由主義の徒花なのだろうか。 
 本研究では、チャリティなどボランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業
化は、イギリスの歴史的展開からすると自発的に生じたものではなく（内部要因）、政
策的な要請（外部要因）に基づく性格のものであることを明らかにした。この点を指
摘しなければ、新しい社会問題に新しいタイプの組織が自然と立ち向かっているとい
う安易な解釈に陥りかねない。この解釈が危険なのは、社会的企業の本質を忘却させ
かねない点である。それらの組織がなにゆえ、企業化や商業化の途を歩まねばならな
いのか。新自由主義に基づく社会的企業化が不可避であるなら、組織の、あるいはセ
クターの起源と本質の再確認こそが、最後の防塁であると考える。社会的企業は、単
なる徒花ではないということである。これが、本章の後半において新自由主義イデオ
ロギーと社会的企業化の関係性をあえて明らかにした理由である。 
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終章 
 
1 本研究のまとめ 
 本研究は、冒頭で述べたようにイギリスに焦点を当てることで、社会的企業を起源
から検証し、その本質を明らかにすることを目的としたものである。そして、イギリ
スの場合、非営利組織やミューチュアル組織に受け継がれている「博愛主義的動機」
と「相互扶助動機」から成り立つ「ボランタリー・アクション」がその本質ではない
か、という仮説を提示した。イギリスでは、社会的企業の本質は非営利性、とりわけ
「ボランタリー・アクション」がその性質を最もよく表しているものではないか、と
考えたのである。この仮説を立証するために、「ボランタリー・アクション」に基づく
団体の起源をたどり、彼らが社会的企業化するプロセスを検証した。歴史研究の手法
から研究目的の追究を試みた。 
以下、まず各章でどのような検証作業を行ったかまとめる。 
 第 1章で上記の博愛主義的動機と相互扶助動機の 2つの動機自体は、双方かいずれ
か一方かを問わず、社会的企業の本質を構成する要素として先行研究の定義で必ず取
り上げられてきた点を指摘した。本研究では、わが国の先行研究ではあまり取り上げ
られていないが、イギリスに従来から存在する「ボランタリー・アクション」に着目
した。この点で本研究は独自の分析視角から議論を展開した。 
第 2章から第 4章にかけて、ベヴァリッジのボランタリー・アクションの思想、チ
ャリティの歴史的展開、福祉国家成立以降のボランタリー・セクターの変容について
分析を行った。第 2章では、本研究がイギリスの社会的企業の起源と仮説を立てた「ボ
ランタリー・アクション」が、そもそもどのような性質のものであるか、ベヴァリッ
ジの著した『ボランタリー・アクション』から描出した。チャリティに代表される博
愛主義的動機に基づく組織、友愛組合に代表される相互扶助動機に基づく組織、この
双方がイギリスの市民社会を下支えしていたとするベヴァリッジの構図を整理し、ど
の部分が現代の社会的企業に通じているかを明らかにした。 
第 3章では、チャリティの形成から国家との関係、その過程で生じた「福祉複合体」
に触れた。イギリスの社会的企業の起源をボランタリー・アクションに求める本研究
では、この近世に生じた慈善事業における公私の混淆状態である福祉複合体に着目す
べきと考えたからである。この混淆状態の生成過程で拡がったボランタリー・アクシ
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ョンの領域が、後のボランタリー・セクターや協同組合などの組織の基盤となり、さ
らには現代の社会的企業につながっていたことを明らかにした。 
第 4章では、第 2次世界大戦後から 1990年代までの「ボランタリー・アクション」
の変化を描いた。2000年代の社会的企業の台頭までに、ボランタリー・アクションに
基づく団体がどのような変化を遂げたかを明らかにする必要があったからである。と
りわけ、チャリティに代表されるボランタリー・セクターと国家の関係の深化、その
結果として政府の政策の影響を直接被る度合いが高まった点を指摘した。その最たる
ものが、福祉多元主義あるいは福祉複合体であり、社会サービスの提供における公私
の混淆状態がふたたび登場したことを浮かび上がらせた。 
上記の歴史的経緯を描くことで、チャリティなどボランタリー・アクションに基づ
く団体の社会的企業への転換を可能とする基盤条件がどのように形成されたかについ
て、政治経済のマクロな情勢との関係を絡めながら解明できた。この点について、わ
が国でもボランタリー・アクションに基づく別タイプの団体（協同組合）の変化［中
川, 2007］、ブレア労働党政権以降のチャリティ改革の一環［公益法人協会, 2015］と
いった観点から、社会的企業との関連あるいはその条件整備に関連する先行研究は存
在しているが、本研究のように長期的スパンからの歴史分析を行ったものはない。わ
が国におけるイギリスの社会的企業研究に新たな視点を提示できたと考える。 
第 5章では、上記の歴史的展開を踏まえ、イギリスの歴史的展開から導出された筆
者独自の社会的企業の定義を提示した。ボランタリー・アクションに基づく団体が持
つ社会（慈善）性と協同性は、社会の変化に伴って個別の原理として確立され、それ
ぞれ別タイプの組織の発展へとつながった。博愛主義的動機に基づく非営利組織（チ
ャリティなど）と相互扶助動機を強調するミューチュアル組織（協同組合など）であ
る。しかし、本研究では 1980年代以降の政治経済の情勢の変化により、それぞれのベ
クトルを融合させる政治経済的圧力が生じたと分析した。これが社会的企業の形成プ
ロセスを推進させる力とし、その結果として生じたボランタリー・アクションに基づ
く団体の変容を図式化したのである。そこから独自の定義として、事業の社会性と協
同性を高度な水準で併せ持つ組織こそ、社会的企業と定義したのであった。本研究は
この定義を提示することによって、冒頭の仮説、イギリスにおける社会的企業の本質
が「ボランタリー・アクション」にあることを明らかにした。 
 第 6章と第 7章では、社会的企業の台頭と政治の動向を関連付けて検証することに
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より、台頭の背後にある政治の論理を明らかにした。それが、社会的企業振興策のイ
デオロギーという指摘である。まず、チャリティなどの社会的企業化は、ブレア労働
党政権第1期の重点施策が基盤にあったことを指摘した。これが第6章の内容である。
続く第 7章では、前半でブレア政権第 2期の社会的企業振興策に関する政策文書、ま
た後半でキャメロン保守・自民連立政権の「ビッグ・ソサエティ」の構想について分
析を行った。2 大政党間で継続した社会的企業振興策について、新自由主義という政
策パラダイムの観点から、その継続性を明らかにした。本研究は、立法という正当化
の権限を持つ政府が主体的に社会的企業振興策を推進した点を重視し、従来の社会的
企業研究では等閑視されがちな「政治」の動きを、とりわけイデオロギーに着目して
分析することで、より複眼的な検証を可能にしたと考える。 
以上、本研究の全体をまとめたが、この内容が社会的企業研究にどのような意義と
独自性を持つが、次節で触れる。 
 
 
2 本研究の意義と独自性 
本研究は、イギリスにおける社会的企業の起源をたどり、実際に台頭するプロセス
には政府の政策的誘導が決定的な役割を果たした点を強調するものである。社会的企
業の台頭に政府が影響を与えていた、という解釈である。政府がターゲットにしたの
は、ボランタリー・アクションに基づく団体、とりわけ博愛主義的動機を基盤とする
チャリティなどボランタリー・セクターであった。この論理から、本研究では、イギ
リスの社会的企業の本質が非営利性にあることを逆説的に導き出したのである。 
一般に社会的企業の台頭の理由としてあげられるのは、社会問題への市民社会側の
取り組み（たとえば、個々の社会起業家の活動やフェアトレードなどの社会運動）、あ
るいは新しい経済活動の模索（たとえば、SEL設立に見られる協同組合の運動）であ
ろう。しかし、これらの動きにのみ社会的企業の台頭の理由を求めるのは不十分であ
る。なぜなら、政治的正当化と量的拡大を説明しきれないからである。これらの点を
説明するものこそ、社会的企業の非営利性である。少なくともイギリスにおいては、
チャリティなどのボランタリー・セクターの社会的企業化が上述の変化に大きな役割
を果たしたことは本論で述べた。したがって、本研究の意義の 1つ目は、イギリスの
社会的企業の本質はボランタリー・アクションであり、とりわけ博愛主義的動機に基
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づく非営利性が強く出ている点を解明した点にあると考える。 
たとえば、政治的正当化は、ボランタリー・アクションに基づく団体の形成と発展
の歴史から導き出された。市民社会側の自発的活動であっても、その拡大や信用度の
向上には政府による法制化という動きが必ず伴っていた。これが、本研究での政治的
正当化の意味である。わが国においても、市民団体が社会的信用を高め、量的に拡大
したのは、彼らが NPO 法人として認められることになった特定非営利活動促進法
（NPO法）制定後であることは論をまたないであろう。ブレア労働党政権時代の社会
的企業振興策は、既存の団体の社会的企業化の推進、新たな団体設立の指針を示すも
のであり、社会的企業の政治的正当化の過程であったと言える。 
量的拡大については、NCVOの自己認識から、ボランタリー・セクター側も社会的
企業と自分たちを明確に区別していない点が重要である63。社会的企業に求められる
事業と自分たちの従来からの活動に大きな差異を認めていないということである。社
会的企業の量的拡大には彼らの参入が不可欠であるが、その心理的障壁はそれほど高
いものではなかったということである。イギリス政府はこの点をうまく活用すること
でボランタリー・セクターの社会的企業化を推進したのである。 
これらは、社会的企業の本質が非営利性にあることを例証している。イギリス政府
の社会的企業振興策は、主にチャリティやボランタリー・コミュニティ団体の変化を
促すものだったからである。社会的企業の推進と公共サービス改革を関連させたため、
ボランタリー・セクターが持つ社会性や非営利性の活用が図られたのである。キャメ
ロン政権の「ビッグ・ソサエティ」もこの流れを引き継いでいた。社会的企業は市民
団体（civil societies）の中に含まれ、より一層の自立と市民社会（civil society）への
貢献が求められることとなった。まさに、近世の福祉複合体の時代に見られた公私の
混淆状態が――今回は国家の側がサービス提供から撤退する逆の展開だが――ふたた
び拡がり、社会的企業はその主要なアクターとされたということである。 
本研究では、アクターとしての社会的企業の新奇さを強調するのではなく、歴史的
展開から追究した。ボランタリー・アクションに基づく団体を起源とした点である。
そして、「政治」の側からの動きを分析視角に加えることによって、社会的企業の本質
が非営利性にあることを解明したのであった。より正確に言えば、非営利性と相互扶
助の統合、イギリスの脈絡では伝統的な「ボランタリー・アクション」の精神にある
ことを突き止めたのである。 
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また、社会的企業振興において、政策誘導が大きな役割を果たした点を強調するこ
とにより、労働党政権（ブレア政権）と保守・自民連立政権（キャメロン政権）間の
連続性および相違点を描出できたことも、本研究の意義であると考える。連続性につ
いては第 7章で論じたが、相違点について以下で簡単にまとめる。 
ブレア政権の政策意図は、第 7章第 1節で論じたようにボランタリー・アクション
に基づく団体（サードセクターあるいは社会的経済）の社会的企業化の促進であった。
その背景には、彼らが「営利を目的としない（not-for-profit）」セクターであるため、
社会問題への取り組みや公共サービス改革にとって、パートナーとして適当であると
いう見解があったと言える。「企業化」も、事業活動の促進や効率性の向上のための手
段という側面があったと考える。 
一方、キャメロン政権は、第 7章第 3節で論じたように、労働党政権の社会的企業
振興策は行政の補助金によるものとして批判し、彼らの育成には社会的投資市場の整
備が有効であるとした。社会的企業向けの金融市場の育成に力点を置いたのである。
社会的投資政策自体は、ブレア政権時代の社会的投資タスクフォース（Social 
Investment Task Force）の設立から始まっている（2000年 4月）。ただし、当初はコ
ミュニティ開発金融機関（Community Development Financial Institutions）の育成
や金融市場から排除されている低所得者層への対応（金融包摂）といった、「営利を目
的としない」性質が強かった。しかし、キャメロン政権では「ビッグ・ソサエティ」
の理念に基づき、「コミュニティの自助努力、民間資金とマーケット・メカニズムの活
用、政府支出の削減という側面が、より強調される」という変化が生じたのである［小
林, 2015, 221-223］。 
また、キャメロン政権は「ゴールドマン・サックスや JPモルガンなどに代表される
民間金融機関からの資金を積極的に利用して、社会的・環境的インパクトをめざす一
般企業に対しても資金を提供」する新しいタイプの社会的投資（「社会的インパクト投
資」とも呼ばれる）を導入したと指摘される［同上, 223］。社会的企業振興策が、社会
的企業のみ対象とするものから、社会的投資市場を通じて民間営利組織も積極的に関
与させる政策へ変化したと言える。キャメロン政権の施策は、社会的企業セクターの
育成にとどまらず、営利セクターのより一層の参入により、さらなる自助努力、営利
性強化といった競争原理の向上を狙ったものであったと言える。 
整理すると、労働党政権の社会的投資は、コミュニティ開発金融機関や政府資金を
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原資とした基金（たとえばフューチャービルダーズ）から社会的企業やコミュニティ
団体に資金提供する「営利を目的としない」性質が強い金融支援であった。一方、保
守・自民連立政権は、社会的投資市場は社会的企業や「営利を目的としない」組織に
だけ向けられるものではなく、民間金融機関や民間営利企業といった「営利を目的と
する」組織にも開かれた金融市場だとする見解を採用した。 
以上から、両政権の社会的企業振興策の特徴は、次にようにまとめることができる。
ボランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業化を推進する点では連続してい
るが、彼らをセクターとして育成するのか（労働党政権）、社会的投資市場のプレイヤ
ーとして個々の組織の競争力向上を促すのか（保守・自民連立政権）、という点で大き
な差異があった。本研究は、サードセクターの社会的企業化という党派を超えた政策
の一貫性と同時に、企業化の背景にある論理の違いを明らかにした。この点に意義が
あったと考える。 
次に組織形態からの定義である。本研究では、社会的企業は事業の協同性と社会性
が高度に一致したものが理想形とした。これは、あくまでイギリスの歴史的経験に基
づくものであるが、社会的企業の一つの傾向として利用できる定義であると考える。
とはいえ、博愛主義的動機に基づく社会貢献活動と相互扶助動機に裏打ちされた事業
組織の民主的な協同運営は、ボランタリー・アクションの歴史的展開の中で別の原理
として分岐して発展したものだけに、これらを統合することは現実的には困難である
と考える。現実にはないが、目指すべき理想像という評価となる。 
現実に存在する社会的企業は、本研究で紹介したものに限れば、事業の社会性から
のケースとしては、創設以来地域の利害関係者（ステークホルダー）を巻き込みなが
ら活動を展開しているメイナーハウス開発トラスト、ブロムリー・バイ・ボウ・セン
ターが該当するであろう。いずれも登録チャリティで保証有限責任会社であり、メイ
ナーハウス・トラストは参加に CICを持つ。事業の協同性のケースであれば、スプレ
ックリーの主張した新しい協同組合運動、とりわけ労働者協同組合がその原型であろ
う64。いずれにせよ、本研究ではイギリスの社会的企業の基盤と考える「ボランタリ
ー・アクション」の 2つの原理が、現代の社会的企業の組織形態とどのように結びつ
くのか、それをひとつの図にまとめた点に意義があると考える。 
上記の点を踏まえて、改めて社会的企業の歴史とその本質について筆者の見解をま
とめる。本研究では、社会的企業の起源をチャリティやベヴァリッジの提示したボラ
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ンタリー・アクションに置いたが、より正確に言えば、これらは社会的企業の基盤と
なったセクターの源流であろう。社会的企業の本質には、これらの精神が重要な構成
要素を成していたというものである。現在の社会的企業において、この歴史的要素は
どのように表れているだろうか。一例をあげるならば、メイナーハウス・トラストは
その活動において、チャリティの伝統的な活動である退役軍人の社会復帰支援活動を
行っていた。若者の就労支援や地域コミュニティにおける住民の居場所づくりといっ
た、現在の社会的企業らしい事業だけではなく、伝統的な活動を、ただし新しい手法
を用いてだが、行っているのである。社会的企業の歴史的要素を無視することは、そ
の本質を見誤ることにつながりかねない。 
本研究の意義の 4点目は、国際比較につながるイギリスの社会的企業の特徴を明ら
かにした点である。イギリスの社会的企業は、ボランタリー・アクションに基づく団
体の発展形態であり、彼らの社会的企業化を促した政策パラダイムを新自由主義とし
た。社会的企業は、社会問題の解決に取り組む新しいアクターとされるが、イギリス
ではその基盤はチャリティなどのボランタリー・セクターであった。それらの団体が
社会的企業化するのを新自由主義パラダイムが後押しした点を指摘したのである。世
界各地における社会的企業の発展の仕方は多様であるため、すべて網羅的研究するこ
とは困難である。そこで、イギリスという特定の国に焦点を絞ったわけである。本研
究の分析から浮き彫りになったイギリスの社会的企業の特徴を、各国の社会的企業の
傾向と比較することで、より明瞭になると考えられる。また、各国の社会的企業に共
通する普遍性は浮かび上がってくるはずである。 
では、各国の社会的企業の特徴と本研究で明らかにしたイギリスの社会的企業を簡
潔に比較してみる。たとえば、先進主要国・地域の社会的企業の特徴について、明石
は次のように分類する［明石, 2015, 3-5］。 
 
① アメリカの場合 
問題解決に必要な活動資金の一部を事業収入から得ることを前提にする点が特徴
であるため、社会的企業の収益事業とミッションが直結しないこともありえる。ま
た、社会起業家によるソーシャル・イノベーションを重視する。組織形態について
は、社会に利益をもたらす活動を重視する営利企業（企業フィランソロピー型）か
ら、利潤目的と社会的目的を両立させる企業や非営利組織（ハイブリッド型）、非
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営利組織と多様で広範な形態がある。 
② ヨーロッパ大陸諸国の場合 
従来の慈善事業とは異なる手法で事業に取り組むが、そのような事業を行うのは
営利企業セクターではなく、サードセクター内の組織である。社会的企業である条
件は、1)活動の継続性がある、2)自治能力がある、3)経済的リスクをとる、4)地域
社会に有益なものをもたらすのを目的とする、5)資本所有に基づかない意思決定を
前提とする、6)利益の分配に制限がある、といった点である。 
③ イギリスの場合 
政府はアメリカの事例を意識しているが、運用面では、既存のサードセクター組織
に市場指向とビジネス手法を奨励する「名称変更」戦略を採用した。 
 
上記の先行研究からは、アメリカでは社会的企業は特定の問題の解決を重視し、そ
のための実施業務（「ロジックモデル」）の開発、アウトカム重視、事業規模の拡大と
いった指向があるとされた。ヨーロッパの社会的企業では、特定の地域やコミュニテ
ィの人たちの参画と賛同を得て事業を進める方式が典型とされ、組織形態も協同組合・
共済、アソシエーションが中心になると想定され、マルチステークホルダー重視も特
徴とされた［同上, 5-6］。したがって、起業家重視のアメリカ型、サードセクター重視
のヨーロッパ大陸諸国型、そのイギリスはその中間型という姿が浮かび上がる。 
また、ヨーロッパ諸国においても、障がい者や長期失業者など就労面で不利な立場
に置かれている人たち自身が組合員や従業員となり、仕事の創出を図る「社会的協同
組合」の制度を整えたイタリア［たとえば、ララッタ, 2014］、政府が社会的企業の重
要な基盤として協同組合を措定したスウェーデン［たとえば、藤岡, 2014; 藤岡, 2016］、
協同組合（具体的には、「モンドラゴン協同組合会社」）が民間企業を買収し、企業側
に社会的経済組織の性質を身につけるように変化させるアプローチが発展したスペイ
ンといったように［たとえば、Ridley=Duff et al., 2015］、協同組合を社会的企業の基
盤と考える国々においても、社会的企業化へのアプローチは多様である。さらに、フ
ランスのように、アソシエーションや協同組合といったサードセクター、あるいは「社
会的経済」（1990年代以降は「連帯経済」65といった表現も使用される）全体を社会的
企業の基盤として協調する場合もある［Laville, 2007=2012］。そのほか、韓国のよう
に社会的企業の育成そのものを立法化し（「社会的企業育成法」）、国家介入による社会
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的企業化を推進している国もある［たとえば、秋葉, 2014］。 
社会的企業の基盤、その発展のための手法は、アメリカのような起業家中心から、
ヨーロッパに多い協同組合といったサードセクター中心、韓国のような国家介入中心
といったものまでさまざまである。特定の国の経緯からですべてを語ることはできな
いのが事実である。このような中で、イギリスはアメリカ（起業家中心）とヨーロッ
パ（サードセクターあるいは社会的経済中心）の中間型とされる。アメリカを意識し
ながらも、実際はサードセクター、とりわけチャリティなどボランタリー・セクター
の社会的企業化が図られたからである。 
 しかし、本研究は、米欧の中間型として扱われるイギリスが、単なる中間などでは
ないと主張するものである。なぜなら、アメリカを一方の極（起業家重視）、ヨーロッ
パをもう一方の極（サードセクター重視）の中間にイギリスを位置づけるのでは、イ
ギリスの社会的企業の持つ独自性、およびイギリスにおけるチャリティなどボランタ
リー・セクターの社会的企業化の含意を読み取れなくなるからである。 
本研究は、イギリスの社会的企業の起源が「ボランタリー・アクション」、ヨーロッ
パ流の表現で言えばサードセクターにあるとした。とりわけチャリティが最大の基盤
だと指摘した。しかし、社会的企業振興策においては、イギリスのサードセクターの
実態に合わせるために、チャリティなどの社会的企業化に力が注がれた。そこには、
アメリカ的な行政からの市民社会の「自立」が強調されていることを指摘した。イギ
リスの社会的企業振興策には、新自由主義的傾向が埋め込まれていることを明らかに
したのである。これは、サードセクターが社会的企業の基盤であるというヨーロッパ
諸国と一見すると変わらない図式と、それらの社会的企業化自体はアメリカのように
「自立」を強調する新自由主義パラダイムが推し進める、という二重構造である。 
そして、このイギリスの社会的企業における二重構造は、イギリスの特徴であると
同時に、普遍性を有するものと考える。なぜなら、新自由主義パラダイムからは距離
を取っていると思われるヨーロッパ型の社会的企業パラダイムも、マクロレベルでの
政策パラダイム（図表 11を参照）が新自由主義パラダイムである限り、ミクロレベル
での修正には限界があるからである。ヨーロッパ各国において、マクロの政策パラダ
イムが新自由主義から異なるパラダイムへ転換したと断言できる判断材料はない。「社
会的企業」には新自由主義が埋め込まれていることを認識した上で、その活動や意義
を評価すべきであろう。この構造を解明したことに本研究の独自性があると考える。 
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3 課題 
 しかし、本研究にはいくつかの課題が残されている。1つ目は、政府主導による社会
的企業関連政策が、第 7章で取り上げたブレア政権（ニューレイバー）第 2期以降に
加速した事実をより詳細に検証できなかった点である。たしかに、本研究ではブレア
政権第 2期がイギリスにおける社会的企業の形成史の画期であることは明らかにでき
た。しかし、より実践段階に入ったブレア政権第 2期以降の時期の実際の政策を研究
の対象から外しているため、政府主導によるボランタリー・コミュニティ・セクター
の社会的企業化の実態を解明するには不十分であったと認めざるを得ない。 
 2 つ目は、ボランタリー・アクションに基づく団体の社会的企業化が進行している
にもかかわらず、本研究では社会的企業の実態について十分に検証が行えなかった点
である。理論として完成させるためには、事例研究を深めなければならないと考える。
筆者自身、キャメロン政権以降に数回にわたって渡英調査を行い、いくつかの社会的
企業を実際に訪問した。しかし、本研究ではそれらの成果は十分に生かせなかった。
今後も継続して調査を行い、より精緻な実証研究に発展させたい。 
 
 以上、いくつか課題は残されているものの、本研究によりイギリスの社会的企業の
起源および本質、そして社会的企業に普遍的に埋め込まれた新自由主義的性向を解明
できた。これらの点は、社会的企業研究に資するものであると考える。 
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スで強調される。フランスでは 1970年代に協同組合と共済組織の それぞれの全国組織
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たとされる［北島, 2016］。ヨーロッパにおける社会的企業研究では、この社会的経済か
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3 「非営利セクター」の表記では、利益の非分配を厳守する組織に限定され、組合員に利
益の剰余を認める協同組合などが 除外される場合がある。そのため非営利組織や協同組
合を包括する用語として「サードセクター」が使用されることが多い。前出の「社会的経
済」と同義であり、公共セクターを第１のセクター、民間企業セクターを第 2のセクタ
ーと呼ぶことから、民間の非営利組織を第 3のセクターとしてするものである［山本
（隆）, 2014a, 14］。 
4 向井は、このタイプの事業組織（not-for-profit organization）を「否営利事業体」とい
う独自の訳語をあえて使用している。協同組合などミューチュアル組織の経済活動を説明
する際に、「営利を目的としない」性質がある点を強調するためだとする［向井, 
2015,5］。 
5 EMESグループの研究は、ヨーロッパにおける社会的企業の実態解明に当初より大き
な貢献を果たしてきた。同グループの初期の研究成果については、邦訳も出版されている
［Borzaga et al., 2001=2004］。 
6 本研究での「イギリス」とは、「グレート・ブリテン及び北アイルランド連合王国
（United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland）」の一般的な略称である。
いわゆる「英国」である。ただし、本研究の対象である内政分野においては、スコットラ
ンド、北アイルランドの自治政府には多くの権限が委ねられている。したがって、第 6
章や第 7章で取り上げる政策の対象地域は、「イングランド」が中心となる。なお、ウェ
ールズにも自治政府は設置されているが、内政分野では「イングランドおよびウェール
ズ」としてくくられることが多いため、本研究では特に区別せずに使用する。 
7 これらのチャリティとの関係の深い新法人格について、わが国でもすでに網羅的な研究
が出版されている。公益財団法人公益法人協会［2015］を参照されたい。 
8 イギリスにおける社会福祉サービスのスピンアウトの実態、分離したミューチュアル組
織の活動の検証については、山本（隆）［2016］の先駆的な研究があげられる。 
9 第 1章および第 2章の初出は八木橋［2016b］、第 3章から第 5章の初出は八木橋
［2017］である。 
10 フェアトレードとは、「開発途上国の原料や製品を適正な価格で継続的に購入すること
により、立場の弱い開発途上国の生産者や労働者の生活改善と自立を目指す「貿易のしく
み」」と定義される［特定非営利活動法人フェアトレード・ラベル・ジャンパンのホーム
ページより。http://www.fairtrade-jp.org/about_fairtrade/000012.html（2016年 8月 3
日確認）］。 
11 CSRについて、たとえば谷本は、「企業活動のプロセスに社会的公正性や倫理性、環
境や人権への配慮を組み込み、ステークホルダーに対してアカウンタビリティを果たして
いくこと」と定義している［2006b, 59］。 
12 同社ホームページより（http://www.gll.org/b2b/pages/about-us 2017年 11月 1日確
認）。 
13 たとえば、わが国での社会的企業の数や市場規模に関する推計は、社会的企業の定義
や範囲によって数字に大きな差異が生じている。たとえば、2008年の経済産業省の調査
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と 2015年の内閣府の調査では、事業者数や市場規模で大きな相違が生じた。経済産業省
の調査では社会的企業に該当するとした事業者数が約 8,000法人としたのに対して、内
閣府の調査では約 20万社、経産省調査では市場規模が約 2400億円に対して、内閣府調
査では経済の付加価値額が 16兆円で対GDP比では約 3％という数字を出した。この点
について、内閣府の調査では、「諸外国での定義やこれまでの各種推計の定義を踏まえた
上で、社会的企業に該当するための 7つの要件を再整理し」たことを認めた［内閣府, 
2015, 1］。国際比較を可能のすることを意識したものと考えられる。なお、その 7要件と
は以下の通りである。 
 
① 「ビジネスを通じた社会的課題の解決・改善」に取り組んでいる。  
② 事業の主目的は、利益の追求ではなく、社会的課題の解決である。 
③ 利益は出資や株主への配当ではなく主として事業に再投資する（営利法人のみの条
件）。 
④ 利潤のうち出資者・株主に配当される割合が 50％以下である（営利法人のみの条
件）。 
⑤ 事業収益の合計は収益全体の 50％以上である。 
⑥ 事業収益のうち公的保険（医療・介護等）からの収益は 50％以下である。 
⑦ 事業収益（補助金・会費・寄附以外の収益）のうち行政からの委託事業収益は 50％
以下である。 
 
なお、この報告書での「社会的企業」とは、社会的課題をビジネスを通じて解決・改善
しようとする活動を行う事業者を指し、次のような調査を用いて推計を行った［同上, 
2］。 
・調査対象：中小企業、社団法人・財団法人、特定非営利活動法人  
・調査方法：中小企業・社団法人・財団法人はアンケート調査（抽出数：10,060（回収
数：1,932））、 特定非営利活動法人については、「平成 25 年度特定非営利活動法人に関
する実態調査」（抽出数：47,303（回収 数 13,130））を利用。 
14 社会的企業研究で取り上げられる「互酬性」とは、一般にカール・ポラニーによる経
済システムの分析に強く影響を受けているものである［Polanyi, 2001（1944）=2009］。
ポラニーは、『大転換』において経済システムを「家政」、「互酬性」、「再分配」、「市場経
済」に分類し、「市場経済」は近代以降支配的になったものであり、それ以前は他の 3つ
の行動原理が生産と分配の秩序維持のために機能していたとした。そして、互酬性は近代
以前の共同体（とりわけ無文字民族）において、個人や集団が相互に贈り物をやりとりす
ることで良好な関係を築くことを可能にする原理としたのである。社会的企業研究におい
て互酬性の意義が強調されるのは、この原理に見られる相互扶助的な関係性に着目し、現
代において非貨幣経済を再生させることが目的だからである［山本（隆）, 2014a, 12］。 
15 ただし、パーティシプルは筆者が訪問した約 1か月後に解散した。政府・自治体と連
携した先進的な取り組みを数多く行い、新しい福祉国家思想を表明するなど 10年以上に
わたって活動した組織であったが、中小規模の組織が多い社会的企業が抱える事業継続性
の課題を乗り越えられなかったのである。なお、解散後もホームページは残しており、
Beveridge4.0などの刊行物、活動の軌跡は現在でも確認できる。
http://www.participle.net/（2016年 8月 3日確認）。 
16 なお、同報告書は、わが国でも 2014年に新訳が出版されている。 
17 たとえば、1948年の世論調査では、90％以上の市民がチャリティにはもはや役割はな
いと考えている、という数字が出ていた［Prochaska, 2011, 46］。これらは戦中戦後の時
代の雰囲気を伝えるものであろう。 
18 本論文では「民間団体」と「民間非営利団体」が混在する。ここでの「民間団体」と
は、非営利団体と協同組合をまとめる「社会的経済」あるいは「サードセクター」に該当
し、営利企業を含まない団体とする。「サードセクター」などの呼称を使用せず「民間団
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体」とするのは、「政府（国家）」と「民間」の言葉を使用することで、両者の対置関係を
明確にした。 
19 1911年の国民保険制度導入時における友愛組合側と政府（アスキス内閣、主導者した
のはロイド・ジョージ大蔵大臣）の交渉過程については、四谷［2011］を参照された
い。労働者の相互扶助組織として出発した友愛組合が、ロイド・ジョージ蔵相の政策理念
（「強制された自助」）に組み込まれていく過程が描かれている。 
20 ベヴァリッジの失業論と若き日の活動の関係については、たとえば、松永［2010］を
参照されたい。 
21 国民健康保険制度では、「現金給付の管理がそれぞれ独立した財政をもつ自治的な認可
組合に委ねられて」いた［Beveridge, 1942=2014, 33］。これが認可組合である。国家に
よる医療保険制度の導入をめぐる政治的な妥協の産物であったとされる。たとえば、玉井
［1980］を参照されたい。 
22 イギリスにおけるソーシャル・イノベーションの定義については、前出の谷本
［2006a］の定義（「社会問題の解決に革 新的な手法を導入」）よりも踏み込んだものが
ある。たとえば、イギリスのサードセクターの中間支援団体であるヤング財団（The 
Young Foundation）の研究員らによる定義では、ソーシャル・イノベーションとは「社
会的ニードを満たす目標 に動機づけられ、主たる目的が社会的なものである組織により
発展、普及する革新的な活動やサービス」とされる。したがって、社会のあらゆる分野に
おいて、社会問題の解決に画期的な変化をもたらした活動や新しい形態のサービスはソー
シャル・イノベーションとするのである。 
具体的には、ムハマド・ユヌスのグラミン銀行、ホームレス自身による雑誌販売で著名
なビッグイシューといった最近の事例から、19世紀の社会改良家のロバート・オーウェ
ンの協同組合運動、20世紀半ばのフェミニズムや環境保護運動といった過去の事例もソ
ーシャル・イノベーションとして取り上げている［Mulgan et al., 2007］。なお、彼らが
取り上げた 19世紀のソーシャル・イノベーションの事例の中には、ベヴァリッジが『ボ
ランタリー・ アクション』において博愛主義的動機に基づくボランタリー・アクション
の先駆者のひとりにあげた人物も入っている（社会改良家のオクタヴィア・ヒル）。 
また、ヤング財団によるソーシャル・イノベーションの定義では、個別の事業に革新的
な手法の導入だけでは不十分という見解も含まれている。具体的には、社会変革にまでつ
なげることが肝要とする。そのため、彼らの議論の力点は、特定のセクターがイノベーシ
ョンを起こすのではなく、また特定の分野でのみイノベーションが起こるのでもなく、社
会全体に「イノベーション」を起こす動態的なプロセスの解明に向けられていた。彼ら
は、イノベーションはすぐれた個人の活動や多くの人を引き付ける社会運動から生じる
が、特定の個人や特定の組織の活動だけでは成功しないとし、成功のためには他者や他組
織による複製（replication）が可能であり、模倣者が出ることによって社会全体へ拡散、
普及することが 必要であると指摘した。そして、そのプロセスは以下の 6段階を経るも
のとした［Murray et al., 2010, 12-13］。 
 
① きっかけ・ひらめき・診断：問題を発見する段階 
② 提案・アイデア：アイデアが生み出される段階 
③ プロトタイピング・パイロット：アイデアが実際にテストされる段階 
④ 持続：アイデアが日々実践される段階 
⑤ スケーリング・普及：実践しているアイデアを拡大させる段階 
⑥ システム変革：ソーシャル・イノベーションの最終目的 
 
もちろん、システム変革は社会全体の行動様式の刷新を意味するものであり、簡単に生
じるものではない。また、第 5段階のスケーリングも日々の活動に追われる社会的企業
などにとって簡単に実行できるものではなない。したがって、この 6段階はあくまで理
念的なモデルである。 
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23 SELはイギリスの社会的企業の歴史を語る上で忘れてはならない組織である。同団体
が提起した社会的企業の分類や定義は、わが国を含む初期の社会的企業研究において影響
を与えた。 
24 Charityや Charitableの訳語としては「公益」「慈善」も使用される。「チャリティ用
益法」は「公益ユース法」、「チャリティ信託法」は「公益信託法」あるいは「慈善信託
法」と訳されることが多い。前章では 1か所「公益信託」の訳語を用いたが、本章以降
では団体の総称としての「チャリティ」や「チャリティ委員会」の表現を使用するため、
「チャリティ」で統一する。 
25 なお、本研究では「ユース」の訳語として「用益」をあてている。これは、「信託、土
地などを使用し収益すること、そうした享受の権利という法的概念と、日常語における利
用という意味を重ね」た近藤［2007, 41］の解釈に従った。 
26 The Statute of Charitable Uses Act (1601), 43 Elizabeth I c. 4の前文より。原文を参
照の上、近藤［2007, 36-37］および松山［2002, 16］の訳を用いた。 
27 ただし、農村部での季節労働、都市部での製造業の成長など、労働力需要があったた
め、定住権は拡大している。1691年法では、教区税を支払う者、1年間教区の公務に就
く者、徒弟修業を終えた者なども定住権が得られるとされた。1697年法では、移住民が
出身地の「証明書」を所持し、移住した教区で負担とならない限りは強制送還されない規
定が盛り込まれている［大沢, 1986, 24-27; 中野, 2004, 145; 長谷川, 2014, 28］。 
28 ①と②については、次のような方向で解決が図られた。①だが、1662年定住法時点で
教区と生活共同体を結び付ける統治構造が、工業化に対処する生活圏」としてすでに狭小
と意識されていたが、再編までは行われていなかった。それが産業革命の進展による人々
の移動とそれに伴う人口の再配置で抜本的な改革が求められるようになったとする。その
結果、1795年に定住法が改正され、「証明書」を持たない貧民も実際に教区の負担となる
までは居住している教区からの送還されることはなくなった［中野, 2004］。貧民が移
動、あるいは労働力を必要とする地域へ移動させることが容易となったのである［King, 
2000, 122-123; 長谷川, 2014, 158-159］。②については、17世紀末から 18世紀を通じて
教区連合が自発的に進められ、1834年の救貧法改正において「中央当局に「教区連合
（Union of parishes）」を組織する権限」が与えられた［大沢, 1986, 84-85］。 
29 この団体では、法律家、廷臣、ジェントルマンらが歴史などの話題についてディベー
トを行ったとされ、団体自体は上流階級の集うものであった［Clark, 2000, 26］。 
30 たとえば、18世紀後半はアメリカ独立戦争がこの例にあてはまる。 
31 山本は、COSの唱えた科学的慈善を「実際の支援レベルのおけるケースワークの確立
と、その運営体制の組織化で構成される」ものと要約している。困窮者の状態を過去の事
例から帰納的に導き出されたケースに当てはめ、援助の可否や内容が決められるとされ、
「支援に値する」なら援助を実施するというものであった。申請者の生活態度、人間関
係、資産状況も問われ、支援そのものは訪問員が行うものであった［山本（卓）, 2012, 
144］。 
つまり、チャリティに投じられる資金をいかに効率的、効果的に困窮層に届けるか、そ
のためには篤志家などの感情ではなく、合理的なマネジメントで取り組むべきという主張
ということであった。ただし、COSの影響自体は組織の設立地であるロンドンに限ら
れ、チャリティの合理化、つまり科学的慈善の拡大に成功したとは言い難かったとされ
る。また人員不足、チャリティ間の党派争い、中産階級の持つパターナリズム的な態度へ
の受給者側の不満などの問題があったため、失業者対策のチャリティ活動全体に対する影
響力も限定的であったと指摘される［Smith, 1995, 22; 山本（卓）, 2012, 147-153］ 
32 本研究では、「社会的投資（Social Investment）」、その投資モデルの代表例とされる
「社会的インパクト債（Social Impact Bond, SIB）」を詳細に取り上げることはしない
が、以下に簡潔な説明は述べておく。 
2000年代、とりわけ 2010年代以降に語られるようになった「社会的投資」とは、「投
資対象の選定にあたり、シングル・ボトムラインとしての財務的リターンだけではなく、
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社会的リターンを加えたダブル・ボトムラインで判断することにより、金融市場における
「市場の失敗」を是正し、投資における社会性と経済性を両立させようとするもの」と定
義される［伊藤ほか, 2015, 8］。 
SIBについては、エプスタインらが「ソーシャル・ボンド（社会的債権）」という項目
において、以下のように説明している。 
 
「政府機関が非営利あるいは民間企業による社会事業への投資を支援するものだ。一般
的には多額の初期投資が必要だが社会的インパクトを生み出せるかどうか不可実な社会的
プログラムに対して実施される。民間投資家が債券を購入する際は、対象プロジェクトが
期待される社会的リターンを生まないかもしれないというリスクを背負う。目標が達成で
きなければ、投資家は損をする。だがプロジェクトが目標を達成できた暁には、政府が規
定通りの利息をつけて投資家に利益を還元する。」［Epstein et al., 2014=2015, 102-103］ 
 
このしくみを最初に開発したのがイギリスであり、刑務所の再犯防止プログラムに対し
て SIBが発行された。その後、ニューヨーク市の刑務所、ソルトレイクシティでの幼児
教育プログラムにもこのしくみが導入され、ゴールドマン・サックスが投資を行った［同
上, 103］。また、認定NPO法人「日本ファンドレイジング協会」は、以下のように説明
する。 
 
「行政が担いきれない社会サービスを専門性の高い NPOなどに委託し、事業の社会的
価値（成果）に応じて、行政が対価を支払う。当初の事業資金は民間の投資家が出し、事
業成果により削減された財政支出の一部が行政から投資家へのリターンとなる。一方、成
果が上がらなければ行政は投資家へリターンを支払う必要がなく、SIBの活用で、行政
はリスクなく財政支出の削減と革新的な社会サービスの提供が可能になる。既に、受刑者
の再犯防止、ホームレス社会復帰、児童養護、若者の就労支援などでの実践が進んでい
る。」 
出所：日本ファンドレイジング協会ホームページ「社会的投資市場形成」より 
http://jfra.jp/sim （2018年 7月 10日確認） 
 
なお、社会的投資そのものを論じるわけではないが、社会的企業支援に金融市場のスキ
ームを用いることへのイデオロギー的背景については、第 7章で触れる。 
33 Income Tax Special Commissioners v. Pemsel ［1891］A. C. 531. 
34 公益財団法人公益法人協会では、次のようにこの原則を説明する。「英米において特に
遺言による公益を目的とした信託について、信託目的の実現が違法、不可能、不適切な場
合にも当該信託の設定を失効させず、遺言者の示した一般的な公益に寄与したいとする意
図に従って他の類似する目的のために存続せしめる法理をいう。」（公益法人関連用語集よ
り、http://www.kohokyo.or.jp/kohokyo-weblog/yougo/2009/04/post_28.html）（2017年 6
月 27日確認） 
35 わが国でもイギリスの社会的企業を紹介する際には、当初よりこの法人形態が社会的
企業の代表的な法人格として扱われていた［たとえば、塚本, 2003, 134-135; 内閣府, 
2009, 153-154］。 
36 CIOは実際に創設されるが、この点については第 7章で改めて論じる。このほかの法
人格として、CIC（Community Interest Company, コミュニティ利益会社）も導入が表
明され、こちらも実際に創設されている。 
37 本研究ではここまで、社会的企業と並んで紹介さることが多い、「社会起業家」につい
て触れてこなかった。その理由は、起業家個人を意味する社会起業家ではなく、あくまで
組織形態の一種である「社会的企業」に焦点を絞っていたからである。しかし、ここで簡
単にこの言葉の定義に触れておく。 
 世界中で活動する社会起業家をサポートするために設立されたアショカ財団
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（Ashoka）では、社会起業家について次のように定義する。 
 
 「社会起業家とは、この社会で最も差し迫った、社会や文化、環境にかかわる問題に対
して、革新的な解決策を持った人物のことである。彼らは野心的で不屈の人物であるの
で、大きな課題に取り組み、システムレベルでの新しいアイデアを提供するのだ。」 
出所：Ashokaホームページより（https://www.ashoka.org/en/focus/social-
entrepreneurship 2018年 7月 17日確認） 
 
また、ディーズは社会セクターにおける変化の担い手として以下の 5つの役割がある
とした。 
 
① 社会的価値を創出し維持するためのミッションを採用する（単なる個人的な価値
ではない） 
② ミッションに役立つ新しい機会を認識し、絶えず追求する 
③ 継続的に改革、調整、学習のプロセスに参加する 
④ 現在の手持ちの資源に制約されることなく大胆に活動する 
⑤ 支持者に、また創出した成果に対して、説明責任をこれまで以上に果たす 
 出所：Dees［1998］, p. 4. 
  
 わが国では、谷本が「今解決が求められている社会的課題（例えば、福祉、教育、環境
等）に取り組み、新しいビジネスモデルを提案し実行する社会変革の担い手」［谷本, 
2006a, 26］と簡潔に定義している。そのほかには、斎藤が①社会的使命とビジネス・テ
クニックを併せ持ち、②資本力は弱くともアイデアや創造性にあふれた組織を作り、③同
じ価値観を持つ組織とのパートナーシップを重視し、④労働は収入を得るだけでなく自己
実現の手段と捉え、⑤利害関係者（ステークホルダー）を幅広く捉えてサービスを提供
し、⑥長期的な効果を重視するタイプの起業家とまとめている［斎藤, 2004, 28-29］。 
さまざまな定義や見解はあるが、共通しているのは、社会問題に独創的なアイデアで積
極的に取り組み、ビジネスとして継続させる意志を持った人物ということになるであろ
う。 
38 この点については、シェフィールド・ハラム大学のローリー・リドリー＝ダフ（Rory 
Ridley-Duff）准教授より直接ご教示頂いた（2016年 5月、於関西学院大学梅田キャンパ
ス）。 
39 スプレックリーによると、この運動は荒れ地を集団で開墾し、平等なコミュニティを
築こうというものであったが、共和国政府や農民の妨害により翌年には失敗に終わったと
いう。ただ、一人一票、富の平等な分配、社会的ニーズと商業的ニーズのバランスといっ
た理想の下に組織されていた点から、スプレックリーは社会的活動と商業的活動を統合す
る理念に基づいた協同組合形態の組織の最初の実験例とした［Spreckley, 1981, 5］。 
40 社会的価値とは何か、それをどのように表現、たとえば数値化できるのか、またどの
ように測定するかは、現代の社会的企業研究においても重要なテーマである。社会的企業
の存在とその潜在的可能性に着目した当初より、スプレックリーは根本的な課題として取
り上げていたと言える。この社会的価値の議論について、たとえばイギリスでは「2012
年公共サービス（社会的価値）法」が施行されているが、同法の趣旨は「公共サービスの
入札において、価格やサービスの質だけでなく「社会的な影響」も考慮すべき」とされる
［山本（惠）, 2014, 241］。コミュニティ全体、そこで生活する住民の生活の改善が社会
的な価値として意識されている。また山本は、「「社会的価値は金銭的価値の形態では計算
できない」という考え方に基づいて」、イギリスのある地域福祉団体が開発した「ユア・
バリュー（Your Value!）」という自己評価システムを紹介している。これは、「住民と組
織との地域関係、ソーシャルキャピタル（社会関係資本）と社会的連帯の構築、地域経済
への貢献」などを自己評価で判定し、監査人による外部測定を受けるものとされる［同
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上, 241-245］。これは、住民側が社会的価値を定義しようという試みであると言える。 
この点について、リドリー＝ダフもイギリスの社会的企業の全国中間支援組織の SEUK
（Social Enterprise UK）の報告書から、社会的価値がどのようなものを想定しうるかを
指摘している。社会的企業がどのような社会的目的・環境改善目的を持って事業活動に取
り組んでいるか、という質問への回答から示唆が得られるとした［Ridley-Duff et al., 
2015, 204］。その内容だが、「特定のコミュニティの改善」（37％）、「健康やウェルビー
イングの改善」（31％）、「雇用機会の創出」（27％）、「社会的に恵まれない立場の人たち
への支援」（25％）、「他の社会的企業やサードセクター組織の支援」（20％）が上位 5つ
で 20％を超えていた（複数回答）［SEUK, 2013, 44］。イギリスの脈絡では、コミュニテ
ィの状況や住民（とりわけ生活困窮層）の生活を改善するといったことが、社会的価値の
中核にあるということがわかる。 
41 簡単に紹介すると、社会的企業監査は 3つの要素から成り立っているとされた。ひと
つは「内部要素」である。これは、協同組合組織の内部を監視および指導するものであ
る。労働の人間化や民主化と深くかかわるものである。組織の状況について、メンバーが
現在の状況とどうなることが望ましいか評価を行うものである。意思決定、雇用条件、職
務設計、コントロールといった点を尋ねる。2つ目が「外部要素」であり、協同組合と地
域コミュニティ間の相互作用を評価するものである。生産の社会化と関連するものであ
り、地域住民などによるチェックが行われる。判断基準は、協同組合が地域に果たしてい
る貢献と協同組合が地域にかけている負担である。最後に「社会的目的要素」である。組
織が掲げている社会的目標について、その成果と進展を監査するものである。組合内部の
評価と外部からの評価を踏まえて、組織の目標を達成できたかをメンバーが協議し判断す
る。社会的企業監査は、社会的目的の達成を手助けするツールとする［ibid., 33-44］。 
42 具体的には、ナショナルトラストの保有する土地や建物などを訪れる人たちに食事や
軽食の提供といったサービスを提供、手配をできるとし、それらに相応の料金を設けるこ
とができるとした（第 23条第 1項および第 3項）。また、ナショナルトラストのプロパ
ティへの入場料に加えて、保有する土地、プロパティなどでのリクレーションに対して、
ふさわしい料金を設定できるとした（第 25条）。このような規定のおかげで、ナショナ
ルトラストは事業活動を広げることができたとされる。1971年ナショナルトラスト法の
条文の訳は、岡ほか［2007］を参考にした。 
43 外部団体による認証として、イギリスでは自社も社会的企業であるソーシャル・エン
タープライズ・マーク・カンパニーによるものが有名である。認証条件は以下の通りであ
る［山本（隆）, 2014b, 22］。 
 
① コミュニティの利益になる社会的目的と環境面での目的を追求すること 
② 「社会的目的と環境改善目的」を実現できる資産を保証する非営利解散条項を法的に
もっていること 
③ 事業収益が 50％以上あること（企業会計原則の裏づけがあること） 
④ 事業であげた利潤の 50％以上を社会的目的・環境改善目的に投資すること 
⑤ 自立したガバナンス構造をもつ独立事業体であること 
⑥ 社会的目的・環境改善目的の達成を証明できること 
44 https://www.ncvo.org.uk/practical-support/information/collaboration/compact-
agreement?highlight=WyJjb21wYWN0IiwiY29tcGFjdHMiLCJjb21wYWN0Jy4iXQ== 
（2017年 9月 17日確認） 
45 本研究では、イギリスの非営利組織を指す用語として、「ボランタリー・セクター」と
「ボランタリー・コミュニティ・セクター」が混在している。非営利組織全体を指す際に
は「ボランタリー・セクター」を用いる方が一般的であると考える。しかし、本章で取り
上げる政策文書では「ボランタリー・コミュニティ・セクター」が使用されているため、
政策関連では「ボランタリー・コミュニティ・セクター」を主に用いることとする。 
なお、「ボランタリー団体」と「コミュニティ団体」の線引きについては、イギリスの
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ある登録チャリティが以下の見解を示している。 
 
① コミュニティ・セクターとボランタリー・セクター（あるいはサード・セクター）に
は、地域の防犯活動団体から社会的企業、全国的あるいは国際的なチャリティが含ま
れる。 
② これらの団体には有給スタッフとボランティアが所属し、「コミュニティ団体」はボ
ランティアが運営する傾向があり、「ボランタリー団体」は有給スタッフとボランテ
ィアがともにいる。 
 
つまり、地域に根差した団体から国際的な団体まで含むものが、ボランタリー・コミュ
ニティ・セクターであり、そのうち。地域性が強く、ボランティア・スタッフに運営を支
えられている団体がコミュニティ団体ということである。ただし、「傾向」という表現を
使っていることからもわかるように、実際に現地で非営利活動を行っている団体でも完全
に区別できるとしているわけではない。本研究でも、とくに断りを入れない限り「ボラン
タリー・セクター」と「ボランタリー・コミュニティ・セクター」は同じものを指す言葉
として使用する。 
出所：Community Action Wyre Forestのホームぺージより
http://www.communityactionwf.org.uk/understanding_the_community_and_voluntary
_secto （2018年 4月 19日確認） 
46 たとえば、当時の LSPのメンバー構成について、一例としてロンドンのハックニー区
を検証したものがある。八木橋慶一［2007a］を参照されたい。 
47 NDCや NRFなどの当時の政府の財政支援措置については、自治体国際化協会
［2004］の第 2章が網羅的に紹介している。 
48 同団体の活動の詳細については、山本（惠）ほか［2017］を参照されたい。 
49 ただし、重点はチャリティ改革にあったとされる。61ある提言のうち、半数以上がチ
ャリティ法の改正に関するものであったと指摘されている［永井, 2007, 52］。 
50 簡単に協同組合の再編に触れておく。産業共済組合法（Industrial and Provident 
Societies Act）を根拠法とする「産業共済組合」は、2つの形態、組合員の利益ために活
動する協同組合（bona fide co-operatives）とコミュニティにサービスを供給する協同組
合（societies for the benefit of the community）を取ることとされた。しかし、報告書
ではこのしくみの有効性を認めつつも、現在では時代遅れなものになっているとして再編
を主張した。実際、他の法人形態と比較しても毎年の登録数が一桁以上も少ないなど（毎
年の登録数がチャリティは 6,000、保証有限責任会社が 5,000と指摘）、産業共済組合は
使い勝手の悪いものになっていた［Strategy Unit, 2002, 55］。そこで報告書は、前者は
国際協同組合同盟の原則に従った法的定義を与える「協同組合」とし、後者は「コミュニ
ティ利益組合（Community Benefit Societies, BenCom）」に再編するよう提言した
［ibid., 56］。後者は社会的企業のカテゴリーに組み込まれ、貧困地域などへのサービス
供給の担い手となることが期待された［石村, 2015a, 235-236］。1965年産業共済法を改
正した「2003年協同組合およびコミュニティ利益組合法（Co-operative and 
Community Benefit Societies Act 2003）」の成立により、この再編は実現した。 
51 筆者は 2013年 8月および 14年 8月にイギリス・ノーザンプトンにて社会的企業の現
地調査をした際に、CICであるGoodwill Solutions社の経営者（Mike Britton氏）にヒ
アリングを行った。 
同社は、2008年設立でロジスティクス（物流管理）、倉庫運営、家具販売などを業務す
る。社会的企業としての特徴は、就業経験のない若者、長期失業者、刑余者といった就職
や再就職が困難な人たちに就労支援プログラムを提供し、雇用につなげるプログラムを提
供しているとのことであった。Britton氏は、政府自治体などからの補助金や寄附などに
は頼らず、地域および社会貢献とビジネス事業活動を行っていると筆者に強調した。同社
のミッションは、職業訓練コース受講者が自社を含む一般的な就職ができるように橋渡し
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することであった。EMESが提唱した労働統合型社会的企業（WISE）の分類の中で
は、主流の労働市場への統合を重視するタイプに該当すると言える。 
52 なお、2006年チャリティ法（Charities Act 2006）では、「チャリティ目的」の類型の
見直しが行われている。「ディーキン報告」の提言にあったチャリティの定義の見直しに
関連するものである。改正法において、第 3章で紹介した従来からの 4類型から 13類型
に拡大したのである。以下、新しい 13類型を記載しておく。 
 
① 貧困の防止および救済 
② 教育の振興 
③ 宗教の振興 
④ 健康の増進または生命の救助 
⑤ シティズンシップまたはコミュニティ開発の振興 
⑥ 芸術、文化、遺産または科学の振興 
⑦ アマチュアスポーツの振興 
⑧ 人権、紛争の解決もしくは和解の促進、または宗教的もしくは人種的な協調または平
等と多様性の推進 
⑨ 環境の保護および改善の促進 
⑩ 若者、高齢者、病弱者、障がい者、経済的困窮者またはその他の不利な境遇にある者
の救済 
⑪ 動物愛護の促進 
⑫ 国軍の効率性の向上または警察、消防および救難サービスもしくは救急サービスの効
率性の向上 
⑬ 第 4項に掲げるその他の目的［その他の制定法でチャリティ目的とされているものの
こと］ 
53 Centre for Regional Economic and Social Research［2010］を参照されたい。 
54 Third Sector Research Centre［2009］を参照されたい。 
55 なお、貿易産業相だったヒューイットは第 3次ブレア内閣で保健相に移動し、そこで
新たに社会的企業室を設置している。 
56 詳細については、石村［2015b］の 104-107ページを参照されたい。 
57 メイナーハウス開発トラストについては、前出の山本（惠）ほか［2017］以外にも、
山本（隆）［2017］で紹介されている。詳細はこれらを参照されたい。 
58 2017年 3月時点で、収入は約 920万ポンド、支出は約 711万ポンド、事業収入（チ
ャリティ活動目的）が占める割合は約 77％である。チャリティ事業収入には施設入場
料、賃貸料、カフェの収入を含んでいる。チャリティ委員会のホームページより確認でき
る。http://beta.charitycommission.gov.uk/charity-details/?regid=1115146&subid=0 
（2018年 10月 10日確認） 
59 一例として、2004年導入の地域エリア協定（Local Area Agreement, LAA）があげら
れる。LAAは、政権第 1期からの各種地域再生事業（NRFなど）が省庁単位やプログラ
ム単位であったものをひとつの枠組みに統合するために策定されたものである［山本
（隆）, 2009, 223-225］。協定の策定段階、アウトカムの達成度などに関するレビューに
は、LSPも地方自治体とともにかかわるとされた。 
60 訳文は原則として、中島（智）［2016］に従った。なお、合意の全文は以下のアドレス
から確認できる。 
https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/78979/b
uilding-big-society_0.pdf（2017年 10月 31日確認） 
61 2003年に死去したイギリスの著名ジャーナリストを記念し、ガーディアン紙（The 
Guardian）が主催した講演会のことである。キャメロン以外にも、キャメロン連立政権
で副首相を務めたニック・クレッグ（元自由民主党党首）、スコットランド自治政府首相
のアレックス・サモンド、エド・ミリバンド（元労働党党首）が現役時に講演を行ってい
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る。出所は、BBCおよび The Gurdianより。 
http://news.bbc.co.uk/democracylive/hi/bbc_parliament/newsid_9688000/9688272.stm
（2018年 7月 6日確認） 
https://www.theguardian.com/uk-news/series/hugo-young-lecture-series（2018年 7月
6日確認） 
62 ここでのチャリティ・ショップとは、イギリスの「チャリティ小売業協会（Charity 
Retail Association）」の以下の説明に従う。 
 
・親団体のチャリティの資金調達たのめに、主として寄附された中古品を販売する。 
・一部に有給スタッフはいるが、スタッフの大半はボランティアである。 
・ショップの商品の 90％以上は寄附されたものであり、一部ではフェアトレード商品な
ども扱う。 
・取り扱う商品は、衣類、本、玩具、装飾品、台所用品、DVD、コンピューターゲーム
など多様である。 
https://www.charityretail.org.uk/charity-shops-faq/（2018年 7月 11日確認） 
63 NCVOの年鑑（UK Civil Society Almanac）では、社会的企業も含めてセクター全体
の活動を紹介している。たとえば、2012年版では登録チャリティの約 45％が自身を社会
的企業とみなしていることを報告している［NCVO, 2012］また、2015年版ではタイプ
別の団体数を CIC（コミュニティ利益会社）、CIO（チャリティ法人）、チャリティ会社
（保証有限責任会社など）、非法人団体に分けて紹介している［NCVO, 2015］。「社会的
企業」という用語、その法人格をボランタリー・セクター側も積極的に受け入れているこ
とがわかる。なお、2015年の年鑑によると、各団体数は CICが 1万 2981、CIOが
3,795、チャリティ会社が 3万 4734、非法人団体が 14万 5343である［NCVO, 2015］。 
64 本研究では、チャリティなどボランタリー・セクターの社会的企業化に焦点を絞った
ため、本文中では事例として挙げなかった。ただし、2013年 8月に筆者はノーザンプト
ンにある労働者協同組合のデイリー・ブレッド協同組合（Daily Bread Co-oprateive）に
てヒアリングを行った。1976年に ICOMのルールに基づいて設立、1980年に店舗を開
設した。 
同団体は、日用品や健康食品を販売し、フェアトレードを推進している。団体の意思決
定は投票なしのコンセンサスで決定するというものであり、賃金も全員同じ時間給である 
収益構造だが、寄附は受け取らない完全に自主事業で成立させているとのことであった。
またライバルは、大手資本のスーパーマーケットとしており、小売業の市場でのプレイヤ
ーであることを自負していた。また、サードセクターとしてボランタリー・セクターなど
と一括りにされることには否定的であり、行政からの統制も好ましいものとはしない、自
主自立の方針に強い信念を持っている組織であった。 
フェアトレードといった新しい社会運動への積極的関与も見られ、労働者協同組合から
社会的企業に発展した一事例と言えるものであった。 
65 ラヴィルによれば、「連帯経済」とは、「市民同士の相互的な掛かりあいを基盤にして
経済の民主化に貢献する経済活動の集まり」であり、「フェアトレード、ラテンアメリカ
の民衆運動、北米のコミュニティ運動、ヨーロッパの近隣サービスなどのミクロの集合的
行為は呼称こそ異なるが、いずれも社会的つながりの性質や経済交換について再考を迫る
ものである」とのことである［Laville, 2007=2012, 310］。 
なお、同訳の「訳者あとがき」において、北島はキーワードとなる「連帯」について、
ラヴィルは「積極的な分かちあいの行為」という意味で使用しているとしている［同上, 
348-349］。 
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